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はじめに 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロ

ジェクトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価

分科会を研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェク

トの研究評価を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定

している。 
 
本書は、「次世代高効率ネットワークデバイス技術開発」の中間評価報告書で

あり、第18回研究評価委員会において設置された「次世代高効率ネットワーク

デバイス技術開発」（中間評価）研究評価分科会において評価報告書案を策定し、

第 24 回研究評価委員会（平成 22 年 2 月 5 日）に諮り、確定されたものである。 
 
 
 

平成 22 年 2 月 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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審議経過 
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６．プロジェクトの詳細説明 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定、その他、閉会 
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● 第 24 回研究評価委員会（平成 22 年 2 月 5 日） 
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評価概要 

 
１．総論 
１）総合評価 
情報通信ネットワークは、今後もトラフィックが増加し、社会の基盤技術と

して重要性を増していくと考えられる。特に基幹ネットワークの高速大容量化

や高品質映像通信、高速ワイヤレス通信などのＩＴ産業分野で我が国の国際競

争力の強化が望まれている。本プロジェクトは、エッジ～メトロネットワーク

に焦点を当てて、高速かつ低消費電力の装置を実現するための光デバイスの研

究開発に関するものであり、NEDO 事業としては妥当と考えられる。また、本

プロジェクトは、IT イノベーションプログラムおよびエネルギーイノベーショ

ンプログラムの主要な一課題である省エネルギー化に、光デバイス・光システ

ムの観点から寄与できる重要な役割を担っている。これまでの事業推進により、

プロジェクト－リーダーのリーダーシップのもと、組織的に研究開発が行われ、

中間目標がほぼ達成されているなど、全般的に良好に進捗している。一部には

世界的に顕著な成果が得られているとともに、国際標準化活動も行われ、さら

には、実用化に対しても意欲的に取り組まれている点は高い評価に値する。 
しかしながら、目標設定に関して、十分に先進的・革新的であったかどうか

の検証が必要である。この観点からは、当初設定した目標達成と同時に、競合

技術の進歩との相対的な比較も行うことが望ましい。また、多くの個別テーマ

間で相互整合性は十分で密接な連携もなされている一方で、個別テーマの目標

や研究内容と事業全体の方向性との関連が必ずしも明確ではない箇所も散見さ

れる。さらに、伝送方式として 160Gbit/s の OTDM を選択している点について

は、国際動向などの観点を入れて、本事業における位置づけの見直しが望まれ

る。 
 
２）今後に対する提言 
今後は、中間期までの成果を基に、総合評価試験を実施し、次世代ネットワ

ークに向けたデバイス利用技術とシステム技術の検証を行って頂きたい。また、

是非、本プロジェクトの目標の一つになっているデバイス機器レベルとシステ

ムレベルとの間のギャップを埋める革新技術の創出を目指した、研究開発の加

速を望む。 
各個別テーマ設定目標については、達成度だけでなく、世界レベルで見た競

合技術との相対的優位性、すなわち国際競争力強化にも配慮した提示を頂きた

い。なお、達成度に関する自己評価については、目標ごとに期待される成果を
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あらかじめ当事者間で公平性、透明性を担保しつつ意識合わせを行い、達成度

評価に係る判断基準を明確にすることが望まれる。 
国際標準化活動においては、国際的な標準化や技術動向に整合した方向付け

をして継続的に提案を行い、これらの技術が、各国でも幅広く使われるシステ

ム技術に仕上げて頂きたい。 
プロジェクト後の実用化へ向けて、信頼性・再現性などの地道な技術確立と、

特許等による知財権確保、論文発表等による情報発信、技術の普及に、これま

で以上に注力されることを望む。 
 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
本プロジェクトは公共性の高い情報通信におけるエネルギー消費削減を目的

とした事業であり、IT イノベーションプログラムおよびエネルギーイノベーシ

ョンプログラムの目標達成の一翼を十分に担っている。また、各項目の研究開

発は広範な学術的経験と高度な先端的設備を必要とし、有機的分担連携や国際

競争力強化・国際標準獲得を必要とするため、個々の民間活動のみでは十分な

成果を得るのは困難であり、国家的規模で総合的・組織的に取組む必要性と意

義がある。このような観点から、本プロジェクトは NEDO 事業として妥当であ

る。 
なお、エネルギー消費の見積もりが一部不明確なので、将来の実用化・普及

等へ向けて、消費電力の面からの考察・検討をより一層取り入れて頂きたい。 
 
２）研究開発マネジメントについて 
研究開発目標は具体的な設定になっており、各テーマに対して可能な限り定

量的な目標が設定されている点は評価できる。また、実施体制は各テーマの基

盤となる経験を活用できる研究者グループから組織されていて妥当と判断され、

十分なリーダーシップを有するプロジェクトリーダーとサブリーダーのもとに

デバイス研究からシステム開発までを統括できる組織により事業推進がなされ

ている。さらに、追加予算により、新しい目標の達成や、前倒しの達成がなさ

れており、研究の進展や情勢変化に対して、柔軟で効率的な研究開発が進めら

れている。 
一方、「大容量エッジルータ」と「光ＬＡＮ・ＳＡＮシステム」を総合的に見

ると、サブテーマにオルタネート技術・デバイスと解釈される技術開発がある

ように見受けられる。プロジェクトの後半に向けて、統合できるものは統合・

集中して頂きたい。 
なお、伝送方式 160Gbit/s、OTDM については、プロジェクト開始前の計画
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段階では、世界情勢を反映していたものの、その後の世界における研究の進展

によって、今後国際標準化される見通しがない方式であるので、OTDM 技術の

将来性を考慮するとともに、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向を見

極め、同テーマの位置づけ・計画の見直し、改善を望む。 

 
３）研究開発成果について 
設定された中間目標は殆ど全ての個別テーマにおいて数値目標を含めて達成、

一部テーマでは前倒しで目標達成がなされており、高く評価できる。また、世

界初のデバイス実現やトップデータ達成も多数含まれている。さらに、国際標

準化に関する標準化寄与文書 11 件など、得られた研究開発の成果に基づく国際

標準化に向けた提案等の取組は適切に行われている。 
一方、中間目標達成度の判断基準や客観性が十分明確でない部分も見られる。

プロジェクト全体としてある程度統一化された判断基準に基づいて達成度評価

が行われることが望ましい。設定した目標との比較だけでなく、引き続き競合

他技術とも比較して優位性を明確にし競争力を高める努力を続けて頂きたい。

また、成果の広範な公開と活用および体系化の観点から、より多くの学術誌論

文投稿等がなされるよう一層の努力を続けて頂きたい。 
 
４）実用化、事業化の見通しについて 
光デバイスに関しては、性能・消費電力目標の達成は明らかで、これから実

用化に向かう基盤ができたものと判断される。これらの成果をもとに今後実用

化に向けた具体的な研究開発の推進が望まれる。また、近い将来の実用化を目

指した項目については、標準化への盛り込みに成功しており、国際規格化等、

標準整備に向けた見通しが得られている。 
一方、テーマによって実用化までの困難さは異なると考えられ、今後の研究開

発成果に基づき、柔軟に研究開発計画の再検討が実用化の観点から行われるこ

とを期待する。また、競合技術に対して、投入した費用に見合うだけの競争力

が発揮できるという視点での説明が更に必要である。 



研究評価委員会におけるコメント 

 
第２４回研究評価委員会（平成２２年２月５日開催）に諮り、了承された。

研究評価委員会からのコメントは特になし。 
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第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠

の下の「○」「●」「・」が付された箇条書きは、評価委員のコメントを原文の

まま、参考として掲載したものである。 
 
 



 

1-1 

１．プロジェクト全体に関する評価結果 

１．１ 総 論 

１）総合評価 

情報通信ネットワークは、今後もトラフィックが増加し、社会の基盤技術と

して重要性を増していくと考えられる。特に基幹ネットワークの高速大容量化

や高品質映像通信、高速ワイヤレス通信などのＩＴ産業分野で我が国の国際競

争力の強化が望まれている。本プロジェクトは、エッジ～メトロネットワーク

に焦点を当てて、高速かつ低消費電力の装置を実現するための光デバイスの研

究開発に関するものであり、NEDO 事業としては妥当と考えられる。また、本

プロジェクトは、IT イノベーションプログラムおよびエネルギーイノベーショ

ンプログラムの主要な一課題である省エネルギー化に、光デバイス・光システ

ムの観点から寄与できる重要な役割を担っている。これまでの事業推進によ

り、プロジェクト－リーダーのリーダーシップのもと、組織的に研究開発が行

われ、中間目標がほぼ達成されているなど、全般的に良好に進捗している。一

部には世界的に顕著な成果が得られているとともに、国際標準化活動も行わ

れ、さらには、実用化に対しても意欲的に取り組まれている点は高い評価に値

する。 
しかしながら、目標設定に関して、十分に先進的・革新的であったかどうか

の検証が必要である。この観点からは、当初設定した目標達成と同時に、競合

技術の進歩との相対的な比較も行うことが望ましい。また、多くの個別テーマ

間で相互整合性は十分で密接な連携もなされている一方で、個別テーマの目標

や研究内容と事業全体の方向性との関連が必ずしも明確ではない箇所も散見

される。さらに、伝送方式として 160Gbit/s の OTDM を選択している点につ

いては、国際動向などの観点を入れて、本事業における位置づけの見直しが望

まれる。 
 

＜肯定的意見＞ 

○ 本プロジェクトは、政府が進める IT イノベーションプログラムおよびエネルギ

ーイノベーションプログラムの主要な一課題である省エネルギー化に、光デバ

イス・光システムの観点から寄与できる重要な役割を担っている。これまでの

事業推進により、中間目標は一部の前倒しを含めてほぼ達成されており、プロ

ジェクトの進捗は順調と評価される。 

○ 先端的な研究・近い将来の実用化を目指した開発・国際標準化活動など広範な

アプローチを行っており、それぞれの領域で研究開発の成果が実りつつある。

また、近い将来の実用化を目指した研究開発項目は事業化の見通しを持ってお

り、本プログラムが競争力の強化に貢献することが期待される。 

○ 情報通信の省エネ化に向けた取り組みであり、温室効果ガス削減へ向けての国

の取り組みと方向性が一致しており、その点は評価できる。 
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○ 光通信分野において、世界初あるいは世界最高水準の成果が数多く得られてお

り、また、計画を前倒しして新たな課題にも取り組んでいることから、本事業

における研究開発は、その目標の達成に向けて順調に進捗していると判断され

る。 

○ 画像や映像など広帯域信号の増加により、通信トラヒィックの急増が予想され

る。これに対処するため、伝送容量の大容量化、ルータなどのネットワーク機

器の低電力化等に対処するための超高速・省エネを両立するデバイス技術を実

現する基礎技術の進歩が進められ、実験に供するレベルに近いところまで、技

術が進展している。また、日本はこれまで、高速光デバイスで高い国際競争力

を有しているが、本プロジェクトにより引き続き国際競争力の強化に向けた技

術開発力の確保が期待できる。 

○ 全体的には、予算をかけただけの研究成果は出ている。 

○ プロジェクト－リーダーのリーダーシップのもと、組織的に研究開発が行われ、

全般的に良好に進捗している。一部には世界的に顕著な成果が得られていると

ともに、国際標準化活動も行われ、さらには、実用化に対しても意欲的に取り

組まれている点は高い評価に値する。 

○ 次世代低消費電力ネットワークデバイス技術開発の観点から、明確な方針のも

とに研究開発が推進されており、実用性の高い高性能デバイスや新規性あるデ

バイスの実現や、世界初実証、トップデータ達成などの成果が多数得られ、着

実な進展が見られる。成果には先進性とリスクの高い技術開発や、デバイス開

発の実用化・事業化の見通し明確化、具体的応用のためのシステム開発、デバ

イス開発とシステム開発の密接な連携も含まれ、基礎から応用まで広範な階層

での技術蓄積がなされている。殆ど全ての項目で中間目標を達成していると認

められ、成果公開公表についても概ね妥当な努力がなされている。現時点で総

合的に見て、当初目的と計画に沿って順調に期待通りまたはそれ以上の成果が

得られていると高く評価できる。 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

● 目標設定に関して、十分に先進的・革新的であったかどうかの検証が必要であ

る。 
● 次世代の光技術を先導する高いレベルの研究成果が得られているので、国際会

議はもちろんのこと、国際的に評価の高いジャーナルに成果を公表し、世界中

の人々がその成果を公知の事実として検索、共有、活用できるようになること

を期待する。 
● 相対的に先端的な研究は、基本特許の取得や論文発表などが必要である。研究

開発に注力した結果であるものの、やや努力を要する項目がある。 
● 個々のプロジェクトでは、それなりの研究成果は出ているが、プロジェクト全

体では、統一感に欠けていたので、国としてこの産業に力を入れていくという
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素人にも分かるようなストーリーを考える必要がある。 

● 細かいところでは、現在使用されないことが分かっている伝送速度の 160Gbs

の研究開発をこれからどうするのか、一度中止し、現在使用されている伝送速

度に切り替えるか、伝送速度は、そのままにしてその他の技術開発を完成する

ように変更するか、について真剣に検討する必要がある。 

● 大型予算の割には、学術論文、国際特許などが少ない感じがするので、今後改

善することをお願いしたい。 

● 研究テーマの選定に一貫性が無く、全体としての方向性、出口戦略が不明確で

ある。また、市販製品の性能を若干良くする程度の目的のテーマも含まれてお

り、国家プロジェクトとして、国税を投入するには問題であるものが少なから

ず存在する。伝送方式として 160Gbit/s の OTDM を選択している点は、国際

動向から大きく外れており、早急な見直しが必要である。過去に NEDO をはじ

めとした国家プロジェクトの資金が投入されたものに関連した類似テーマが散

見される。今回のプロジェクトで更に資金を投下することの妥当性について、

今一度精査すべきである 
● 多くの個別テーマ間で相互整合性は十分で密接な連携もなされている一方で、

個別テーマの目標や研究内容と事業全体の方向性との関連が必ずしも明確では

ないと思われる箇所も散見される。会議発表は活発に行われているが、学術雑

誌への論文発表がやや少ないのは残念である。 
 

＜その他の意見＞ 

・ 殆ど全ての個別テーマで中間目標が達成され、前倒し達成も複数見られること

は非常に喜ばしい。加速財源投入の効果が明確に評価され、期待以上の成果を

さらに目標高度化や費用対効果改善につなげるため、努力して頂きたい。 

・ 当初の研究テーマではなかったが、思いがけない副産物の研究成果（ジュセフ

ソン交流電圧標準デバイスなど）が出ているのでこれを大きく育てて頂きたい。 
・ 個別テーマの達成度に関する自己評価については、目標ごとに期待される成果

をあらかじめ当事者間で公平性、透明性を担保しつつ意識合わせを行い、達成

度評価に係る判断基準を明確にすることが望まれる。 
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２）今後の提言 

今後は、中間期までの成果を基に、総合評価試験を実施し、次世代ネットワ

ークに向けたデバイス利用技術とシステム技術の検証を行って頂きたい。ま

た、是非、本プロジェクトの目標の一つになっているデバイス機器レベルとシ

ステムレベルとの間のギャップを埋める革新技術の創出を目指した、研究開発

の加速を望む。 
各個別テーマ設定目標については、達成度だけでなく、世界レベルで見た競

合技術との相対的優位性、すなわち国際競争力強化にも配慮した提示を頂きた

い。なお、達成度に関する自己評価については、目標ごとに期待される成果を

あらかじめ当事者間で公平性、透明性を担保しつつ意識合わせを行い、達成度

評価に係る判断基準を明確にすることが望まれる。 
国際標準化活動においては、国際的な標準化や技術動向に整合した方向付け

をして継続的に提案を行い、これらの技術が、各国でも幅広く使われるシステ

ム技術に仕上げて頂きたい。 
プロジェクト後の実用化へ向けて、信頼性・再現性などの地道な技術確立と、

特許等による知財権確保、論文発表等による情報発信、技術の普及に、これま

で以上に注力されることを望む。 
 

＜今後に対する提言＞ 

・ 今後は、中間期までの成果をもとに、システムとしての成果にまとめ上げるこ

とと、プロジェクト後の実用化へ向けて、信頼性・再現性などの地道な技術確

立と、特許等による知材権確保、論文発表等による情報発信、技術の普及に、

これまで以上に注力されることを望む。 

・ デバイスとシステムの開発では、民間企業ではできない直接産業にすぐには応

用できないが近い将来技術のブレイクスルーになるような新しい日本独自の

研究も一部できるよう努力を期待する 

・ 全体的な研究方向性、国家プロジェクトに相応しい研究テーマ選定、国際動向

の反映等、見直すべき点が多い。直ちに全体の見直しを行ない、必要に応じて

テーマの中止等も考慮すべきである。 

・ 個別テーマ、特にデバイス機器レベルの研究開発については、我が国がこれま

でも得意としてきたところであり、本事業においても、ネットワークの光化に

向けてのブレークスルーとなる成果が得られている。是非、本事業の目標の一

つになっているデバイス機器レベルとシステムレベルとの間のギャップを埋

める革新技術の創出を目指して、研究開発を加速していただきたい。 

・ 全体として、IT イノベーションおよびエネルギーイノベーションにどのよう

に貢献し、国際競争力が強化されていくのか、最終成果の提示の際に、配慮さ

れることを期待する。 

・ 各個別テーマで設定目標達成だけでなく、競争力強化にも注力頂きたい。新た
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な可能性開拓のための探索的・基礎的研究を阻害することなく、さらに個別テ

ーマ間の整合性や基本方針との整合性を高め、目標と計画の綿密化を図り、連

携研究もより積極的に推進し、成果の統合と全体目標達成に向けて努力を続け

て頂きたい。 

・ 光ＬＡＮ・ＳＡＮシステムについては、国際的な標準化や技術動向に整合した

方向付けをしてほしい。 
・ 大容量エッジルータと光ＬＡＮ・ＳＡＮシステムで共通的なデバイス技術もあ

る。研究企画調整会議で調整を行っているが、効率的な開発にこころがけてほ

しい。 

・ 光デバイスの特性改善が進み、単体の特性評価がある程度できるようになった

と思われる。今後は、これらの基礎的な技術により実現されるデバイスを用い

て、総合評価試験を実施し、次世代ネットワークに向けたデバイス利用技術と

システム技術の検証を行う必要があろう。 
・ 新デバイス適用効果と改良すべき点を明確にして、メトロ系とアクセス系をつ

なぐエッジルータシステム、ＬＡＮ／ＳＡＮ系伝送システムの高性能化と省エ

ネルギー化技術の開発に向けた道筋をつけていく必要がある。 
・ また、国際標準化活動においても、継続的に提案を行い、これらの技術が、各

国でも幅広く使われるシステム技術に仕上げていく必要がある。 

 

＜その他の意見＞ 

・ 本事業では、デバイス機器レベルとシステムレベルとの間のギャップを埋める

具体のテーマとして、大規模エッジルータシステム化技術と超高速 LAN-SAN
システム化技術を取り上げているが、特に前者については、本事業によって開

発される個別のデバイス機器からエッジルータとしてシステム化するまでの

道筋が必ずしも明確ではなく、もう少しわかりやすい説明が望まれる。 
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１．２ 各論 

１）事業の位置付け・必要性について 

本プロジェクトは公共性の高い情報通信におけるエネルギー消費削減を目

的とした事業であり、IT イノベーションプログラムおよびエネルギーイノベー

ションプログラムの目標達成の一翼を十分に担っている。また、各項目の研究

開発は広範な学術的経験と高度な先端的設備を必要とし、有機的分担連携や国

際競争力強化・国際標準獲得を必要とするため、個々の民間活動のみでは十分

な成果を得るのは困難であり、国家的規模で総合的・組織的に取組む必要性と

意義がある。このような観点から、本プロジェクトは NEDO 事業として妥当

である。 
なお、エネルギー消費の見積もりが一部不明確なので、将来の実用化・普及

等へ向けて、消費電力の面からの考察・検討をより一層取り入れて頂きたい。

 

＜肯定的意見＞ 

○ 個々のデバイスについては、低消費電力化の意識が高く、目標設定がなされて

おり、IT イノベーションプログラムおよびエネルギーイノベーションプログラ

ムの目標達成の一翼を十分に担っており、ネットワークの高効率化、エッジル

ータの高速化・低消費電力化などで具体的な貢献ができそうである。 

○ 第一期中期計画期間中に確立された革新的デバイス技術を基盤として、高速で

低消費電力の次世代高効率ネットワーク機器・システムを早期に実現しようと

する本事業は NEDO の事業として妥当であり、その目的も妥当と判断される。 

○ 高速かつ省エネルギーであるネットワーク構築のためのルータスイッチおよび

関連するデバイス等の研究開発を通じて IT イノベーションおよびエネルギー

イノベーションに大きく貢献することが期待できる。 

○ 公共性の高い情報通信分野で新世代デバイス技術に特化し顕著な省エネ効果実

現を主眼として研究開発を行う事業であり、プログラム目標達成に多大な寄与

ができる。各項目の研究開発は広範な学術的経験と高度な先端的設備を必要と

し、有機的分担連携や国際競争力強化・国際標準獲得を必要とするため、個々

の民間活動のみでは十分な成果を得るのは困難であり、国家的規模で総合的・

組織的に取組む必要性と意義がある。また情報基盤の社会的必要性の大きさか

ら、予算に見合う十分な経済効果が大いに期待される。これらの理由で NEDO
事業として極めて妥当である。事業目的の妥当性は関連分野の現状と将来予測

および内外の技術開発動向から見て、開始当時よりさらに高まっていると思わ

れる。 

○ 概ね、IT イノベーションプログラムは、寄与していると思うが、エネルギーイ

ノベーションプログラムの目標達成には、エネルギー消費の見積もりが不明確

で必ずしも寄与しているとは言い難い 

○ 大部分は、NEDO の関与が必要とされる事業と思われるが、NHK のみにしか
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適用できないプロジェクトがあり、NEDO の関与が必要とされる事業かについ

ては微妙である。 

○ 費用対効果については、専門でないので、自信はないが概ね十分のように思わ

れる。 

○ 事業の目的は概ね妥当と思われるが、個々のプロジェクトの目的と全体の目的

を一致させる必要がある。 

○ 実用化開発や国際標準化へのＮＥＤＯの関与にはさまざまな考え方がある。ま

た、ターゲットシステムは日本の国際競争力が弱い分野である。その原因のひ

とつは、ベンチャー会社の不在と考えることができる。すなわち、ベンチャー

資金による短期間の開発に、大企業の自己投資による比較的ゆっくりとした開

発が太刀打ちできていない。また、通信キャリアの研究開発力が低下しており、

日本社会全体としてその代替機能も必要である。上記の状況から、本事業はＮ

ＥＤＯの事業として妥当だと考えられる。 

○ 情報通信ネットワークでは、今後もトラフィックが増加し、社会の基盤技術と

して重要性を増していくと考えられる。特に基幹ネットワークの高速大容量化

や高品質映像通信、高速ワイヤレス通信などのＩＴ産業分野で国際競争力の強

化が望まれている。本研究では、エッジ～メトロネットワークに焦点を当てて

おり、高速かつ低消費電力の装置を実現するための基本光デバイスの研究開発

を行い、先導的なデバイスの試作とデータが得られているので、事業の目的と

しては妥当と考えられる。リスクの高い新デバイスの開発には、プロセスを含

んだ基盤製造技術も必要であり、高額の研究開発費が必要と思われる。IT 基盤

の充実と国際競争力の観点から、先導的なプロジェクトと考えられ、産業の活

性化や標準化なども視野に入れると公共性は高いと判断される。 

○ 情報通信におけるエネルギー消費削減を目的とした研究テーマがあり、この点

では、エネルギーイノベーションプログラムの目的達成のために寄与している。 

 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

● SHV 伝送の先駆的取り組みは高く評価したいが、将来の実用化・普及等へ向け

て、消費電力の面からの考察・検討を取り入れるべきではないか。また、予算

投入、特に追加予算の使われ方、成果について、一定の説明が必要ではないか。 

● エネルギーイノベーションについては十分な掘り下げが必要と考えられる。ネ

ットワーク機器は、端末機器に比べ数が少ないので、絶対量としては低消費電

力化への寄与は小さい。一方、実装密度や冷却などシステムとしての性能やコ

ストにステップ状の影響を与えるので、低消費電力化について、システムとデ

バイスとのすりあわせを行う必要がある。 

● エネルギー消費の見積もりが不明確なので、今後この点を改善して頂きたい。 

● ＮＨＫのみにしか適用できないプロジェクトがあり、このプロジェクトでは、
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今後標準化されない 160Gbps の伝送速度を使用しており、今後大幅に計画を見

直す必要がある。 

● 個々のプロジェクトの目的と全体の目的を一致させる必要がある 

● 民間活動で行うべきテーマが含まれており、NEDO が関与すべきでないものがあ

る。投資費用が莫大な研究テーマがあり、これまで投じた費用に対して、十分

な成果が得られていない、あるいは莫大な費用をかける価値が無いと思われる

ものがある。伝送方式に 160Gbit/s、 OTDM を用いている点は、内外の技術

開発動向、市場動向から逸脱している 

 

＜その他の意見＞ 

・ 本事業の成果が、CO2排出量削減という国家的課題にどの程度貢献することに

なるのか、また、本事業のどの成果が、個々の民間企業だけでは達成困難な課

題であるのか、国民にわかりやすい説明が望まれる。 

・ デバイスの国際競争力強化のみならずシステムとして国際競争力強化に貢献で

きることを期待する 

・ 本事業の主目的ではないが、情報セキュリティへのデバイス技術面からの貢献

についても一層の配慮と努力を注いで頂きたい。 

・ 今後も標準化活動を視野に入れた研究の重要性が高まるので、デバイス、装置、

システムとしての評価実験、標準化活動などを体系的に進める必要性が高い。 
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２）研究開発マネジメントについて 

研究開発目標は具体的な設定になっており、各テーマに対して可能な限り定

量的な目標が設定されている点は評価できる。また、実施体制は各テーマの基

盤となる経験を活用できる研究者グループから組織されていて妥当と判断さ

れ、十分なリーダーシップを有するプロジェクトリーダーとサブリーダーのも

とにデバイス研究からシステム開発までを統括できる組織により事業推進が

なされている。さらに、追加予算により、新しい目標の達成や、前倒しの達成

がなされており、研究の進展や情勢変化に対して、柔軟で効率的な研究開発が

進められている。 
一方、「大容量エッジルータ」と「光ＬＡＮ・ＳＡＮシステム」を総合的に

見ると、サブテーマにオルタネート技術・デバイスと解釈される技術開発があ

るように見受けられる。プロジェクトの後半に向けて、統合できるものは統

合・集中して頂きたい。 
なお、伝送方式 160Gbit/s、OTDM については、プロジェクト開始前の計画

段階では、世界情勢を反映していたものの、その後の世界における研究の進展

によって、今後国際標準化される見通しがない方式であるので、OTDM 技術の

将来性を考慮するとともに、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向を見

極め、同テーマの位置づけ・計画の見直し、改善を望む。 

 

＜肯定的意見＞ 

○ 企業・大学・国研という、性格のことなるグループを比較的緩やかにまとめて、

プロジェクトを進行させているように見える。中間期での十分な目標達成は、

適切な目標設定にあると思われる。この観点で、研究マネジメントが適切に機

能していると判断される。また、追加（補正等）予算により、新しい目標の達

成や、前倒しの達成がなされており、この面でも研究マネジメントの努力を多

としたい。 

○ 研究開発目標は、概ね戦略的な目標が設定されている。 

○ 研究開発計画は、概ね妥当と思われる。 

○ 研究開発実施の事業体制は、概ね妥当と思われる。 

○ 情勢変化への対応等は、概ね適切に実施しているが、一部そうでない物もある。 

○ 内外の技術動向を踏まえた戦略的な目標が設定されており、目標達成のための

研究開発計画ならびに実施体制は妥当と判断される。また、進捗状況を把握し

つつ、計画の見直しを、NEDO と実施者との間で適切に行っている。 

○ プロジェクトリーダーの下、幅広い種々の研究チームが研究を実施し、組織的

に進捗を管理し、積極的に成果を広く公表している。また弾力的に計画の見直

しを行っている。 

○ 研究開発目標は具体的な設定になっており、国際標準化や前倒し開発など情勢

変化への対応も十分行っている。 
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○ 各テーマに対して、可能な限り定量的な目標が設定されている点は評価できる。 

○ 絞り込んだ目標に対して国際的視点から明確な戦略が示され、具体的なデバイ

ス研究・システム化応用と数値目標を含めた妥当な目標が設定されている。サ

ブテーマ・個別テーマごとの分担関係と個別目標も明確で妥当であり、要素技

術開発とシステム応用の順序関係も適切と認められる。実施体制は各項目の基

盤となる経験を活用できる研究者グループから組織されていて申し分なく、十

分なリーダーシップを有するプロジェクトリーダーとサブリーダーのもとにデ

バイス研究からシステム開発までを統括できるマネジメント組織により綿密で

有機的な事業推進がなされている。殆ど全ての個別テーマにおいて、当初目標

と計画に従って極めて順調に開発研究が進められ、目標達成に向かって多大な

努力がなされている。各種ヒアリングにより情勢変化に機敏な対応が出来る体

制が整備され、成果早期活用への努力が続けられている。これまで予想外の困

難の出現は見られない。加速財源活用により前倒し目標達成も得られているこ

とも高く評価できる。安易で中途半端な計画見直しは見当たらない。 

○ 国民生活と産業のインフラストラクチャとしての IT 関連機器の消費電力量の

低減は公益性と技術の国際競争力確保の観点から重要な研究開発目標である。

研究開発の目標と計画の期限を区切って明確にしているので、少し窮屈ではあ

るが、ほぼ妥当なスケジュールと予算になっている。また、技術の進展に対応

して、適宜計画の見直し・強化策がとられていて、研究の進展や情勢変化に対

して、柔軟で効率的な研究開発が進められていると思われる。研究計画の中に、

基本となる光デバイスだけではなく、ルータなどのネットワーク上位レイヤの

国際標準化に対応する基礎的な研究も並行して行われており、将来の産業やサ

ービスの国際競争力確保の観点からも、望ましいと考えられる 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

● エッジルータ PJ および LAN-SAN PJ で、似たような（光）デバイス研究開

発が並行して進められている例がある。後半に向けて、統合できるものは統合・

集中して実行してはどうか。自己評価における、個別プロジェクトの評価（◎、

or ○など）は、個別プロジェクトの判断に任されているようで、本プロジェ

クト全体としての、自己評価基準の統一への議論が不足しているように思われ

る。 

● サブテーマ相互の整合性がやや不明確な点、要素技術成果のシステム応用への

活用関係がやや不明確な項目が少数ながら散見される。総合的な事業目標の観

点から整合性を高めて、目標の高度化と計画の綿密化に努め、成果統合を図っ

て頂きたい。 

● 達成度評価の説明時に、個々のテーマの達成度評価は、各テーマから上がって

きた自己申告をベースに記載しているとの説明があった。しかし、達成度評価

については、自己申告をベースに、客観的な視点から見直して提出すべきもの
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と思われる。 

● SHV の伝送方式について、内外の技術動向が適切に反映されていない点に問題

がある。 

● 個々の研究テーマの独立性が強く、全体としての研究戦略が見えない。全体の

研究開発戦略、特に将来の事業化への道のりの提示が不明確であるため、個々

のテーマの全体への寄与度、関与について、見えにくくなっている。 

● 特定の研究テーマに過度の予算が配分されており、かつ当該テーマについては、

世界動向を鑑みても極めて先進性のあるものとは言い難く問題である。 

● 160Gbit/s、 OTDM は、プロジェクト開始前の計画段階では、世界情勢を反映

していたものの、その後の世界における研究進展によって、現在では世界的に

も研究開発の主流ではなく問題である。 

● 「大容量エッジルータ」と「光ＬＡＮ・ＳＡＮシステム」を総合的に見ると、

オルタネート技術・デバイスと解釈される技術開発があるように見受けられる。

オルタネート技術の開発は、必要性とコストパフォーマンスをよく吟味し、第

3 者に十分理解されるようにしておく必要がある。 

● 伝送速度 160Gbps は、現在国際標準化では使用されない伝送速度なので、社

会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向を見極め、計画の大幅な改善が求め

られる。 

 

＜その他の意見＞ 

・ 後半では、前半で開発したデバイスを統合する場面が多くなると思われる。プ

ロジェクトマネジメントの力を発揮し、より良い成果に結実させる努力に期待

したい。 

・ 目標達成度を測定・判断するための指標については、目標ごとに期待される成

果をあらかじめ当事者間で公平性、透明性を担保しつつ意識合わせを行い、明

確にすることが望まれる（中間評価に係る公開資料中の達成度「◎、○」の判

断基準）。 

・ 光デバイスと出口であるネットワーク機器との関連の説明が少し弱いように思

われる。(例えば、何が問題でどのように改善されるかが説明不足。 
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３）研究開発成果について 

設定された中間目標は殆ど全ての個別テーマにおいて数値目標を含めて達

成、一部テーマでは前倒しで目標達成がなされており、高く評価できる。また、

世界初のデバイス実現やトップデータ達成も多数含まれている。さらに、国際

標準化に関する標準化寄与文書 11 件など、得られた研究開発の成果に基づく

国際標準化に向けた提案等の取組は適切に行われている。 
一方、中間目標達成度の判断基準や客観性が十分明確でない部分も見られ

る。プロジェクト全体としてある程度統一化された判断基準に基づいて達成度

評価が行われることが望ましい。設定した目標との比較だけでなく、引き続き

競合他技術とも比較して優位性を明確にし競争力を高める努力を続けて頂き

たい。また、成果の広範な公開と活用および体系化の観点から、より多くの学

術誌論文投稿等がなされるよう一層の努力を続けて頂きたい。 

 

＜肯定的意見＞ 

○ 大規模エッジルータも、超高速 LAN-SAN システムも、その中の個別デバイス

やソフト、システムの各項目について、当初設定した中間目標（あるいは中間

目標=最終目標）を達成、あるいは前倒しで達成しており、十分に成果が上がっ

ている、あるいは、今後の残り期間で最終目標に到達できるものと判断される。 

○ 本事業は、全体として目標を達成しているおり、世界初あるいは世界最高水準

の成果が数多く得られている。また、知的財産権等の取得、国際標準化に向け

た提案等の取組も適切に行われている。 

○ 全般的に目標を達成している。一部には、世界初の成果が得られ、国際標準化

活動も取り組まれており、良好な進捗状況である。 

○ 設定された中間目標は殆ど全ての個別テーマにおいて数値目標を含めて達成さ

れており、一部テーマでは前倒しで目標達成がなされている。世界初のデバイ

ス実現やトップデータ達成も多数含まれている。また非圧縮 SHV 映像信号

OTDM 転送成功など一般・専門家両方に対して印象深い成果を示せた意義は大

きい。全体的に非常に優れた成果が順調に得られたと高く評価できる。論文等

と会議発表を通じて成果公開普及の努力がなされていて概ね適切である。特許

取得にも妥当な努力がなされており、標準化文書による貢献も特筆すべき成果

である。一般への情報発信も妥当である。これらの成果は最終目標達成への基

盤を与え今後の課題と解決法を明らかにする知見の蓄積であり、最終目標を達

成できる可能性は非常に高いと期待される。 

○ 中間目標は全項目で達成済みかまたは年度内に達成見込みである。最終目標に

対しても、課題解決のアプローチは明確であり、技術的に大きな障害は無いも

のと考えられる。研究開発成果は、現時点では世界最高水準にあると考えられ

る 

○ 成果には概ね数値目標が設定されており、それぞれ目標を達成しているものが
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多く評価できる。 

○ 成果は目標値をクリアしており、全体としての目標達成はほぼ９０％である。

また、いくつかの世界初の成果でている。研究の進展に伴い、加速テーマも追

加され、ルータなどの国際標準化への支援が強化されている 

○ 成果の中には、大規模エッジルータ用高速省電力レーザや小型波長可変光源、

LAN/WAN 間大容量信号変換 LSI、超高速光 LAN-SAN システム用 1.3μm 帯

量子ドットレーザの室温連続発振、高効率半導体増幅器、SHV 映像信号

（24Gbit/s）の 3 チャネル多重転送動作(160Gbit/s)の確認などがある。これら

の成果は、近い将来における高速光ルータ領域や、臨場感の高い超広帯域映像

を含む市場の創造につながることが期待できる。成果は、世界初あるいは世界

最高水準である。 

○ 特許(出願を含む)33 件など知的財産権等の取扱は適切に行われており、成果大

である。国際標準化に関する標準化寄与文書 11 件など、得られた研究開発の成

果に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われている。 

○ 論文の発表は、論文等 16 件、国際／国内学会発表 159 件があり、研究内容を

踏まえ適切にかつ活発に行われている。また、一般に向けて、新聞発表 15 件、

主要展示会 6 件など、広く情報発信をしている 

○ 今回の中間評価までの実績を見れば、今後の最終目標を達成できる見込みが高

い。最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

と思われる。特に、大きな需要が予測される 10～40Gbit/s・LAN の早期国際

標準化に向けて、国際的な先導性が期待できる。 

○中間目標の達成度は、概ね、目標値をクリアしていると思われる。最終目標に向 

け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なものと考えられ、最終目

標を達成できると考えられる。 

○ 成果の一部は世界初あるいは世界最高水準と言える物もある。また、新たな技

術領域を開拓することが期待でき、汎用性がある物もある。さらに、投入され

た予算に見合った成果が得られている物もあり、他の競合技術と比較して優位

性がある物もある。 

○ 知的財産権等の取扱は、日本特許のみで、外国特許がゼロなので、今後積極的

に外国特許を取得する努力が必要であると思われる。また、ITU-T などの国際

標準化は、適切に行われていると思われる。 

○ 学術論文は少ないが、国際会議は適切に行われていると思われる。展示会など

で普及していると思われる。一般に向けて展示会などで広く情報発信をしてい

る。 

 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

● 研究開発を優先した結果、論文発表が多少物足らない項目がある。 
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● 自己評価ですべての個別プロジェクトに、◎あるいは○がつけられているのは、

一面、大変望ましいが、ヒアリング中に委員から指摘があったように、“ハイリ

スクで企業が手を出せない革新的な技術開発にこのプロジェクトは注力してい

る”という方針とは、現実はかい離していないか心配になる。“革新的”と言い

ながら、現実的なターゲット設定になっていなかったかどうか。 

● 研究開発が中心で、実用化の観点から見ると必ずしもそうでない物もあるが、

成果の一部は、市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できる物も

ある。 

● 市場の拡大、他の競合技術に対する優位性の点で、問題のあるテーマが、いく

つか見られる。 

● 論文の発表数が少なく、技術の世界に対するアピール度の点で問題がある。展

示会への出展については、基本的には展示料を支払えば、誰でも可能であるの

で、成果という位置付けで強調することには問題があると思われる。 

● 展示会出展の目的として、国際標準化のキーパースンにアピールすることも、

主目的の一つだという説明がなされたが、この目的のためといえども、展示会

が唯一無二の手段ではないはずである。費用対効果を考えると、１出展に５０

０万円もの巨費を税金から投入することには、大きな問題があると考える 

● 世界を先導する高いレベルの成果が得られている一方で、国際的に評価の高い

ジャーナルに掲載された論文が少ない。国際会議等で発表した成果（知的財産

権等の処理は終わっているはず）については、遅滞なく論文投稿することが望

まれる。 

● 中間目標達成度の判断基準や客観性が十分明確でない部分も見られる。設定し

た目標との比較だけでなく、競合他技術とも比較して優位性を明確にし競争力

を高める努力を続けて頂きたい。 

 

＜その他の意見＞ 

・ 予算がプロジェクト開始後、２年目から大きく増大している。補正予算などの

風が吹いたおかげもあるが、プロジェクト開始後、成果などがはっきりしない

段階で、このような大きな予算変化があった場合は、その予算をどのように配

布したかなどについて、外部にわかりやすく説明する責任があるのではないか。 

・ 世界最高水準とは言っても、競争相手からの情報入手の時間差を考慮する必要

がある。また、リードしている時間はさほど長くないと想定される。 

・ 一般に数値目標は技術レベルの指標として有用だが一面のみをとらえている場

合があることに注意する必要がある。設定数値目標の達成のみでなくバランス

のとれた技術完成の観点からも評価を行いたい。 
・ 成果の広範な公開と活用および体系化の観点から、より多くの学術誌論文や書

籍の出版がなされるよう一層の努力を続けて頂きたい。 
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４）実用化、事業化の見通しについて 

光デバイスに関しては、性能・消費電力目標の達成は明らかで、これから実

用化に向かう基盤ができたものと判断される。これらの成果をもとに今後実用

化に向けた具体的な研究開発の推進が望まれる。また、近い将来の実用化を目

指した項目については、標準化への盛り込みに成功しており、国際規格化等、

標準整備に向けた見通しが得られている。 
一方、テーマによって実用化までの困難さは異なると考えられ、今後の研究

開発成果に基づき、柔軟に研究開発計画の再検討が実用化の観点から行われる

ことを期待する。また、競合技術に対して、投入した費用に見合うだけの競争

力が発揮できるという視点での説明が更に必要である。 

 

＜肯定的意見＞ 

○ 光デバイスに関しては、性能・消費電力目標の達成は明らかで、これから実用

化に向かう基盤ができたものと判断される。 

○ 得られた要素技術とデバイス技術の成果の多くは本事業後期でのシステム応用

を前提とするものであり、産業技術として適用可能であることが明確である。

事業化については後期におけるシステム研究開発の進展に依存すると思われる

が、参画企業の能力と実績および中間成果の優秀さから、本事業終了までに事

業化と経済効果の見通しが得られる可能性は非常に高いと期待される。本事業

のデバイス技術や計測機器技術の開発成果は次世代ネットワークに限らず、広

範な情報技術および計測・センシングの分野等に波及効果が期待できる。本事

業実施自体が分野の研究開発を活性化し人材育成促進に貢献していることは言

を待たない。 

○ 大規模エッジルータなどのイントラシステムネットワーク用光インタフェース

(大容量 100Gbit/s)回路および関連する超高速モニタなどの適用可能性の明確

化ができている。また、超高速 LAN－SAN システムの基本となる半導体光増

幅器や集積化光スイッチ、波長変換器などを含む光インタフェースカード

（160Gbit/s 信号の多重分離）の研究も進み、素子評価などが進められている。

実用化に向けて課題が明確になっている。 
○ インターネット内の情報通信量の推計によれば、2006 年 0.6 Tbps から、2025

年 121 Tbp（19 年で 190 倍に増加）が予測されている。光通信システムやネ

ットワークの大容量化とコストダウン、低エネルギー消費電力技術の開発が必

要とされており、需要に即応できる技術の開発と製品化が期待されている。

LAN スイッチやルータは世界的規模で市場があり、また国際標準化の重要性も

指摘されていることから、早期に実用化が望まれる。競合技術との比較、導入

普及、事業化までの期間、事業化とそれに伴う経済効果等の見通しは、本研究

開発により具体的に議論できる状況になっている。 

○ 通信ネットワーク用デバイス技術開発の研究成果は 10～40Gbps の超高速
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LAN スイッチやルータ関連分野の市場開拓に向けた技術的・経済的・社会的波

及効果は大きいと思われる。世界的な経済危機で民間における研究開発力の集

中や総合力の低下が見られる昨今、本プロジェクトの実施自体が当該分野の研

究開発や人材育成等を促進するなどの波及効果を生じていると思われる。特に、

超高速新光デバイスの開発、標準化活動と連携したシステム実験などは、技術

レベル全体の底上げと新市場の開拓に効果的に役立てることができる。 

○ 大規模エッジルータシステム化技術、超高速 LAN-SAN システム化技術に係る

個別テーマは、いずれも実用化、事業化の可能性が大きく、成果の関連分野へ

の波及効果も期待できる。 

○ 全体的には、実用化へ向けた課題を明確にしており、一部に関しては、先行し

て実用化を目指す課題もあり、さらには国際標準化の活動が活発に行われてお

り、良好な進捗である。 

○ 産業技術としての見極めは、できていると思われる。また、ITU-T などで、国

際規格化等、標準整備に向けた見通しが得られている。 

○ 事業化までのシナリオについては、経済効果等の見通しが立っているかについ

ては判断できない。 

○ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できると思わ

れる。当該分野の研究開発や人材育成等を促進するなどの波及効果を生じてい

るかは判断できない。 

○ 近い将来の実用化を目指した項目については、標準化への盛り込みに成功して

おり、事業化の見通しも持っている。産業界が厳しい状況の中で、本プロジェ

クトの実施が研究開発や人材育成を促進している。 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

● （これからだとは思うが）実用化に向けた具体的な研究開発（信頼性、再現性

など）の結果がまだほとんど見えない。 

● 積極的に早期に事業化を計画している項目が無い。本プロジェクトはハイエン

ド技術の開発であるものの、普及品への技術波及も考えて欲しい。 

● 事業化までのシナリオが見えにくい。特に、競合技術に対して、投入した費用

に見合うだけの競争力が発揮できるという視点での説明がほとんど無いことは、

大きな問題である。 

● 研究成果の目標達成に追われて、実用化に向けて課題や課題解決の方針が明確

になっていない感じがするので、実用化の観点から研究開発計画を改善する必

要がある。 

 

＜その他の意見＞ 

・ 本事業が当該分野の研究開発を促進するものであることは十分理解できるが、

人材育成の促進という観点については、中間評価の公開資料には記載がなく、
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本事業に対して人材育成の促進が求められているとすれば、検討を要する。 

・ 課題によって、実用化までの困難さは異なると思われる。今後の研究開発成果

に基づき、柔軟に研究計画の再検討が行われることを期待する。 
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２．個別テーマに関する評価結果 

２．１ 大規模エッジルータシステム関連技術 

成果に関する評価 実用化、事業化の見通しに関する評価 今後に対する提言 

全体として目標を達成しており、関連分野への波及効果が期待できる世界初

あるいは世界最高水準の成果が数多く得られており、高く評価される。特に、

超高速光送信ドライバに関連して開発を行っている高信頼制御方式は、実ネッ

トワークの信頼性向上への寄与の視点から高く評価できる。さらに、SFQ ベー

ス・リアルタイムオシロ技術開発については、世界をリードする技術である。

また、知的財産権等の取得、国際標準化に向けた提案等の取組も適切に行われ

ている。 
一方、設定目標と実績の比較だけでなく、引き続き競合他技術との比較を行

って客観的評価を行い、競争力を高めると共に本事業目的への統合の観点から

さらなる高性能化を続けることが望まれる。また、スケーラブル・ルータアー

キテクチャの研究開発に、予算のかなりの割合が投入されており、市販されて

いる技術に対して、どの程度優位性があるか、投下された費用の妥当性を検証

されたい。さらに、成果のレベルが高いと判断されるにもかかわらず、国際会

議での発表は多いものの、学術論文発表が少ない。国家プロジェクトとして成

果の普及・実用化等へ向け、情報を発信する責任があるので、特許出願等で必

要な権利確保をしたうえで、論文発表等をより積極的に行う必要がある。 
 

＜肯定的意見＞ 

○ 半導体レーザやフォトダイオード、駆動や多重分離用の集積デバイスなど、個

別のデバイステーマの目標達成は明らかなものが多い。25Gb/s とか、10mW/ch
以下などの目標も決してやさしいものではないので、これらの（中間）目標達

成は高く評価される。実用化へ向けての基盤はこれまででできたと思われる。

ただし、実用化へ向けては、ここからが、費用も工数も桁違いに大きくかかる

段階に入る。プロジェクトとしてのマネジメントが注目される。 

○ 多くの省電力高性能要素デバイス技術および特色ある計測・モニタ技術に関し、

学術的に高度な成果や新デバイス創製やトップデータ達成を含む優れた成果が

多数得られ、国際標準化に向けての成果もあり、全ての個別サブテーマについ

て中間目標を完全達成またはほぼ達成できたことは高く評価でき喜ばしい。成

果の多くは関連分野への波及効果も期待でき、分野の活性化と人材育成にも貢

献している 

○ 中間目標は達成しており、一部の項目は前倒しで最終目標を達成している。国

際標準化・特許・論文・国際会議発表なども行っている。事業化の見通しも、

開発したデバイスやモジュール単体でのビジネスとプログラムに参加するルー

ターベンダーの製品への組み込みの双方を検討している。 



 1-19

○ 8 項目の個別テーマの成果(10 点／項目)はすべて○または◎であり、目標値をク

リアしている。全体としての中間目標達成度は、個別テーマの評価点の満点を

10 点として、平均 8 点以上を合格とすれば、平均 88 点で合格である。（但し、

○(8 点／項目) または◎(10 点／項目)とした) 
○ 次世代 10 Tbps 級の低消費電力エッジルータ実現に必要な要素技術、およびそ

の基盤となるネットワークデバイスの開発を進め、省電力・高性能光 I/O(イン

タフェースデバイス：NIC)、超高速 LD、小型・集積化技術、超伝導回路など

の技術開発を行っている。超高速の市場の拡大或いは市場の創造につながるこ

とが期待できる。また、成果の発表も下記のように国際会議や論文など、世界

最高水準と考えられる。新技術を多く含んでおり、100GbE とのトランスペア

レントな変換を可能とする試作基盤技術評価の結果を得たので、多種多様な次

世代ネットワーク機器への応用が可能であると思われる。 
○ 特許(出願を含む)17 件など知的財産権等の取扱は適切に行われており、成果が

大きい。国際標準化に関する標準化寄与文書 10 件など、得られた研究開発の成

果に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われている。 

○ 論文の発表は、論文等９件、国際／国内学会発表 93 件があり、研究内容を踏ま

え適切にかつ活発に行われている。また、一般に向けて、新聞発表 10 件、主要

展示会 6 件など、広く情報発信をしている 
○ 最終目標に向け、基本デバイスの試作が行われ、システム実証実験などを行い、

課題とその解決の道筋の明確化が進められている。最終目標を達成できる見込

みである。 
○ 10Tbps 級超高速化に向けた基本デバイスの開発、システム実現性の評価実験

などのプロセスと標準化活動への取組、新技術による事業化までのシナリオが

明確にされており、IT 技術応用による大きな波及効果（技術的・経済的・社会

的）を期待できる。また、不況下における研究開発や人材育成等を促進できる。 

○ 一部には、世界トップレベルの成果を得ており、実用化の道筋がかなり明らか

なものもある。さらに、国際標準化活動の成果も現われてきつつあり、全般的

に良好に実施されている。 

○ 大規模エッジルータシステム関連技術については、全体として目標を達成して

おり、関連分野への波及効果が期待できる世界初あるいは世界最高水準の成果

が数多く得られている。また、知的財産権等の取得、国際標準化に向けた提案

等の取組も適切に行われている。 

○ 成果は目標値をクリアしている。全体としての目標達成は 80％くらいである。 

○ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待でき、約 60％が世界

初あるいは世界最高水準である。また、新たな技術領域を開拓することが期待

でき、汎用性があり、他の競合技術と比較して優位性がある。投入された予算

に見合った成果が得られている。成果は、 

○ 知的財産権等の取扱は事業戦略、または実用化計画に沿って国内には適切に行
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われているが、国外には少ないように考えられる。国際標準化に関する事項は、

得られた研究開発の成果に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行

われている。 

○ 論文の発表は、国際/国内学会は多いが、学術論文誌が少ない。成果の受取手に

対して、新聞発表や展示会などで適切に成果を普及している。また、一般に向

けて新聞発表や展示会などで広く情報発信をしている。 

○ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なものであ

り、最終目標を達成できる見込みである。 

○ 産業技術としての見極めは、概ねできており、実用化に向けて課題及び課題解

決の方針は概ね明確になっている。国際標準の規格化等、標準整備に向けた見

通しは概ね得られている。また、成果は関連分野への波及効果を期待でき、 

○ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進するなどの

波及効果を生じている。 

○ 超高速光送信ドライバの開発で開発を行っている高信頼制御方式は、実ネット

ワークの信頼性向上への寄与の視点から高く評価できる。コストの上昇が懸念

点であるので、この点の改善を念頭に開発を続けて頂きたい。 

○ SFQ ベース・リアルタイムオシロ技術開発については、世界をリードする技術

であり、積極的に研究を進めて頂きたい。本テーマこそ、ルータのコアへの応

用を目指すべきである。本テーマ設定時の議論で本質的な目的から外れたテー

マとされた点については、極めて遺憾である。このようなテーマにこそ、国が

リスクをとって研究開発を進めるべきである。 

 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

● 成果のレベルが高い割には、論文発表が少ない。論文と国際学会発表の比率が

違いすぎる。特許出願等で必要な権利確保をしたうえで、論文発表等で、情報

を発信する責任があるように思う。この点は、今後要改善と思われる。特に、

ヒアリングでは、論文発表は、超伝導関係に集中していたようだ。他の個別テ

ーマの今後の努力に期待したい。NEDO-PJ と、文科省関連の PJ とは性格が

異なる面があるのは当然だが、このような潤沢な予算を使っている割には、外

部への情報発信が不十分ではないかと思われる。 

● 世界を先導する高いレベルの成果が得られている一方で、国際的に評価の高い

ジャーナルに掲載された論文が少ない。国際会議等で発表した成果（知的財産

権等の処理は終わっているはず）については、遅滞なく論文投稿することが望

まれる。また、国際特許が少ないように見受けられる。 

● 論文発表は一部の項目に偏っており、努力を要する項目がある。国内の競争力

が弱い領域である。米国のトップメーカーと新興国のメーカに挟撃されている

状況で、競争に勝ち抜く見通しを得られるまでにはいたっていない。 



 1-21

● 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登録、

品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に沿って国

内には、適切に行われているが、国外には少ないように思われるので、改善が

望まれる。また、論文の発表は、国際/国内学会は多いが、学術論文誌が少ない

ので、改善が望まれる。 

● コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業化までの期間、事業化とそ

れに伴う経済効果等の見通しは、少し弱い気がするので、改善が望まれる。 

● スケーラブル・ルータアーキテクチャの開発において、開発を進めているモニ

タ技術についてであるが、ネットワーク監視に用いるためのモニタ装置は、方

式は違うものの既に市販されている。研究開発している技術が、市販されてい

る技術に対して、どの程度優位性があるかについて、実施者は明確に説明すべ

きである。特に、ネットワークオペレータに対する際立った効果について、詳

細に説明されるべきである。また、巨額な投資をしてでも、本技術に国が関与

すべきであるという点について、説明を御願いしたい。また本テーマに対して

投下された費用の妥当性を検証されたい。 

● LAN/WAN 間大容量信号変換技術の開発については、OTN の標準化を目指し

ているのはわかるが、研究担当が国内キャリアであり、標準化達成により、ど

こが何を事業化して利益を上げるのかについて見えない。収益化の構造と収益

見込みの定量化について提示することが必要である。その際、標準化された技

術により、国内の特定のベンダーのみに利益が還流されることが無いかどうか

の検証も必要である。この点は日本寄書として標準化を行っている点からして、

極めて重要である。 

● 設定目標と実績の比較だけでなく、競合他技術との比較を行って客観的評価を

行い、競争力を高めると共に本事業目的への統合の観点からさらなる高性能化

を続けることが望まれる。要素デバイス開発グループ（一部を除く）からの学

術誌論文が少ないので、より積極的な論文発表が望まれる。 

 

＜今後に対する提言＞ 
・ 大規模エッジルータシステム関連技術として開発される個別のデバイス機器か

らエッジルータとしてシステム化するまでの道筋が必ずしも明確ではなく、本

プロジェクトによる成果のみを基盤として大規模エッジルータが実現できる

のか、あるいは既存技術を併用することになるのか、もう少しわかりやすい説

明が望まれる。 

・ 最終報告においては、各要素技術の研究開発および国際標準化活動が、国際競

争力強化への貢献につながることが理解できるような成果の提示に心がけら

れることを期待する。 

・ 新開発デバイスのトラヒックモニタへの応用や SFQ オシロの要素デバイス開

発への応用など、超高速デバイス技術開発と計測・モニタ技術開発の間の連携
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を高めることが望まれる。情報セキュリティへのデバイス技術面からの貢献に

ついても一層の配慮と努力を注いで頂きたい 

・ 巨額な投資の妥当性の検証を行い、問題がある場合には、スケーラブル・ルー

タアーキテクチャの開発は中止すべきである。また、既に投入された資金の妥

当性についても、再検証すべきである。 

・ 超伝導関連テーマについては、我が国が優位性を持つ技術であるので、予算を

拡大することを検討しても良いと思われる。但し、その際には、適用分野を精

査し、現在の延長に陥らないように留意すべきである。 

・ 本プログラムではルータの一部の技術のみを対象としている。本プログラムの

最終的な成否（事業としての成功）に影響を与える、ルータシステムのコア技

術の開発に注力して欲しい。 

・ ジョセフソン交流電圧標準デバイスは、実用化まで３年かかるようだが、世界

初の高度の技術なので、その波及効果に期待する。 

 
＜その他の意見＞ 
・  スケーラブル・ルータアーキテクチャの研究開発に、予算のかなりの割合が投

入されている。これらが健全な比率、健全な額かどうかについて、どこかで説

明されることが望ましい。また、この個別テーマは、民間企業１社のみが担当

している。成果の普及、活用に、今後の工夫を望みたい。 

・ 大規模エッジルータシステム関連技術に係る研究開発項目ごとの予算の合理性

について、いま少し詳細な説明が望まれる。 

・ トラヒックモニタの機能や新規性を専門外の人にも分かりやすい形で説明して

欲しかった。 
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２．２ 超高速光 LAN-SAN システム関連技術 

成果に関する評価 実用化、事業化の見通しに関する評価 今後に対する提言 

全体として目標を達成している。日本発のスーパーハイビジョンをアプリケ

ーションとして選定したことは、将来の市場における日本の地位を確立するた

めにも、賢明な選択であるといえる。また、成果の多くは関連分野への波及効

果が期待でき、分野の活性化と人材育成にも貢献している。 
一方、160Gb/s の光ネットワークインターフェイスカード（NIC）に関して、

個々の要素技術は進展しているが、それらが、ハイブリッド集積で NIC として

まとまっていく技術とうまくつながっているかやや危惧される。また、LAN 用

途に限定したとしても、伝送方式として 160Gbit/s、 OTDM の伝送速度は、

今後国際標準化される見通しがないので、プロジェクトの中での位置づけの再

検討などを含め、今後計画の見直しが望まれる。 
知的財産権等の取扱は事業戦略、または実用化計画に沿って国内には適切に

行われているが、国外特許は少ないので今後、国外特許への展開が望まれる。

また、現段階では、まだ基礎研究的な色彩が強い課題もあるが、先端的な成果

も得られており、今後の進捗に期待する。実用化および国際競争力強化に向け

て、更なる研究開発が行われることを期待する。例えば、波長資源有効活用と

コアネットワークへの高機能リンクの観点から、波長帯の統合や最適化および

DWDM 活用に向けてチャレンジングな課題にも取り組んで頂きたい。成果に

ついては、目標達成の観点のみならず、競合技術との相対的優位性についても

常に留意されることが望まれる。 

 

＜肯定的意見＞ 

○ 個別の半導体レーザ、駆動回路、半導体光増幅器などの目標は達成されている。

また、SHV 信号の OTDM 転送も優れた成果と思われる。 
○ 一部には、世界初となる成果が得られ、全般的に良好に実施されている。実用

化に関しても一部には、製品化の検討も予定され、データセンターへの展開も

検討予定であり、意欲的である。 

○ 多くの超高速要素デバイス技術および具体的な将来応用のためのシステム化技

術に関し、学術的に高度な成果やトップデータ達成、システム応用可能性実証

を含む優れた成果が多数得られ、全ての個別サブテーマについて中間目標を完

全達成またはほぼ達成できたことは高く評価でき喜ばしい。成果の多くは関連

分野への波及効果が期待でき、分野の活性化と人材育成にも貢献している。 

○ 中間目標は概ね達成済みで、年度内に達成できる見通しが得られている。SHV
信号の 160Gbps 転送にも成功している。 

○ ７項目の個別テーマの成果(10 点／項目)はすべて○または◎であり、目標値を

クリアしている。全体としての中間目標達成度は、個別テーマの評価点の満点
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を 10 点として、平均 8 点以上を合格とすれば、平均 9.1 点で合格である。（但

し、○(8 点／項目) または◎(10 点／項目)とした) 
○ 集積型 160Gbps 光時分割多重ネットワークインターフェースカード

（OTDM-NIC）技術を確立し、超高速光 LAN－SAN システムを想定した実証

を進めている。そのために、まず基礎となる伝送技術を構築し、映像転送技術

を確立し、産業技術競争の最先端にある 40～100 ギガイーサネットの約６０％

の省電力効果の実証と、48Gbps スーパーハイビジョン（SHV）コンテンツ向

けの動作検証を行った意義は高い。これらの成果を基に、今後この集積デバイ

スの性能向上をはかり超高速 72GbpsSHV の動作検証を行っていく計画である。 
○ 特許(出願を含む)16 件など知的財産権等の取扱は適切に行われており、大きな

成果と考えられる。国際標準化に関する標準化寄与文書１件など、得られた研

究開発の成果に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が行われている。 
○ 論文の発表は、論文等７件、国際／国内学会発表 63 件があり、研究内容を踏ま

え適切にかつ活発に行われている。一般に向けて、新聞発表８件、主要展示会

４件など、情報発信をしている。 
○ LAN－SAN における 160Gbps 超の光信号(OTDM)伝送系およびスーパーハイ

ビジョン（SHV）配信などの技術開発、それを支える基盤技術の開発（超高速

集積化多重･分離インタフェース、全光スイッチ、波長変換、高効率光増幅器な

ど）明確にされている。IT 技術応用による技術的・経済的・社会的波及効果も

期待される。また、不況下における研究開発や人材育成等を促進できる 

○ 成果は目標値をクリアしている。全体としての目標達成は 80％くらいである。 

○ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待でき、約 60％が世界

初あるいは世界最高水準である。また、新たな技術領域を開拓することが期待

でき、汎用性があり、他の競合技術と比較して優位性がある。投入された予算

に見合った成果が得られている。成果は、他の競合技術と比較して優位性があ

る。 

○ 知的財産権等の取扱は事業戦略、または実用化計画に沿って国内には適切に行

われているが、国外特許は少ない。また、国際標準化に関する事項は、得られ

た研究開発の成果に基づく国際標準化に向けた提案等の取組は少ない。 

○ 論文の発表は、国際/国内学会は多いが、学術論文誌が少ない。成果の受取手に

対して、新聞発表や展示会などで適切に成果を普及している。また、一般に向

けて新聞発表や展示会などで広く情報発信をしている。 

○ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なものであ

り、最終目標を達成できる見込みである。 

○ 産業技術としての見極めは、概ねできており、実用化に向けて課題及び課題解

決の方針は概ね明確になっている。国際標準の規格化等、標準整備に向けた見

通しは概ね得られている。また、成果は関連分野への波及効果を期待でき、プ

ロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進するなどの波
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及効果を生じている。 

○ 超高速 LAN-SAN システム関連技術については、全体として目標を達成してお

り、関連分野への波及効果が期待できる世界初あるいは世界最高水準の成果が

数多く得られている。特に、SHV 配信 LAN-SAN システムは本事業による具

体のシステム化事例として期待される。また、知的財産権等の取得も適切に行

われている。 

○ 日本発のスーパーハイビジョンをアプリケーションとして選定したことは、将

来の市場における日本の地位を確立するためにも、賢明な選択であるといえる。 

 

＜問題点・改善すべき点＞ 

● 160Gb/s の光ネットワークインターフェイスカードに関して、個々の要素技術

は進展しているが、それらが、ハイブリッド集積で NIC としてまとまっていく

技術とうまくつながっているかやや危惧される。 

● 競合他技術との比較を行って客観的評価を行い、競争力を高めると共に本事業

目的への統合の観点からさらなる高性能化を続けることが望まれる。一部のグ

ループを除いて、学術誌論文が少ないので、より積極的な論文発表が望まれる。 

● 比較的長期的な全光ネットワークを対象とした項目と、近い将来の実用化を念

頭においた項目が混在している。特に長期的な項目は、論文発表などの成果の

公表を充実させる必要がある。 

● 世界を先導する高いレベルの成果が得られている一方で、国際的に評価の高い

ジャーナルに掲載された論文が少ない。国際会議等で発表した成果（知的財産

権等の処理は終わっているはず）については、遅滞なく論文投稿することが望

まれる。また、国際特許が少ないように見受けられる。 

● LAN 用途に限定したとしても、伝送方式として 160Gbit/s、 OTDM を選択し

ている点は、国際動向から逸脱しており問題である。プロジェクトを継続する

前提として、伝送方式に対する抜本的な見直しが必須である。  
● 10G、 40G 間の MUX/DEMUX 技術は、既に他社から市販されているもので

あり、よほどの優位性がある技術を開発するのではない限り、国家プロジェク

トには馴染まない。中間評価分科会時には、CMOS 技術の採用による省エネ化

について言及されたが、既存技術に対しての改善度が小さく、この程度の効果

に対して、多額の国税が当てられているのは問題である。至急、本テーマの継

続妥当性、及びこれまでに投入された資金の支出妥当性についても検証すべき

である。 
● 知的財産権等の取扱は事業戦略、または実用化計画に沿って国内には、適切に

行われているが、国外特許は少ないので改善が望まれる。また、論文の発表は、

国際/国内学会は多いが、学術論文誌が少ないので改善が望まれる。 

● コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業化までの期間、事業化とそ

れに伴う経済効果等の見通しは、少し弱い気がするので改善が望まれる。 
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● 国際標準化に関する事項は、得られた研究開発の成果に基づく国際標準化に向

けた提案等の取組は少ないので改善が望まれる。また、国際標準の規格化等、

標準整備に向けた見通しは少ないので改善が望まれる。 

 
＜今後に対する提言＞ 
・ 超高速 LAN-SAN システム関連技術開発の成果については、標準化寄与文書

が現状では 1 件であり、国際標準化をあまり意識していないように見受けられ

るが、その理由を明確にすることが望まれる。 

・ 現段階では、まだ基礎研究的な色彩が強い課題もあるが、先端的な成果も得ら

れており、今後の進捗に期待する。実用化および国際競争力強化に向けて、更

なる研究開発が行われることを期待する。 

・ 波長資源有効活用とコアネットワークへの高機能リンクの観点から、波長帯の

統合や最適化およびDWDM活用に向けてチャレンジングな課題にも取り組ん

でいただきたい。また情報セキュリティへのデバイス技術面からの貢献につい

ても一層の配慮と努力を注いで頂きたい。 

・ また近い将来の実用化を目指す項目は、大容量エッジルータとの連携を図る必

要性を検討されたい。 

・ 160GbpsOTDM の伝送速度は、今後国際標準化される見通しがないので、その

計画を中止するか、今後計画を見直す必要がある。 

・ 伝送方式に世界動向を反映させ、より市場性のある方向へ導くべきである。 

 
＜その他の意見＞ 
・ 超高速 LAN-SAN システム関連技術に係る研究開発項目ごとの予算の合理性

について、いま少し詳細な説明が望まれる。 
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３．評点結果 

３．１ プロジェクト全体 

平均値

1.9

2.6

2.6

2.3

0.0 1.0 2.0 3.0

４．実用化、事業化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 
評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.6  A A A A C A A B

２．研究開発マネジメントについて 2.3  A B A B D A A B

３．研究開発成果について 2.6  A A B A C A A A

４．実用化、事業化の見通しについて 1.9  B B B B C B B B
（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 
〈判定基準〉 

 

３．２ 個別テーマ 

 

(1)事業の位置付け・必要性について (3)研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

(2)研究開発マネジメントについて (4)実用化、事業化の見通しについて 
・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・非常に明確         →A
・明確            →B
・概ね明確          →C
・見通しが不明        →D
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３．２．１ 大規模エッジルータシステム関連技術 

2.1

2.5

1.0 2.0 3.0

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

平均値

 
３．２．２ 超高速光 LAN-SAN システム関連技術 

1.8

2.5

0.0 1.0 2.0 3.0

2.実用化、事業化の見通し

1.研究開発成果

平均値
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

３．２．１ 大規模エッジルータシステム関連技術 
 １．研究開発成果について 2.5 A A B A B C A A
 ２．実用化、事業化の見通しについて 2.1 B B A B B C B A
３．２．２ 超高速光 LAN-SAN システム関連技術 
 １．研究開発成果について 2.5 A A B A B C A A
 ２．実用化、事業化の見通しについて 1.8 B C B B C C B A

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 

 

 

〈判定基準〉  
１．研究開発成果について ２．実用化、事業化の見通しについて

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D



 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象プロジェクト 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 

 
 



                        

 
 
 
 
 

「次世代高効率ネットワークデバイス技術開発」 

 

 

事業原簿 
２００９．１１．１２ 

 
（公開版） 

 
担当部室 

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

電子・情報技術開発部 

 

 
 
 
 
 

 

事業原簿 公開版 



事業原簿 公開版 

 

 

－目次－ 
 
 
概要 

プログラム・プロジェクト基本計画 

プロジェクト用語集 

 

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 

1.NEDO の関与の必要性・制度への適合性     ・・・・・・・・・・・・１ 

1.1 NEDO が関与することの意義        ・・・・・・・・・・・・１ 

1.2 実施の効果（費用対効果）         ・・・・・・・・・・・８ 

2.事業の背景・目的・位置づけ           ・・・・・・・・・・１２  

 2.1 事業の背景                ･・・・・・・・・・１２ 

 2.2 事業の目的                ･・・・・・・・・・１４ 

 2.3 事業の位置づけ              ･・・・・・・・・・１４ 

 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

1.事業の目標                                     ・・・・・・・・・・１７ 

2.事業の計画内容 

2.1 研究開発の内容              ・・・・・・・・・・１９ 

2.2 研究開発の実施内容            ・・・・・・・・・・２６ 

2.3 研究の運営管理              ・・・・・・・・・・３２ 

3.情勢変化への対応                ・・・・・・・・・・３３ 

4.評価に関する事項                ・・・・・・・・・・３５ 

 

Ⅲ．研究開発成果と実用化、事業化の見通しについて 

1.事業全体の成果について             ・・・・・・・・・・３６ 

２．研究開発項目ごとの成果と実用化、事業化の見通しについて・・・・４１ 

 2.1 大規模エッジルータ              ・・・・・・・・・・４１ 

2.2 超高速ＬＡＮ-ＳＡＮシステム        ・・・・・・・・・・４１ 



概要－1 
事業原簿 公開版 

概要 

作成日 平成21年11月2日 

プログラム（又は施策）

名 
ITイノベーションプログラム・エネルギーイノベーションプログラム  

プロジェクト名 
次世代高効率ネットワー

クデバイス技術開発 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ番号 P07012 

担当推進部/担当者 新エネルギー・産業技術総合技術開発機構 電子・情報技術開発部  

０．事業の概要 

 ネットワークで伝送されるデータ量の爆発的増加に伴い、関連機器の消費電力が増大し、

ネットワーク全体の消費電力量の抑制が喫緊の課題である。ルータ・スイッチの１チャネル

あたりの速度向上によるデータ処理容量の増大を可能にする低消費電力型のネットワークデ

バイス共通基盤技術の研究開発を通じて、機器の消費エネルギーを低減する。さらにシステ

ム化技術およびトラヒック制御技術を並行して開発する。具体的には、光ネットワークデバ

イスの省電力化、100Gbps超の通信速度向上、40Gbps超の速度に対応できるトラヒック計測・

分析・管理技術、超電導技術のネットワーク適用などの開発を行う。 

Ⅰ．事業の位置付け・必

要性について 

情報通信量の加速度的増加に対応できる次世代ネットワークデバイスの開発による省電力化

と標準化を含めた戦略的な開発による日本の通信デバイスの競争優位の維持拡大 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

 

事業の目標 

基盤技術である個別デバイスおよびそれらを集積化したモジュールにおける省電力化を促

進し、システム全体が省エネルギー化できることを目標とする。 

具体的には、H23年度までに10Tbps超級のエッジルータを実現できる光デバイス基盤技術

とその周辺技術開発を行う。（装置内イントラネットワークを90％低消費電力化、スイッチ

構成の20％低消費電力化に相当）。またSFQ回路技術の活用を進める。 

さらに超高速スイッチング等の光・電子デバイスの機能、特性の向上及び集積化を図り、

LAN-SANにおいて160Gbps伝送を可能とする、低消費電力素子・ネットワークの実証を目指

す（60％以上の低消費電力化）。 

この中で1チャネルあたり40Gbps超の光信号を扱う実用的高速インターフェース技術や

集積化技術の確立、ネットワークトラヒックにおける多数フロー情報の同時分析、高効率ス

クリーニング技術の確立を目指す。 

事業の計画内容 

主な実施事項 H19FY H20FY H21FY H22FY H23FY  

①共通基盤技術の開発      

（1）省電力・高性能I/O      

（2）超高速LD      

（3）小型・集積化      

（4）超電導回路      

②ｼｽﾃﾑ化技術の開発      

（1）大規模ｴｯｼﾞﾙｰﾀ      

（2）超高速LAN-SAN      

 

開発予算 

（会計・勘定別に事

業費の実績額を記

載） 

（単位：百万円） 

会計・勘定 H19FY H20FY H21FY H22FY H23FY 総額 

一般会計 - - - - - - 

特別会計（高度化） 1,093 

(実績)

1,416

(実績)

1,834

(予定)
   

総予算額 1,093 1,416
1,834

(予定)
   

開発体制 

経産省担当原課 商務情報政策局 情報通信機器課 

プロジェクトリーダー 東京大学 教授 浅見 徹 

委託先（＊委託先が管理

法人の場合は参加企業

数も記載） 

アラクサラネットワークス、光産業技術振興協会（参加企業5社）、

国際超電導産業技術研究センター,産業技術総合研究所、日本放

送協会、ほか 



情勢変化への対応 

IEEE802.3baにおいて100GbEの標準化日程がフィックスされ、暫定ドラフトリリースまでに、

本プロジェクトで開発を進める25Gbps×4チャネルの光送受信回路モジュールを実機実証し

て標準規格獲得を目指す。また40GbE シリアル標準化に向けて技術開発によって標準化の支

援をする。 

Ⅲ．研究開発成果につ

いて 

平成２１年度に中間目標を達成見込み。以下に研究開発項目ごとの成果をまとめる。 

研究開発項目①「次世代高効率ネットワークデバイス共通基盤技術の開発」 

(1)省電力・高性能インターフェース（I/O）開発 

(ア)多重回路は 40Gbps動作、消費電力1.8Wを一次試作で実現。世界有数のICの学会であ

るISSCC2009、VLSI symposia 2009 で成果発表。分離回路部は試作中。 (平成21 年度

中に分離回路実現予定) 

(イ)超高速光受信アナログ・フロントエンド（FE）は 65nm CMOS 3 段シリーズポストアン

プ回路方式の高速受信回路を開発し、25Gbps 高速動作、2.8mW/Gbps の受信フロントエ

ンドを実現。さらに4チャネル集積モジュールを実現。（中間目標達成） 

(ウ)LAN/WAN間大容量信号変換は、トランスポンダOTN基本部の消費電力10W以下を確認。

（中間目標達成）。SFI-5.2高速インターフェース測定器を世界へ先駆けて開発。40G 新規

OTNビットレート、多重化方式についてITU-T G.sup43として文書化に成功。 

（2)超高速LDの技術開発 

 (ア) AlGaInAs系単一モードレーザでは、回折格子を有する短活性領域の両側に分布反射

鏡を集積した構造を開発し、波長1.3μm帯および1.55μm帯 において、駆動電流50mA

での室温 40Gbps 直接変調動作を実現した。（中間目標達成）。量子ドットレーザでは、

量子ドットの高密度化によって利得を増大し、波長 1.3μm 帯量子ドットレーザで世界

初の室温20Gbps直接変調を実現した。 

(イ)超高速面出射型レーザは、短共振器型の面出射レーザを試作し、世界初の25Gbps動作

を達成。従来比1/2以下の低消費電力動作を実証。（中間目標達成） 

(3)小型・集積化技術開発 

(ア) 受信フロントエンド用反射構造フォトダイオード(PD)を試作し、受光感度0.8A/W, 帯

域 35GHz を実証。さらに、電気アンプ(TIA)と接続し25Gbps 動作を確認。（中間目標達

成） 

(イ) シリコン光回路を外部共振器に用いた小型省電力波長可変光源を世界で初めて試作

し、消費電力26mW/ringを達成。また、C-band/L-bandをフルカバーする100nmの波長

可変動作を実証（中間目標達成）。 

(ウ) ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ集積全光ｽｲｯﾁ及びOTDM-NIC は、サブバンド間遷移素子で目標達成に十分な

性能を達成した。また、ハイブリッド集積のためのシリコン導波光回路の設計、導波路

作成技術を確立した。 (平成20年度中に中間目標達成見込み) 

(エ) 高効率半導体増幅器は、 LAN-SAN の OTDM-NIC 集積用に半導体増幅器の 50℃以上、

40Gbpsの高温動作を実証し、中間目標をクリアした。（中間目標達成） 

(オ) 入力ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾚﾝｼﾞ拡大波長変換器は、43GbpsNRZ信号による波長変換動作を達成した。

信号入力部にSOA を配置することにより、消光比12dB 以上の規格の下、入力ダイナミ

ックレンジ14dBを達成した。（中間目標達成） 

(4)超電導回路開発 

(ア) SFQベース・リアルタイムオシロ実現に向け、25Gbps光信号波形観測に十分な40Gbps

光入力SFQ回路動作を実現。新方式4ビット超電導ADCを作製、周波数34GHz動作を確

認。（中間目標達成） 

 

研究開発項目②「次世代高効率ネットワーク・システム化技術の開発」 

(1) 大規模エッジルータシステム化技術開発 

(ア) 特徴フロー抽出アルゴリズムを高速処理する二段階集約方式とハードウェアアシス

ト機構，および分散処理した複数のモニタ結果を再集約する機構を開発。40Gbpsおよび

4M フロー/s に対応可能な独立筐体型トラヒック分析装置を試作完了。さらに，ルータ

内でのモニタ対象管理技術を開発しルータ内蔵型トラヒック分析装置をH21年度中に試

作する。（中間目標達成の見込み） 

(2)超高速LAN-SANシステム化技術開発 

(ア) 160Gbit/sOTDM伝送評価系を構築し、小型・集積化技術開発で開発されたデバイスを

用いた評価を行い、動作特性を確認した。SHV 映像（24Gbps）を多重・分離する技術を

開発した。SHV 映像（24Gbps）を４信号多重して、160Gbit/s 転送する実験を行い、転

送動作を確認した。（中間目標達成） 

 

 

投稿論文 「査読付き」15件、その他153件、標準化寄与文書11件 

概要－2 
事業原簿 公開版 



概要－3 
事業原簿 公開版 

特  許 「出願済」33件、うち国際出願3件） 

Ⅳ．実用化、事業化の

見通しについて 

日本のネットワーク関連企業の集まりで実行しているプロジェクトであり、早期に実用化の

目処が立った光・電子デバイスは、プロジェクト終了を待たずに事業家を進める。また計画

終了後は多くの開発技術について必ず実用化を進める。このためにも標準規格獲得は必須要

件となる。 

 

Ⅴ．評価に関する事項 

事前評価 平成19年度実施  担当部 電子・情報技術開発部 

中間評価以降 平成21年度11月 中間評価実施  平成24年度 事後評価実施予定 

 

Ⅵ．基本計画に関する

事項 

 

作成時期 平成19年3月 作成 

変更履歴 

平成20年７月 改訂 

平成20年7月、改訂 

平成21年8月、改訂 

 



（Ａ）プロジェクト基本計画－1 
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（Ａ）プロジェクト基本計画 

 

 プロジェクト基本計画は、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯ

と表記する）のプロジェクトを効率的かつ効果的に実施するために、次に掲げるプロジェクトの基本

事項を定めたものである。 

①プロジェクトの目的、目標及び内容 

②プロジェクトの実施方式 

③研究開発の実施期間 

④評価に関する事項 

⑤その他の重要事項 

 

 基本計画は、原則として全研究開発期間に亘り有効であるが、技術評価の結果や内外の研究開発動

向・政策動向、研究開発予算の確保状況等の外部状況変化、あるいは研究体制、当該研究開発の進捗

状況等の内部変化に応じて、適宜・適切にその内容を変更する。 

 本プロジェクト「次世代高効率ネットワークデバイス技術開発」の基本計画1を次ページ以降に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
1 「次世代高効率ネットワークデバイス技術開発」基本計画： 
http://www.nedo.go.jp/activities/portal/gaiyou/p07012/kihon.pdf 



P07012 

（ITイノベーションプログラム・エネルギーイノベーションプログラム） 

「次世代高効率ネットワークデバイス技術開発」基本計画 

 

電子・情報技術開発部 

 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

新・国家エネルギー戦略においては、2030 年までにエネルギー消費効率の少なくとも 30%以上

の改善目標が示され、これを達成するために、省エネルギー技術戦略を策定し、これに基づき省

エネルギー技術開発を推進していくとされている。 

一方、インターネット上でのトラヒックが急速な勢いで増加し、将来的には大容量画像情報コ

ンテンツなどがネットワーク上を超高速で縦横に往来することが予想される中、社会生活の安全･

安心の確保やビジネスチャンスの向上を図るためには、現状の光通信ネットワーク基盤機能の飛

躍的向上が必要であり、それに伴う消費エネルギーの増大が懸念されている。また、基幹通信網

だけでなくローカルなネットワークや機器内の情報通信においても、光技術を適応することによ

る高性能化、低消費電力化等の飛躍的向上が期待されている。 

情報通信の高度化に伴う通信データの大容量化を支える光通信・デバイス技術は、我が国が世

界をリードしてきた技術分野であるが、次世代ネットワーク技術の研究開発は、その重要性に鑑

み、米国のDOD-N（Data in Optical Domain - Network）等の各種DARPAやNSFプロジェクトや欧

州のFP6（一部FP5）－ISTプログラム等、主要諸国において精力的に取り組まれており、グロー

バルな開発競争となっている。 

 今後も我が国がその優位性を保ちつつ国際競争力を維持発展させて行くと同時に、省エネルギ

ーネットワークを実現するためには新たな技術領域を開拓していく必要がある。これらの実現の

ためには、大容量・超高速光通信ネットワークシステムの開発と同時に、それらの計測、制御技

術、システムサイドと密接に連携した省エネルギー･高機能の革新的なデバイス･装置の技術開発

が重要であり、我が国としてそれらの開発を戦略的に推進していくことが重要である。 

本プロジェクトでは、IT イノベーションプログラムおよびエネルギーイノベーションプログラ

ムの一環として、平成２３年度までに、次世代高効率ネットワーク実現に向けたデバイス基盤技

術の確立およびシステム化の検証を目的とする。具体的には、今後の情報化社会のインフラを支

え、省エネルギー化への要求に応えることのできるルータ・スイッチおよび、ローカルネットワ

ークの高速化および省エネルギー化を実現するための、デバイス、集積化・モジュール化、シス

テム化およびトラヒック制御技術の開発を行う。 

IT 新改革戦略においては、「いつでも、どこでも、誰でもITの恩恵を実感できる社会の実現」

に向け、高性能・低消費電力デバイスの実現および、IT機器のエネルギー使用量を抑制すること

が重要とされている。本プロジェクトは上記技術開発により、これらの目標達成に寄与する。 

 

（２）研究開発の目標 

本プロジェクトでは基盤技術である個別デバイス及びそれらを集積化したモジュールにおけ

る省電力化を促進し、その上でシステム全体が省エネルギーに貢献できることを目標とする。具

体的には、平成２３年度までに、10Tbps超級のエッジルータの実現のための光デバイス基盤技術、

SFQ 回路技術及びその周辺技術開発を行う(装置内イントラネットワークを現状構成と比較して

（Ａ）プロジェクト基本計画－2 
事業原簿 公開版 



90%低消費電力化、スイッチ構成の20%以上低消費電力化に相当）。 

また、超高速スイッチング等の光・電子デバイスの機能・特性の向上および集積化を図り、

LAN-SANにおいて160Gbps伝送を可能とする、低消費電力素子・ネットワークの実証を目指す（現

状機器構成と比較して60%以上の低消費電力化）。さらに、1チャンネルあたり40Gbps超の光信号

を扱う実用的高速インターフェイス技術や集積化技術の確立、ネットワークトラヒックにおける

多数フロー情報の同時分析、高効率スクリーニング技術の確立を目指す。 

なお、中間および最終目標に関しては、別紙を参照のこと。 

 

（３）研究開発の内容 

上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき研究

開発を実施する。 

① 次世代高効率ネットワークデバイス共通基盤技術の開発 

② 次世代高効率ネットワーク・システム化技術の開発 

 

２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本研究開発は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(以下、「NEDO 技術開発機構」

という。)が、単独ないし複数の原則、本邦の企業、研究組合、公益法人等の研究機関（原則、国

内に研究拠点を有していること。ただし、国外企業の特別な研究開発能力、研究施設等の活用あ

るいは国際標準獲得の観点から国外企業との連携が必要な場合はこの限りではない。）から公募に

よって研究開発実施者を選定し、委託して実施する。 

研究に参加する各研究開発グループの有する研究開発ポテンシャルの最大限の活用により効率

的な研究開発の推進を図る観点から、NEDO 技術開発機構が委託先決定後に指名する研究開発責任

者（プロジェクトリーダー）を置き、その下に研究者を可能な限り結集して効果的な研究開発を

実施する。 

 

（２）研究開発の運営管理 

研究開発全体の管理・執行に責任を有するNEDO技術開発機構は、経済産業省および研究開発責

任者と密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発の目的及び目標

に照らして適切な運営管理を実施する。 

 

３．研究開発の実施期間 

    本研究開発の期間は、平成１９年度から平成２３年度までの５年間とする。 

 

４．評価に関する事項 

   NEDO技術開発機構は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術

的意義並びに将来の産業への波及効果等について、外部の専門家及び有識者による研究開発の中

間評価を平成２１年度、事後評価を平成２４年度に実施する。なお、評価の時期については、当

該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適

宜見直しするものとする。 

 

 

（Ａ）プロジェクト基本計画－3 
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５．その他の重要事項 

（１）研究開発成果の取扱い 

① 成果の普及 

得られた研究開発成果については、NEDO技術開発機構、実施者とも普及に努めるものとす

る。  

② 標準化等との連携 

（別紙）研究開発計画に記載されている研究開発項目①「次世代高効率ネットワークデバイ

ス共通基盤技術の開発」、及び②「次世代高効率ネットワーク・システム化技術の開発」を実

施することにより得られる成果に対して、サブシステムの構築等により必要な標準化を実施す

ると共に、標準化等との連携を図るため、標準情報（TR）制度への提案等を積極的に行う。 

③ 知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第25条の規定等に基づき、原則として、

すべて受託先に帰属させることとする。 

 

（２）基本計画の変更 

NEDO技術開発機構は、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内外の研究

開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、第三者の視点からの評価結果、研究開発費の

確保状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、

基本計画の見直しを弾力的に行うものとする。 

 

（３）根拠法 

 本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第 15 条第１項第 1

号ハに基づき実施する。 

 

（４）その他 

総務省、文部科学省等が実施するネットワーク関連プロジェクトと密接な情報交換を行い、連

携を図る。 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１） 平成１９年３月制定。 

（２） 平成２０年７月、イノベーションプログラム基本計画の制定により、「（１）研究開発の目的」

の記載を改訂。 

（３）平成２０年７月、成果の取扱い見直しよる改訂。 

（４）平成２１年８月、達成目標の見直しによる改訂。 
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（別紙）研究開発計画 

 

研究開発項目①「次世代高効率ネットワークデバイス共通基盤技術の開発」 

１．研究開発の必要性 

急拡大する IP ネットワークを支えるルータには、今後も更なる大容量・省電力化が求められ

ている。次世代 10Tbps 級のエッジルータの将来拡張性(スケーラビリティ)実現には、省電力ル

ータを複数台連携し、一台の大型システムとするアーキテクチャおよび、装置間を接続する省電

力光I/Oが必要不可欠である。また、超高精細映像のネットワーク上での普及は、放送と通信の

融合に伴い、大きな社会的・経済的変革をもたらすと期待されている。ネットワーク上で大容量

性が最初に必要となるのはサーバー周辺である。このような変革に対応するために、超高精細映

像などの巨大データを共有・転送できるLAN-SAN技術の開発が必要である。 

そのため本研究では次世代 10Tbps 級の低消費電力エッジルータ実現に必要な要素技術、およ

び、超高速LAN-SANに必要とされる基幹技術の開発を共通基盤技術開発として行う。具体的には、

省電力・高性能光I/O 技術、超高速LD の技術、小型・集積化技術および究極の省エネルギー化

が期待される超電導回路技術の開発を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１） 省電力・高性能光I/O開発  

通信機器内での大容量通信を行うため、および高速光ネットワークインターフェイスカード

(NIC)を実現するための超高速省電力の光・電子インターフェイス(I/F)デバイスおよびサブ

システム開発を行う。 

（２） 超高速LDの技術開発  

機器内光通信および光 NIC の省エネルギー化・小型化に必要な高速直接変調半導体レーザ

(LD)を開発する。実用デバイスとして十分な高速性、信頼性、温度無依存性および低消費電

力特性を実現するものとする。 

（３） 小型・集積化技術開発  

（１）省電力・高性能光I/O技術、（２）超高速LD技術およびその他の光・電子デバイスを

集積化し機器内光通信サブシステムならびに集積型 NIC の実現に必要な集積化技術の研究

開発を行う。あわせてそれらに必要な個別デバイスの集積化対応のための特性実現を図る。 

（４） 超電導回路技術開発  

冷凍機で冷却された単一磁束量子(SFQ)回路と室温間を光ファイバを用いて広帯域信号を伝

達するための光入出力技術、回路の大規模化に対応するための電源供給技術、SFQ回路から

発生した熱を効率的に冷凍機に伝える技術を含む極低温実装技術の研究開発を行う。また、

これらの技術を統合し、実用に供することが可能なデジタルシステムの開発を行う。 

  

３．達成目標 

 すべての研究開発課題について、デバイス、サブシステムについては研究開発終了後2～3年程

度で実用化されシステムに組み込まれることを想定して、低消費電力特性、ファイバや他の機器

との接続性や温度特性に優れ、小型・高信頼など、システム技術の要求を満たすものであって、

かつ量産可能で・低コストであることを共通の目標とする。また、要素技術については上記の特

性をもったデバイス、サブシステムを実現することを目標とする。開発した各デバイス、サブシ

ステムは、研究開発項目②「次世代高効率ネットワーク・システム化技術の開発」により動作を
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確認する。さらに個々の開発にあたっては、以下の目標を置く。 

（１） 省電力・高性能I/O技術開発 

 LAN-SANに用いられる光NIC用I/F回路として、平成21年度までに40Gbps動作と低

消費電力化(従来の1/3、<4W)を実現する。 

 10Tbps超エッジルータ向け省電力・高速光I/F用ICの開発のために、低消費電力の

冗長化ドライバ回路および高感度受信回路を開発し、 平成21年度までに25Gbpsで

10mW/Gbpsの小型光I/Oを開発する。 

 光トラスポートネットワーク(OTN)機能を有する次世代エッジルータ向けに、現在規

格化が進められている 100GbE とのトランスペアレントな変換を可能とする低消費電

力型トランスポンダ基盤技術を確立する(平成 21 年度までに トランスポンダ基本部

の消費電力10W以下、平成23年度までにトランスポンダ試作器の消費電力40W以下

を検証)。 

 

（２） 超高速LDの技術開発 

機器内光通信システムおよび光NICのために超高速LDの開発を行う。平成21年度までに、

面出射型LDにおいて25Gbps且つ従来比1/2以下の低消費電力動作、単一モードLDにおいて

駆動電流50mA以下での40Gbp 動作を実現する。平成23年度までに、面出射型LDにおいて

70℃以上で40Gbps動作を実現し、単一モードレーザにおいて温度安定25Gbps動作および

85℃以上、駆動電流50mA以下での40Gbps動作を実証する。 

 

（３） 小型・集積化技術開発 

光・電子デバイス集積化に必要な個別デバイスおよび以下の目標達成に必要な集積化技術の

開発を行う。 

 10Tbps 級エッジルータの光イントラネットワーク用途の高速・省電力型受信フロン

トエンド用光受信デバイス(PD）と、高密度集積技術を開発する。平成21年度までに

反射構造PDにおいて25Gbps動作、平成23年度までにPDと受信アンプ回路との高密

度集積実証(送受信部全体：10mW/Gbps)、4 チャネルアレイ化光受信フロントエンド

を開発する。 

 シリコン微小光導波路技術および化合物半導体光素子とのハイブリッド集積技術を

開発し、平成21年度までにチップサイズ1mm2、波長可変幅100nm、消費電力40mW/ring

のシリコン導波路リング型波長可変光源を開発する。 

 LAN-SAN の OTDM-NIC 用ハイブリッド集積型全光スイッチを開発し、４チャンネルア

レイ化を実現する。平成21年度までにウィンドウ幅2ps、消光比20dB以上のスイッ

チング動作を実証、平成23年度までに４チャンネルアレイ化、OTDM-NICに実装、そ

の他の光・電子デバイス(省電力・高性能光I/Oや超高速LD他)と共に集積化する研

究開発を行う。 

 LAN-SANのOTDM-NICの集積化に向けて、半導体光増幅器(SOA)のハイブリット実装を

開発し、平成21 年度までに 50℃以上・40 Gb/s の高温高速動作を実証、平成 23 年

度までに4チャネルアレイ化を実現する。 

 LAN-SAN用途の高速かつ波長・入力電力に対してロバストな波長変換器の研究開発を

行う。平成21年度までに、40Gbps以上、許容入力レベル変動10dB以上、平成23年

度までに4チャネルアレイ化技術を開発する。 

（４） 超電導回路技術 

SFQネットワークスイッチ実現に不可欠な多チャネルシステム化技術の開発を行い、平成21

年度までに10Gbps光入出力(1チャネル)、平成23年度まで40Gbps光入出力（4チャネル）、

カレントリサイクルによりバイアス電流を1/10に低減する。 
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（別紙）研究開発計画 

 

研究開発項目②「次世代高効率ネットワーク・システム化技術の開発」 

１．研究開発の必要性 

次世代のエッジルータに向けた将来拡張性(スケーラビリティ)実現には、省電力ルータを複数

台連携し、一台の大型システムとするアーキテクチャ、装置間を接続する大容量・省電力光I/O、

超高速トラヒックモニタリング技術が必要不可欠である。また、ネットワーク上で大容量性が最

初に必要となるのはサーバー周辺であり、巨大データを収容できるLAN-SAN技術が求められる。 

上記のためには、要素技術をシステム化し、ネットワークからの要求にこたえる必要がある。

また、システム化技術開発を行うことで、要素技術開発に目標性能等のフィードバックを行い、

より効率的な研究開発が可能となる。そのため本研究では研究開発項目①「次世代高効率ネット

ワークデバイス共通基盤技術の開発」における開発成果と組み合わせ、エッジルータおよび

LAN-SANを構築するシステム化技術の開発を行う。 

なお、大規模エッジルータシステムにおける内部リンクの高速化研究については、研究開発項

目①の関連部分が達成した後、研究を開始する。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）大規模エッジルータシステム化技術 

数Tbpsから10Tbpsのエッジルータを実現するスケーラブルアーキテクチャでは各ルータや

エッジ機能を実現する機能モジュールなどを相互に結合する内部リンクの高速化が重要で

あり、一方で実用化するにはその高速リンクの省電力化と小型化が重要である。このため

100Gbpsイーサネットにも適用可能なエッジルータ向け100Gbpsルータリンク技術の開発と、

実用化に向けた検証を行う。 

 また、次世代高速光ネットワークに対応可能なトラヒック計測・分析技術の研究開発を行

う。トラヒック管理の面からネットワーク機器の効率的利用を実現し、省エネルギーに貢献

する。 

（２）超高速光LAN-SANシステム化技術 

超高精細リアルタイム映像やそのアーカイブファイルなどの巨大データをネットワークで

共有し低消費電力で転送可能とする超高速光LAN-SANを提案し、超高速集積型光ネットワー

クインターフェイスカードなどのキーテクノロジーを用いる、スーパーハイビジョン多チャ

ンネル・リアルタイム転送の実演を目指す。 

  

３．達成目標 

 （１）大規模エッジルータシステム化技術 

 スケーラブル・ルータアーキテクチャに基づき 100Gbps で複数台での連携を平成 23

年度までに実証する。 

 光信号接続によるルータ内結合構造に向けた 100Gbps 双方向・省電力光

I/O(10mW/Gbps、従来比90%の省電力効果)を平成23年度までに実証する。 

 波長可変光源を用いた光インターフェイスカードを平成23年度までに実証する。 

 高速光ネットワークに対応可能なトラヒックモニタリング技術を開発する。平成 21

年度までに40Gbpsおよび4Mフロー/sに対応する独立筐体型およびルータ内蔵トラ

ヒック分析装置を開発する。また、 平成23年度までに機器内光通信サブシステムと

の組み合わせによるシステム化実証を行う。 

（２）超高速光LAN-SANシステム化技術 

 平成21年度までに3チャンネル×48Gbps SHV映像160Gbit/s転送の動作確認を行い、
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平成23年度までに160Gbit/s光LAN上での3チャンネル×48Gbps SHV配信実験を行

う。 

 平成23年度までに、超高速光LAN-SAN システム用光NIC に関して、従来比60%の省

電力効果を実証する。



（Ｂ）イノベーションプログラム基本計画－1 
事業原簿 公開版 

（Ｂ）イノベーションプログラム基本計画 

 

 経済産業省が実施している研究開発プロジェクトは、７つの政策目標のもとにまとめられ、市場化に

必要な関連施策（規制改革、標準化等）と一体となった施策パッケージである「イノベーションプログ

ラム」として推進されている。本プロジェクト（「次世代高効率ネットワークデバイス技術開発」）は、

そのうちＩＴイノベーションプログラムおよびエネルギーイノベーションプログラムの一環として実

施されている。この２つのイノベーションプログラム基本計画2のうち、本プロジェクトに関係ある部分

を中心に抜粋したものを次ページ以降に示す。 

 なお、「次世代高効率ネットワークデバイス技術開発」は、次のプログラムの一部として実施するも

のである。 

 

・ ＩＴイノベーションプログラム基本計画 

 Ⅱ．省エネ革新 

［i］情報ネットワークシステムの徹底的省エネの実現 

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 

 

 

・ エネルギーイノベーションプログラム基本計画 

 ４－Ⅰ 総合エネルギー効率の向上 

  ４－Ⅰ－ⅳ．省エネ型情報生活空間創生技術 

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発

                                                  
2 イノベーションプログラム基本計画(経済産業省）： http://www.meti.go.jp/committee/materials2/downloadfiles/g90427b18j.pdf 



（抜粋） 

平成 21･03･23 産局第 2 号 

平成２ １ 年４ 月１ 日 

 

ＩＴイノベーションプログラム基本計画 

 

１．目的 

我が国が目指す高度情報通信ネットワーク社会の構築に向け、経済成長戦略大綱、ＩＴ新改

革戦略、科学技術基本計画及び技術戦略マップ等に基づき、情報化の進展に伴うエネルギー消

費量の増大等の課題にも考慮しつつ、その基盤となる情報通信機器・デバイス等の情報通信技

術を開発し、実社会への利用を促進する。また、情報システム・ソフトウェアについて品質、

信頼性及び生産性の向上を推進し、組込みソフトウェア産業強化、オープンソースソフトウェ

アを安心して活用するための環境整備、独創的な人材の発掘等、我が国産業競争力強化のため

の必要な基盤整備を実施することによって、ＩＴの利活用の深化・拡大を図り、より豊かな国

民生活を実現するとともに、我が国の経済活力の向上を図ることを目的とする。 

 

 

２．政策的位置付け 

○「経済成長戦略大綱」（２００６年７月財政・経済一体改革会議。２００７年６月改訂・経済

財政諮問会議報告、２００８年６月改訂・経済財政諮問会議報告） 

 ＩＴ革新による競争力強化、ＩＴ革新を支える産業・基盤の強化に必要な研究開発の推進

に対応 

○「第３期科学技術基本計画」(２００６年３月閣議決定) 

 国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点推進４分野である情報通信分野、分野別推

進戦略（２００６年３月総合科学技術会議）における重点分野である情報通信分野に位置づ

けられるもの。 

○「ＩＴ新改革戦略」（２００６年１月高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部） 

次世代のＩＴ社会の基礎となる研究開発の推進等に対応。「ＩＴによる地域活性化等緊急プ

ログラム」（２００８年２月）、「ＩＴ政策ロードマップ」（２００８年６月）、「重点計画－２

００８（２００８年８月）」等を策定。 

 

 

３．達成目標 

（１）情報経済社会を形成する上で必要不可欠な基盤技術である情報通信機器・デバイス等に関

しては、「革新的な技術の確立」と「その開発成果の普及促進」を図る。 

【目標】 

・情報通信機器・デバイス産業の付加価値額を、２０２０年度において、２００８年度比で、

約５０％増加させる。 

・半導体の微細化に係る革新的基盤技術の開発（テクノロジーノード４５ｎｍ以細） 

・革新的な大型ディスプレイ技術の開発（消費電力を現状機器と比較して約５０％以下） 
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・革新的なネットワーク機器技術の開発（消費電力を現状機器と比較して６０％以下） 

 

（２）経済社会システムの信頼性確保に大きく寄与する情報システム・ソフトウェアに関しては、

品質、信頼性及び生産性の向上や産学官の開発リソースの連携強化により、「人材育成」と

「ソフトウェア工学の開発」等を積極的に推進する。 

【目標】 

・情報サービス・ソフトウェア産業の付加価値額を、２０１５年度において、２００４年度比

で、約２５％増加させる。 

・組込みシステム等の不具合発生率（２０１１年度までに２００６年度比５０％減） 

 

 

 

４．研究開発内容 

［プロジェクト］ 

 

Ⅰ．ＩＴコア技術の革新 

［ｉ］世界最先端デバイスの先導開発 

（１）次世代半導体材料・プロセス基盤プロジェクト（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金） 

（２）次世代低消費電力半導体基盤技術開発（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金）（再掲） 

（３）ドリームチップ開発プロジェクト（運営費交付金） 

（４）次世代プロセスフレンドリー設計技術開発（運営費交付金） 

（５）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち新材料・新構造ナノ電子デバ

イス（再掲） 

（６）スピントロニクス不揮発性機能技術プロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

（７）半導体機能性材料の高度評価基盤開発（運営費交付金）（再掲） 

 

［ii］半導体アーキテクチャの革新 

（１）半導体アプリケーションチッププロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

（２）次世代回路アーキテクチャ技術開発事業 

 

［iii］光技術の革新利用 

（１）低損失オプティカル新機能部材技術開発（運営費交付金）（再掲） 

（２）次世代光波制御材料・素子化技術（運営費交付金）（再掲） 

（３）三次元光デバイス高効率製造技術（運営費交付金）（再掲） 

 

 

Ⅱ．省エネ革新 

［i］情報ネットワークシステムの徹底的省エネの実現 

（１）グリーンＩＴプロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発（運営費交付金）（再掲） 

本プロジェクト 

（３）次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術開発・実証事業（再掲） 
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［ii］情報機器の徹底的省エネの実現 

（１）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、次世代の大型液晶及び大

型プラズマディスプレイに関する低消費電力ディスプレイを実現するための研究開発を行

う。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、液晶に関しては、高効率バックライト、革新的なＴＦＴアレイプ

ロセス技術・製造装置及び低消費電力型の画像処理エンジン等に係る技術を確立する。また、

プラズマディスプレイに関しては、超低電圧駆動等に係る技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

 

［iii］省エネを支えるプロセス基盤技術 

（１）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち窒化物系化合物半導体基板・

エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金）（再掲） 

 

 

Ⅲ．情報爆発への対応 

ＩＴの利活用による知の創造 

（１）情報大航海プロジェクト 

（２）ITとサービスの融合による新市場創出促進事業 

 

 

Ⅳ．情報システム・ソフトウェアの安全性・信頼性・生産性の向上とオープンスタンダードの普

及推進 

（１）セキュアプラットフォームプロジェクト 

（２）産学連携ソフトウェア工学の実践（運営費交付金を含む） 

（３）オープンソフトウェア利用促進事業（運営費交付金） 

（４）ＩＴ投資効率向上のための共通基盤開発プロジェクト 

（５）ＩＴＳの規格化事業（第２フェーズ） 

 

 

 

５．政策目標の実現に向けた環境整備 

【法律】 

・ 情報処理の進行を目的に、昭和４５年に情報処理の促進に関する法律が制定。 

・ 半導体集積回路の回路配置の適正な利用の確保を目的に、昭和６３年に半導体集積回路の

回路配置に関する法律が制定。 
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【税制】 

・ 情報セキュリティ強化を確保しつつ生産性の向上を図るためのＩＴ投資に対し、３５％特

別償却又は７％税額控除（情報基盤強化税制）。 

・ ソフトウェアを含む機械装置等に対し、３０％特別償却又は７％税額控除（中小企業投資

促進税制）。 

 

【国際標準化】 

各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては、適切な標準化活動（国

際規格（ＩＳＯ／ＩＥＣ））、日本工業規格（ＪＩＳ）、その他国際的に認知された標準の提案等）

を実施する。特に、産学連携ソフトウェア工学の実践における組込みソフトウェア開発につい

ては、国際標準の動向を踏まえた開発を促進することにより、プロジェクトの成果の幅広い普

及を促進する。 

 

【関係機関との連携】 

各プロジェクトのうち、研究開発を効率的・効果的に推進する観点から関係機関との連携が

必要なものについては、これを積極的に行う。 

但し、関係機関が行う研究開発等の独自性を妨げるものではない。 

 

【導入普及促進〕 

成果の普及を図るため、これまでの終了プロジェクトの成果の全部または、一部についてはオー

プンソースソフトウェアとして公開する。また、高信頼な組込みソフトウェアの開発では、ソフ

トウェアエンジニアリングセンター（ＳＥＣ）において提供される各種エンジニアリング手法を

開発現場に適用し、当該技術の効果を明らかにしながら開発を進める。 

 

【その他】 

・グラント事業 

ＮＥＤＯの産業技術研究助成事業を活用し、萌芽的・革新的な情報通信関係の技術シーズ

の発掘を行う。また、ソフトウェア分野の独創的な技術やビジネスシーズを有した人材を発

掘する。 

・事業終了後の連携 

産学官連携の研究体制を通して活動を行い、これらの事業の終了後も各分野の研究者・技

術者が有機的に連携し、更に新たな研究を作り出す環境を構築する。 

・人材育成 

 ハードウェア分野においては、出来る限り大学との連携を重視し、各種フェローシップ制

度を活用しつつ、最先端の情報通信基盤研究現場への学生等の参画を推進することにより次

世代の研究開発人材の育成を図る。また、ソフトウェア分野における独創的な人材を発掘し、

育成するとともに、優秀な人材が集うコミュニティを構築するなど、発掘された人材の才能

をさらに伸ばすための取組を進める。 

・広報／啓発 

 毎年１０月を「情報化月間」としている。 

 

 

（Ｂ）イノベーションプログラム基本計画－5 
事業原簿 公開版 



６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業名に

（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金の総額

の範囲内で、当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

 

 

７．改訂履歴 

（１） 平成１２年１２月２８日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画を制定。 

（２） 平成１４年２月２８日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画及び次世代半導体デ

バイスプロセス等基盤技術プログラム基本計画を制定。情報通信基盤高度化プログラム基本

計画（平成１２・１２・２７工総第１２号）は廃止。 

（３） 平成１５年１月３１日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画及び次世代半導体デ

バイスプロセス等基盤技術プログラム基本計画を制定。情報通信基盤高度化プログラム基本

計画（平成１４・０２・２５産局第１７号）及び次世代半導体デバイスプロセス等基盤技術

プログラム基本計画（平成１４・０２・２５産局第１８号）は、廃止。 

（４） 平成１５年３月１０日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画、次世代半導体デバ

イスプロセス等基盤技術プログラム基本計画、次世代ディスプレイ技術開発プログラム基本

計画及び情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。情報通信基盤高度

化プログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局第１号）及び次世代半導体デバイスプロ

セス等基盤技術プログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局第２号）は、廃止。 

なお、情報通信機器高度化プログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局第１号）及び

次世代半導体デバイスプロセス等基盤技術プログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局

第２号）の一部は、次世代ディスプレイ技術開発プログラム基本計画及び情報通信基盤ソフ

トウェア開発推進プログラム基本計画へ移行。 

（５） 平成１６年２月３日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画及び情報

通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。情報通信機器高度化プログラム

基本計画（平成１５・０３・０７産局第１４号）、次世代半導体デバイスプロセス等基盤技

術プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第７号）、次世代ディスプレイ技術開発

プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第４号）は、高度情報通信機器・デバイス

基盤プログラム基本計画に統合することとし、廃止。また、情報通信基盤ソフトウェア開発

推進プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第１４号）は、廃止。 

（６） 平成１７年３月２５日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画を制定。

高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第１号）

は廃止。また、平成１７年３月３１日付け、情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム

基本計画を制定。情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画（平成１６・０２・

０３産局第２号）は廃止。 

（７） 平成１８年３月３１日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画及び情

報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。高度情報通信機器・デバイス

基盤プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第７号）及び情報通信基盤ソフトウェ

ア開発推進プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第６号）は廃止。 

（８） 平成１９年４月２日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画及び情報

通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。高度情報通信機器・デバイス基
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盤プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第４号）及び情報通信基盤ソフトウェア

開発推進プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第５号）は廃止。 

（９） 平成２０年４月１日付け、ＩＴイノベーションプログラム基本計画を制定。情報通信機器

高度化・デバイス基盤プログラム基本計画（平成１９・０３・１２産局第７号）及び情報通

信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画（平成１９・０３・１２産局第８号）は、

本プログラム基本計画に統合することとし、廃止。 

（９） 平成２１年４月１日付け、ＩＴイノベーションプログラム基本計画を制定。ＩＴイノベー

ションプログラム基本計画（平成２０・０３・２７産局第１号）は、廃止。 
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（抜粋） 
平成２１・０３・２６産局第１号 

平 成 ２  １  年 ４  月 １  日 
 

エネルギーイノベーションプログラム基本計画 

１． 目的 

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築

に取り組んでいくことが不可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間を要するととも

に大規模投資を伴う一方で将来の不確実性が大きいことから、民間企業が持続的な取組を行う

ことは必ずしも容易ではない。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方向性を示

し、官民双方がこの方向性を共有することで、長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可能と

なる。 

エネルギー安全保障の確立や、世界全体の温室効果ガスを２０５０年までに半減するとい

う長期目標を達成するため、以下に政策の柱毎に目的を示す。 

１－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

１９７０年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな製

造技術の導入、民生機器の効率改善等により世界最高水準の省エネルギーを達成している。

今後、「新・国家エネルギー戦略」に掲げる、２０３０年までにＧＤＰあたりのエネルギー

利用効率を約３０％向上を実現していくためには、産業部門はもとより、全部門において、

総合エネルギー効率の向上に資する技術開発とその成果の導入を促進する。 

１－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

ほぼ１００％を石油に依存する運輸部門は、わが国エネルギー需給構造上、最も脆弱性

が高く、その需給構造の次世代化は、将来に向けた早急な対策が不可欠な課題となってい

る。 

「新・国家エネルギー戦略」に掲げる目標（２０３０年に向け、運輸部門の石油依存度

が８０％程度となることを目指す）の実現のためにも、官民が中長期的な展望・方向性を

共有しつつ、技術開発と関連施策を推進する。 

１－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーは、エネルギー源の多様化や地球温暖化

対策の観点から重要である。しかし、現時点では経済性や出力安定性といった普及へ向け

ての課題が存在する。 

そのため、これらの課題解決に向けた技術開発の推進及び新エネルギーの導入促進のた

めの関連施策の実施により、更なる新エネルギーの普及を推進する。 

１－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

原子力発電は供給安定性に優れ、運用時にＣＯ２を排出しないクリーンなエネルギー源

である。安全確保を大前提に核燃料サイクルを含む原子力発電を着実に推進する。 

１－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

化石燃料資源の大宗を輸入に依存する我が国にとって、その安定供給の確保は国家安全

保障に直結する課題である。このため、石油・天然ガス等の安定供給確保を目指し、我が

国企業による資源国における資源開発等に対する支援等の施策を進めるとともに、その有

効かつクリーンな利用を図る。



２．政策的位置付け 

○ 低炭素社会づくり行動計画（２００８年７月閣議決定） 

２００８年６月の福田総理（当時）のスピーチ「福田ビジョン」等を受け、我が国が

低炭素社会へ移行していくための具体的な道筋を示すため、国全体を低炭素化へ動か

す仕組みや革新的な技術開発、国民一人ひとりの行動を促すための取組について策定。 

「環境エネルギー技術革新計画」や「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」等に

示された革新的技術の開発に５年間で３００億ドル程度を投入するという具体的な目

標が示された。 

○ 環境エネルギー技術革新計画（２００８年５月） 

温室効果ガスの大幅な削減を目指すだけでなく、エネルギー安全保障、環境と経済の

両立、開発途上国への貢献等を考慮し、以下の戦略等を策定。 

１．低炭素社会実現に向けた我が国の技術戦略 

２．国際的な温室効果ガス削減策への貢献策 

３．革新的環境エネルギー技術開発の推進方策 

○ Cool Earth－エネルギー革新技術計画（２００８年３月） 

２００７年５月の総理イニシアティブ「クールアース５０」を受け、世界全体の温

室効果ガスの排出量を現状に比して２０５０年までに半減するという長期目標を達

成するため、エネルギー分野における革新的な技術開発について検討をおこない、２

１の技術を選定。 

○ エネルギー基本計画（２００７年３月閣議決定） 

重点的に研究開発のための施策を講ずべきエネルギーに関する技術及びその施策

として、 

１． 総合エネルギー効率の向上に資する技術 

２． 原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保に資する技術 

３． 運輸部門のエネルギー多様化に資する技術 

４． 新エネルギーに関する技術 

５． 化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用に資する技術 

 以上が位置づけられている。 

○ 新・国家エネルギー戦略（２００６年５月） 

世界最先端のエネルギー需給構造の実現を図るため 

１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 運輸エネルギーの次世代化計画 

３． 新エネルギーイノベーション計画 

４． 原子力立国計画 

以上の計画が位置づけられている。また、資源外交、エネルギー環境協力の総合

的な強化を図るため、「総合資源確保戦略」が位置づけられている。 

○ 第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定） 

国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究開発課題を

重視して研究開発を推進する「推進４分野」であるエネルギー分野、分野別推進戦略

（２００６年３月総合科学技術会議）における「推進４分野」であるエネルギー分野

に位置付けられている。 
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○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議） 

資源・エネルギー政策の戦略的展開として 

１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 次世代自動車・燃料イニシアティブ等による運輸エネルギー次世代化 

３． 新エネルギーイノベーション計画 

４． 原子力立国計画 

５． 資源外交、環境・エネルギー協力等の総合的な強化 

 以上が位置づけられている。 

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定） 

「京都議定書の約束を達成するとともに、更に「脱温暖化社会」に向けて長期的・

継続的な排出削減を進めるには、究極的には化石燃料への依存を減らすことが必要で

ある。環境と経済の両立を図りつつ、これらの目標を達成するため、省エネルギー、

未利用エネルギーの利用等の技術革新を加速し、効率的な機器や先進的なシステムの

普及を図り、世界をリードする環境立国を目指す。」とされている。 

 

 

３．達成目標 

３－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プロセス効率

向上」、民生・運輸部門における「省エネルギー」などにより、ＧＤＰ当たりのエネルギ 

ー消費指数を２０３０年度までに少なくても３０％改善することを目指す。 

３－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

バイオマス由来燃料、ＧＴＬ、ＢＴＬ、ＣＴＬなどの新燃料、電気自動車や燃料電池

自動車などの導入により、現在ほぼ１００％の運輸部門の石油依存度を２０３０年まで

に８０％程度とすることを目指す。 

３－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーの技術開発や燃料電池など革新的なエ

ネルギー高度利用を促進することにより、新エネルギー等の自立的な普及を目指すこと

で、エネルギー源の多様化及び地球温暖化対策に貢献する。 

３－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

２０３０年以降においても、発電電力量に占める比率を３０～４０％程度以上とする

ことを目指すため、高速増殖炉サイクルの早期実用化、既設軽水炉代替へ対応する次世

代軽水炉の開発、軽水炉技術を前提とした核燃料サイクルの確立、放射性廃棄物対策な

どの技術開発を推進する。 

３－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

石油・天然ガスの化石燃料の安定供給確保を目指し、資源獲得能力の強化に資する先

端的な技術開発を推進するとともに、環境負荷低減のために化石燃料の効率的かつクリ 

ーンな利用を促進するための技術開発・導入を目指す。 
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４．研究開発内容 

４－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

４－Ⅰ－ⅰ．共通 

（１）省エネルギー革新技術開発事業（運営費交付金） 

（２）エネルギー使用合理化産業技術研究助成事業（運営費交付金） 

（３）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅱ．超燃焼システム技術 

（１）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金）（再掲） 

（２）資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（運営費交付金） 

（３）革新的ガラス溶融プロセス技術開発（運営費交付金） 

（４）革新的マイクロ反応場利用部材技術開発（運営費交付金） 

（５）鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発（運営費交付金） 

（６）希少金属等高効率回収システム開発 

（７）低品位鉱石・難処理鉱石に対応した革新的製錬プロセス技術の研究開発 

（８）環境調和型水循環技術開発 

（９）微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発 

（１０）省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業 

（１１）エネルギー使用合理化繊維関連次世代技術開発 

（１２）高効率ガスタービン実用化技術開発 

（１３）エネルギー使用合理化高効率パルプ工程技術開発（運営費交付金） 

（１４）革新的省エネセラミックス製造技術開発（運営費交付金） 

（１５）発電プラント用超高純度金属材料開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（１６）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（４－Ⅴ－ⅳ参照） 

（１７）噴流床石炭ガス化発電プラント開発（４－Ⅴ－ⅳ参照） 

（１８）石油精製高度機能融合技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅲ．時空を超えたエネルギー利用技術 

（１）カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト（運営費交付金） 

（２）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照） 

（３）高温超電導電力ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照） 

（４）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照) 

（５）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発(運営費交付金）(４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）水素貯蔵材料先端基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（８）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（９）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１０）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－

Ⅳ－ⅴ参照） 

（１１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅳ－ⅴ参照) 

（１２）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅲ参照） 
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４－Ⅰ－ⅳ．省エネ型情報生活空間創生技術 

（１）グリーンＩＴプロジェクト（運営費交付金） 

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発（運営費交付金） 

 

（３）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、次世代の大型液

晶及び大型プラズマディスプレイに関する低消費電力ディスプレイを実現するた

めの研究開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、液晶に関しては、高効率バックライト、革新的なＴＦＴア

レイプロセス技術・製造装置及び低消費電力型の画像処理エンジン等に係る技術を

確立する。また、プラズマディスプレイに関しては、超低電圧駆動等に係る技術を

確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（４）有機発光機構を用いた高効率照明の開発（運営費交付金） 

（５）マルチセラミックス膜新断熱材料の開発（運営費交付金） 

（６）超フレキシブルディスプレイ部材技術開発（運営費交付金） 

（７）低損失オプティカル新機能部材技術開発（運営費交付金） 

（８）次世代光波制御材料・素子化技術（運営費交付金） 

（９）次世代高効率エネルギー利用型住宅システム技術開発・実証事業（運営費交付金） 

 

４－Ⅰ－ⅴ．先進交通社会確立技術 

（１）エネルギーＩＴＳ（運営費交付金） 

（２）サステナブルハイパーコンポジット技術の開発（運営費交付金） 

（３）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代航空機用） 

（４）環境適応型小型航空機用エンジン研究開発（運営費交付金） 

（５）省エネ用炭素繊維複合材技術開発 

（６）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅵ．次世代省エネデバイス技術 

（１）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発 －うち窒化物系化合物 

半導体基板・エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金） 

（２）次世代低消費電力半導体基盤技術開発（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金） 

（３）半導体アプリケーションチッププロジェクト（運営費交付金） 

（４）次世代プロセスフレンドリー設計技術開発（運営費交付金） 

（５）半導体機能性材料の高度評価基盤開発（運営費交付金） 

 

本プロジェクト 
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４－Ⅰ－ⅶ．その他 

（１）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代衛星基盤） 

 

 

４－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

４－Ⅱ－ⅰ．共通 

（１）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

 

４－Ⅱ－ⅱ．バイオマス由来燃料 

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（２）Ｅ３地域流通スタンダードモデル（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（３）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（４）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参

照） 

（５）セルロース系エタノール革新的生産システム開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ

参照） 

 

４－Ⅱ－ⅲ．ＧＴＬ等の合成液体燃料 

（１）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅱ参

照） 

 

４－Ⅱ－ⅳ．燃料電池自動車および水素関連技術 

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（３）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（４）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（５）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）燃料電池システム等実証研究（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

 

４－Ⅱ－ⅴ．電気自動車 

（１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（２）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅲ参照） 

 

 

４－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

４－Ⅲ－ⅰ．共通 

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金） 

（２）新エネルギー技術フィールドテスト事業（運営費交付金） 

（３）新エネルギー技術実用化補助金（運営費交付金） 

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金） 

 



４－Ⅲ－ⅱ．太陽・風力 

（１）太陽光発電無線送受電技術の研究開発 

 

４－Ⅲ－ⅲ．電力系統制御・電力貯蔵 

（１）革新型蓄電池先端科学基礎研究（運営費交付金） 

（２）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（３）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ－

ⅴ参照） 

 

４－Ⅲ－ⅳ．バイオマス・廃棄物・地熱等 

（１）Ｅ３地域流通スタンダードモデル創成事業（運営費交付金） 

（２）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金） 

（３）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金） 

（４）セルロース系エタノール革新的生産システム開発（運営費交付金） 

 

４－Ⅲ－ⅴ．燃料電池 

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金） 

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金） 

（３）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（運営費交付金） 

（４）セラミックリアクター開発（運営費交付金） 

（５）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金） 

（６）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金） 

（７）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金） 

（８）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金） 

（９）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金） 

（１０）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金） 

（１１ ）将来型燃料高度利用技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

４－Ⅳ－ⅰ．軽水炉・軽水炉核燃料サイクル 

＜新型軽水炉＞ 

（１）次世代軽水炉等技術開発 

＜軽水炉使用済燃料再処理技術の高度化＞ 

（２）使用済燃料再処理事業高度化 

＜プルサーマルの推進＞ 

（３）全炉心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発 

＜軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへの円滑な移行のための技術開発＞ 

（４）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発 

＜ウラン濃縮技術の高度化＞ 

（５）遠心法ウラン濃縮技術開発 

＜回収ウラン＞ 

（６）回収ウラン利用技術開発 
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＜共通基盤技術開発＞ 

（７）革新的実用原子力技術開発 

 

４－Ⅳ－ⅱ．高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル 

（１）発電用新型炉等技術開発 

（２）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発（４－Ⅳ－ⅰ参照） 

 

４－Ⅳ－ⅲ．放射性廃棄物処理処分 

（１）地層処分技術開発 

（２）管理型処分技術開発 

（３）放射性廃棄物共通技術開発 

 

４－Ⅳ－ⅳ．原子力利用推進に資する電力系統技術 

（１）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金） 

（２）高温超電導ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金） 

 

４－Ⅳ－ⅴ．その他電力供給安定化技術 

（１）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金） 

（２）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金） 

（３）発電プラント用超高純度金属材料の開発（運営費交付金） 

 

４－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

４－Ⅴ－ⅰ．石油・天然ガス・石炭の探鉱・開発・生産技術 

（１）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金） 

（２）石炭生産技術開発 

（３）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金） 

（４）石油資源遠隔探知技術の研究開発 

（５）ハイパースペクトルセンサ等の研究開発（運営費交付金） 

（６）次世代合成開口レーダ等の研究開発 

（７）極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システムの研究開発 

 

４－Ⅴ－ⅱ．石油・天然ガスの有効利用技術 

（１）石油燃料次世代環境対策技術開発 

（２）石油精製高度機能融合技術開発 

（３）将来型燃料高度利用技術開発 

（４）革新的次世代石油精製等技術開発 

（５）次世代高信頼性ガスセンサー技術開発 

（６）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金） 

（７）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－

ⅰ参照） 

（８）高効率ガスタービン実用化技術開発（４－Ⅰ－ⅱ参照） 
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４－Ⅴ－ⅲ．オイルサンド等非在来化石資源の利用技術 

（１）メタンハイドレート開発促進委託費 

（２）革新的次世代石油精製等技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅴ－ⅳ．石炭クリーン利用技術 

（１）革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト 

（２）国際革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト補助金 

（３）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発費補助金 

（４）石炭利用技術開発（一部、運営費交付金）（クリーン・コール・テクノロジーの研

究開発の一部） 

（５）噴流床石炭ガス化発電プラント開発費補助金 

（６）資源対応力強化のための革新的製銑プロセス技術開発（運営費交付金）（４－Ⅰ

－ⅱ参照） 

 

４－Ⅴ－ⅴ．その他共通 

（１）新エネルギー技術実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（３）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発(運営費交付金)(４－Ⅲ－ⅴ参照) 

（４）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（５）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発(運営費交付金）(４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）水素貯蔵材料先端基盤研究事（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（８）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（９）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１０）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１１）燃料電池システム等実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

 

５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組） 

５－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

 事業者単位の規制体系の導入 

 住宅・建築物に係る省エネルギー対策の強化 

 セクター別ベンチマークアプローチの導入と初期需要創出（高効率機器の導入補助等） 

 トップランナー基準の対象機器の拡充等 

 アジアにおける省エネルギー対策の推進を通じた我が国の国際競争力の向上 

 国民の省エネルギー意識の高まりに向けた取組 

５－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

 公共的車両への積極的導入 

 燃費基準の策定・改定 

 アジアにおける新エネルギー協力 

 国際標準化による国際競争力向上 

５－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

 補助金等による導入支援 
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 新エネルギーベンチャービジネスに対する支援の拡大 

 新エネルギー産業構造の形成 

 電気事業制度・ガス事業制度の在り方の検討 

５－Ⅳ．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保 

 電力自由化環境下での原子力発電の新・増設の実現 

 資源確保戦略の展開 

 次世代を支える人材育成 

 中小型炉の海外市場への展開、我が国原子力産業の国際展開支援 

 原子力発電拡大と核不拡散の両立に向けた国際的枠組み作りへの積極的関与 

 国と地域の信頼強化 

５－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

 資源国等との総合的な関係強化（研究開発の推進・協力、人材育成・技術移転、経済

関係強化など） 

 化石燃料のクリーンな利用の開拓 

 

 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金による実施されるもの（事業名

に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金の総

額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

また、事業名に（採択テーマ）と記載された事業は、提案公募事業により採択されたテー

マを記載したものであり、その採択や評価等は、提案公募事業の実施機関の責任の下、実施さ

れるものである。 

 

７．改訂履歴 

（１）平成１６年７月７日付け、省エネルギー技術開発プログラム基本計画、新エネルギ 

ー技術開発プログラム基本計画、燃料技術開発プログラム基本計画、電力技術開発プロ

グラム基本計画、原子力技術開発プログラム基本計画制定。固体高分子形燃料電池／水

素エネルギー利用プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第６号）は、新エネ

ルギー技術開発プログラム基本計画に統合することとし、廃止。 

（２）平成１７年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

６・０６・０４産局第８号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１６・０

６・０４産局第１０号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局

第１２号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１１号）、

原子力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１３号）は、廃止。 

（３）平成１８年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・２５産局第１４号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１７・

０３・２５産局第９号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局

第１７号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１２号）、

原子力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１３号）は、廃止。

また、次世代低公害車技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２９産局第２

号）は、省エネルギー技術開発プログラム基本計画及び燃料技術開発プログラム基本計
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画に統合することとし、廃止。 

（４）平成１９年４月２日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・３１産局第１９号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１８・０

３・３１産局第１５号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局

第１８号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１７号）、

原子力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１６号）は、廃止。 

（５）平成２０年４月１日付け、エネルギーイノベーションプログラム基本計画制定。省エ

ネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２６産局第１号）、新エネル

ギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２０産局第４号）、燃料技術開発プ

ログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第７号）、電力技術開発プログラム基本計

画（平成１９・０３・１６産局第３号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１９・

０３・２３産局第２号）は、本プログラム基本計画に統合することとし、廃止。 

（６）平成２１年４月１日付け制定。エネルギーイノベーションプログラム基本計画（平

成２０・０３・２５産局第５号）は廃止。 



 

（Ｃ）技術戦略マップ―1  
事業原簿 公開版 

（Ｃ）技術戦略マップ（分野別技術ロードマップ） 

 

 技術戦略マップ3は、新産業を創造していくために必要な技術目標や製品・サービス・コ

ンテンツの需要を創造するための方策を示したものであり、経済産業省およびＮＥＤＯが、

産学官の専門家の英知を結集してとりまとめたものである。 

ネットワークは、膨大な量の情報を瞬時に目的地に伝送させることが求められており、

ルータの高速化・大容量化、光ファイバー等の伝送路技術、伝送方式、省エネ技術が重要

である。今後、動画像の送配信や各種IT サービスが普及し、社会で扱う情報量は2025 年

には現在の約200 倍になるとの試算もある。これに対応するため、情報を処理する機器の

台数が大幅に増加するとともに、各機器の情報処理量も急増しており、その消費電力量も

2025 年には現在の5 倍となるとも予測されている。このように、ネットワーク技術は、高

速性、大容量性、安全性に加え、この省エネ対策技術を確立することが必須となっている。 

こうした社会背景から研究開発の推進については、開発目標を戦略的に設定するととも

に、効率的な研究開発体制の構築が重要である。情報量の膨大な増加と消費電力の増加に

対処するため、10Tbps超級のエッジルータ実現のための光デバイスの開発等を行う次世代

高効率ネットワーク先端技術開発（2007～2011 年度）を進めており、更に、2008 年度か

ら「グリーンITプロジェクト」（データ最適配分型革新ルータ技術等）を開始している。 

 また技術開発に伴うリスクが大きく、企業単体で取り組むことが難しいもの、産学官の

連携体制で取り組むことによって、開発が速まり、国際競争上の優位性が期待されるもの

などについては、重要技術と整理している。 

 ネットワーク分野の導入シナリオ、技術マップ、本プロジェクトの関連する主なロード

マップをそれぞれ次に示す。 

                                                  
3 技術戦略マップ： http://www.nedo.go.jp/roadmap/ 
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コア・メトロ アクセス 構内 ホーム
パーソナル
／ボティ

有線 無線 有線 無線 有線 無線 有線 無線 有線 無線

広帯域化

省電力化

大規模化

高機能化
新機能

高信頼化

セキュリティ

共通技術

その他技術

FTTH/PON

★フォトニックネットワーク

TD
M高

速
化

GFP

RPR

★暗号化(14)
★認証サービス(15)

ホットスポット

衛星通信

FMC

照明光通信

xDSL HFC

専用線

SONET/SDH

★量子ネットワーク
(13)

サービス・利用形態

伝送･ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ技術

ディペンダブルネットワーク

★ファ
イバ損
失分散
補償技
術(2)

★ファイ
バ再生
中継技
術(3)

★共通基盤技術(16)

コグニティブ無線

ソフトウェア無線

★高速無線
アクセス(1)

★異種無線LANシステム
シームレス接続

マルチホップ技術

IPv6

ユビキタスネットワーク／アドホックネットワーク／センサーネットワーク

★情報家電ネットワーク(8)

広域ｲｰｻﾈｯﾄ

全光化

★NGN(10)

★=重要技術

コグニティブネットワーク

無線BAN

無線LAN

無線PAN

PLC

Ｗ
Ｄ

Ｍ

UWB

Ｓ
Ａ

Ｎ

★イーサネット高速化(100G←40G←10G ←1G←100M）

★光ノード技術(4)

★省電力化マネージメント技術(7)

★トラヒック監視・対攻撃防御技術(12)
★トラヒック計測・予測技術(11)

光通信ネットワーク

GMPLS

★ポストIP／オーバーレイネットワーキング(9)

★ノード・基地局・端末技術(5)
★無線変復調技術(6)

ネットワーク技術マップ（１／５）
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技術俯瞰図２/５ 
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技術俯瞰図３/５ 
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技術俯瞰図４/５ 
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技術マップ５/５ 
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ロードマップ抜粋２ 
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ロードマップ抜粋３ 
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ロードマップ抜粋４ 



 

（Ｄ）ＮＥＤＯ ＰＯＳＴ および事前評価書 

 

 NEDO POST 4とは、ＮＥＤＯが新規に研究開発プロジェクトを開始するにあたって、プロジ

ェクト案の概要を示し、ウェブを活用して広くパブリック・コメントを集める手段であり、

その結果をプロジェクト検討に役立てることによって、より社会のニーズに適合したプロジ

ェクトを効率的に実施するためのコミュニケーション・ツールである。図のように、３つの

フェーズごとに意見収集を行い、プロジェクト基本計画の策定などに利用している。 

 事前評価書は、新規に事業を開始する際に事業の推進部自らが、別途定められた評価項

目・基準によって評価するものである。これによって、事業目的、目標設定根拠の明確化、

実施内容の重複排除等を行い、事業の効率的かつ効果的な実施を行っている。本プロジェク

ト立ち上げにあたって公開された NEDO POST および事前評価書を次ページ以降に示す。 

 

 

 

＜NEDO POST1＞  

 NEDO の新規研究開発プロジェクトに関

して、主にプロジェクト実施の必要性、有

効性の観点からのご意見を求める。 

 

 

 

＜NEDO POST2＞ 

 NEDO の新規研究開発プロジェクトに関

して、主にプロジェクトの実施内容につい

てご意見を求める。 

 

 

＜NEDO POST3＞ 

NEDO の新規/拡充研究開発プロジェクトの

基本計画（案）を提示してパブリック・コ

メントを求め、かつ公募に先立って計画の

概要をお知らせする。 
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「次世代高効率ネットワークデバイス技術開発プロジェクト（案）」に対するパブリックコメント募集の結果について 

  

平成１９年○月○日 

ＮＥＤＯ技術開発機構 

電子・情報技術開発部 

 

ＮＥＤＯ ＰＯＳＴ ３において標記基本計画（案）に対するパブリックコメントの募集を行いました結果をご報告いたします。 

みなさまからのご協力を頂き、ありがとうございました。 

 

１． パブリックコメント募集期間 

平成１９年２月１９日～平成１９年２月２５日 

２． パブリックコメント投稿数＜有効のもの＞ 

計０件 
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事前評価書 

作成日 平成 19 年 2 月 16 日 

１． 事業名称 

 （コード番号） 

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 

２．推進部署名  電子・情報技術開発部 

３．事業概要 

(1)通信ネットワークが社会インフラ、ライフラインとなり、そ
の重要性がますます高まることは明白であるが、公衆網トラヒ
ックやローカルネットワーク、機器内の情報通信量の急激な伸
びは今後も続くと予想される。従って、省エネルギー対策とし
て、情報通信ネットワーク基盤機能の飛躍的向上を実現する技
術が必要である。 

  本プロジェクトでは、これらの要求に応えることのできる大
容量ルータ・スイッチおよび、超高速ローカルネットワークの
省エネルギー化を実現するための、デバイス、集積化・モジュ
ール化、システム化およびトラフィック制御技術の開発を行
う。 

(2) 事業規模：総事業費（国費分） 58 億円（委託） 
(3) 事業期間：平成 19 年度～23 年度（5 年間） 

４．評価の検討状況 

（１） 事業の位置付け・必要性 

 本事業は、エネルギー・環境政策のうち省エネルギーの推進に資するものであり、省

エネルギーを通じたＣＯ２排出削減を通じた地球温暖化抑制に貢献することを目的とす

る。省エネルギー技術戦略【省エネ型情報生活空間創生技術（民生分野）の技術戦略マ

ップ】において、機器・設備の省エネ技術開発：次世代高速通信に位置づけられる。ま

た、技術戦略マップ【ネットワーク分野】におけるデバイス技術からアプリケーション

技術に至る様々な項目に対応するとともに、半導体分野における将来デバイスに対応す

るものである。 

次世代、次々世代ネットワークの省エネルギー化のためには、高性能デバイス技術と

してのネットワークデバイス基盤技術並びに周辺技術が必要不可欠であり、本事業はこ

の実現を目指すものである。具体的には超高速スイッチング素子、直接変調光源やこれ

ら素子を実装、集積化した小型・高機能モジュール、超高速回線対応トラヒックモニタ

リング技術及び SFQ（単一磁束量子）スイッチを用いた光入出力の実現により、飛躍的

な省エネルギー化が可能となる。 

 さらに本事業は、省エネルギー技術の実現により、我が国が優位にある光デバイス及

びその周辺(電子デバイス技術を含む)の基盤技術及びそれらデバイスの集積・実装技術

の維持・向上に繋がり、国際的な産業競争力の強化が期待できる。 



 

（Ｄ）ＮＥＤＯＰＯＳＴおよび事前評価書―9  
事業原簿 公開版 

（２） 研究開発目標の妥当性 

 本事業は、実用化を念頭に置いたネットワークデバイス基盤技術、SFQ 回路技術及び

その周辺技術開発により、Tbps 超級の大容量伝送およびルーティングにおいて重要とな

る超高速スイッチングの機能・特性の向上を図り、従来にない低消費電力で超高速な素

子・ネットワークの実用化を目指すものである。さらに、高速インターフェイス技術や

集積化技術の確立、ネットワークトラヒックにおける多数フロー情報の同時分析、高効

率スクリーニング技術の確立を目指す。これらの成果によりネットワークキーテクノロ

ジーとして省エネルギー技術基盤が構築され、現在我が国が優位にある基盤技術分野で

の革新的光デバイス産業技術が強固なものとなり、ネットワーク分野における国際的な

産業競争力の強化が期待される。 

 そこで、本事業においては、共通基盤技術として、実用化レベルの動作条件で平成 21

年度までに 25Gbps/ch の通信容量を有する発光素子を開発するとともに、超高速通信用

高速制御デバイス等の周辺技術開発も行う。さらに、平成 23 年度までに実装・集積化技

術を確立させ、25Gbps/ch で 10mW/Gbps の低消費電力化、および 40Gbps/ch の通信容量

を有する発光素子の開発を目指す。その上で、160Gbps/ch の集積型ネットワークインタ

ーフェイスモジュールを実現する。一方で、超 40Gbps 回線に対応することを目的とした

ネットワーク運用管理としてトラヒックモニタリングおよび光入出力スイッチングとし

ての SFQ 素子を実証することを目標とする。目標設定については、今後も委員会、有識

者ヒアリングなどで意見を聴取し、妥当性について検討を行う。 

（３） 研究開発マネジメント 

公募を行い、他のプロジェクトとの連携を踏まえつつ、産学官連携のもと最適な実施

体制を構築する。また、プロジェクトリーダーを選定し、プロジェクトリーダーと密接

な関係を維持しつつ、本研究開発の目的及び目標を踏まえ、予算配分や事業計画の策定・

見直しを行う。さらに、必要に応じて、外部有識者の意見を運営管理に反映させる。研

究開発開始後 3 年目に中間評価を予定しており、その結果も踏まえ、適切な運営管理に

努める。 

（４） 研究開発成果 

 本事業における目標を達成することにより、高機能次世代高効率ネットワークデバイ

ス技術や光・電子インターフェイス及び集積化技術、高速トラヒックモニタリング技術

による 40Gbps 超回線の運用管理が可能となるなどネットワーク分野における共通基盤

技術が確立し、省エネルギー化に大きく資すると見込まれる。さらに、この省エネルギ

ー技術が、現在、我が国が優位にある高速光デバイス、高速光・電子インターフェイス

技術及び集積化技術の分野での革新的基盤産業技術をより強固にし、それらをネットワ

ークシステム機器の技術開発に結びつけることによりすることで、国際的な産業競争力

の強化が期待できる。 

（５） 実用化・事業化の見通し 

 次世代高効率ネットワークデバイスの一つとして、高速光デバイス及びそれを集積化

したモジュールは 2012-2016 年の 5 年間の市場規模 800 億円、また、2022 年においては

本デバイスを用いた高効率ネットワーク機器を含めた波及効果として 14 兆円が予測さ

れており、本事業においては、その投入費用に対して、非常に大きな効果が期待できる。

 また、これら技術を適用したスイッチ機器やルータ機器を早期に市場投入するにより、

ローカルエリアネットワークや公衆網のエッジノードクラスのミッドレンジ、ローエン

ドルータ市場の競争力強化が期待できる。 

（６） その他特記事項 

特になし。 
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５．総合評価 

我が国のネットワーク分野においてトラヒックとともに急増する電力消費の低減へ対

応するため省エネルギー技術の促進は不可欠である。しかしながら、革新的な技術開発

は、それを実用化するまでには多額の資金と相当の期間が必要であると見込まれる。一

方企業においては、競争が激しく、本事業のような革新的なテーマには着手できずにい

る状況にある。 

したがって、省庁間の連携をはかりつつ、積極的に推進すべきである。具体的には NICT

等のプロジェクトとの連携による情報の共有、成果の相互利用を積極的に行い、効率的

な研究開発を図る必要がある。また、キャリア企業とベンダ企業及び大学間で連携して、

実用化に取り組むスキームが肝要である。その一例として、集中研を設置することによ

り、効果的・効率的に推進し各企業、研究所及び大学の得意分野を生かすことが必須で

ある。 

（注）事業の全体像がわかる図表を添付すること。 
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（Ｅ）プロジェクト用語集（公開版） 

用語 説明 

AFM 

Aggregated Flow Mining の略。アラクサラネットワークス（株）

が独自開発したトラヒック分析手法の一つで，大容量のトラヒ

ックの中からパケットサンプリングを行わずに重要トラヒック

をリアルタイム抽出する技術である。 

AOC 

オフセット電圧補償回路（ Automatic Offset Control ）の略。

デバイス特性ばらつきなどによって、差動増幅器の出力に発生

するオフセット電圧を検出し、補償する制御のこと。 

ATC 

基準電圧生成回路（Automatic Threshold Control） の略。自

動しきい値調整、入力信号の大きさの変動に応じて、レベル検

出するしきい値レベルを追従して変化させる制御のこと。 

Back-to-Back 
送信機と受信機を直接に（もしくは、極短距離で）接続した状

態。 

BER 

Bit Error Rate の略。通信で用いられる符号誤り率で、一定の

時間内での送信される符号総数に対する、誤って受信された符

号数の比率で示される。 

BiCMOS 

bipolar complementary metal oxide semiconductor の略。一つ

の基板に、バイポーラトランジスタと CMOS の両方を使って回路

を構成。 

CMOS 

相補型金属酸化膜半導体（complementary metal oxide 

semiconductor）の略。 

 ｐチャネルとｎチャネルの MOSFET(MOS 型電界効果トランジス

タ)を相補的に配置したゲート構造を有する半導体デバイスの

基本構造。論理が反転する際に MOSFET のゲートを飽和、もしく

は引き抜くための電流しか流れないため、消費電力の少ない論

理回路が構成できる。 

CPU 

Central Processing Unit の略。中央処理装置。コンピュータを

構成する部品の一つで，プログラムに従って演算などのデータ

処理を実行する。コンピュータの中核を担う部品である。 

Demux 

demultiplexing あるいは demultiplexer の略。シリアル信号を

複数のパラレル信号に変換すること。これを動作するデバイ

ス・装置。 

DFB 

Distrubited Feedback の略。半導体レーザの光共振器構造の

一種。共振器内部に回折格子が作りこまれており特定の波長

だけが正帰還を受けるので、単一モード発振が得られる。 

DWDM 
Dense Wavelength Division Multiplexing の略。波長の間隔を

高密度化した波長分割多重方式。 

EA 

電界吸収型変調器（Electro-absorption modulator）の略。電

圧を印加して光吸収量を変化させることにより、光の強度変調

を生じさせる光デバイス。 

EML 

(Electro-Absorption Modulated Laser) 

電解吸収型光変調器と光源となるレーザーダイオードを集積

化した光半導体素子。主に、10Gbps を超える光送信器の光源

として使用する。 

FE 
フロントエンド（front end）の略。光素子と電気回路のインタ

ーフェース部分を担うアナログ電気回路。 
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FPC 

(Flexible Printed Circuits） 

フレキシブルプリント基板とは、柔軟性があり大きく変形さ

せることが可能なプリント基板。光トランシーバ分野では、

光デバイス、回路基板間を簡易かつ小型に接続する。 

FPGA 
Field Programmable Gate Array の略。論理回路が書き換え可能

なプログラマブルロジックデバイス。 

FR4 
ガラス繊維を編んだ布にエポキシ樹脂を含侵させたプリント基

板の機材。安価なため、一般の回路実装に使用される。 

Ft 
電流遮断周波数（cutoff frequency）の略。回路の利得が通常

値より 3dB 以上低下する周波数の最大限界値。 

Gbps 
Giga bit per second の略。データ通信速度の単位の一つ。

一秒間に何十億ビットのデータを送れるかをあらわす。 

gm 

相互コンダクタンス（mutual conductance）の略。増幅回路に

おける電圧増幅率と負性抵抗の比例係数。相互コンダクタンス

の大きい増幅素子ほど高い増幅率を得やすい。 

HD-SDI 
ハイビジョン機器間を接続するためのシリアルデジタルインタ

ーフェス規格。伝送速度は、約 1.5 Gbps。 

ITU-T G.sup43 
ITU-T にて承認された 10G Ethernet 信号の OTN 上の転送に関す

る補助文書。 

Junction-down 実装 基板側を上にして素子をサブマウント上に実装すること。 

LA/TIA 
Limiting Amp / Trans impedance Amp の略。受光素子からの微

弱な電気信号強度を増幅するための増幅器。 

LAN 
Local Area Network の略。ビル内など敷地が限定された範囲で

構築されているコンピュータネットワーク。 

LD 

Laser Diode の略。半導体レーザ。半導体の pn 接合からなる

発光素子で、電流を注入するとレーザ光を放出する。光通信

や光ディスクの光源として用いられる。 

LDD 

Laser Diode Driver の略。光通信で用いられる発光素子（Laser 

Diode）  を駆動するための IC。発光素子としては VCSEL

（Vertical Cavity Surface   Emitting LASER） 、DFB

（Distributed FeedBack）レーザ等が用いられる。 

Mux 

multiplexing あるいは multiplexer の略。 複数のパラレル信

号をシリアル信号に変換すること。これを動作するデバイス・

装置。 

NIC 
(Network Interface Card)ネットワークインターフェースカ

ード。LAN などのネットワークに接続するための拡張カード。

NRZ 

non-return-to-zero の略。 信号変調方式の一種。論理１の入力

のときに出力が反転（０から１へ、あるいは１から０へ）し、

論理０の入力では出力が反転しない。 

OTDM 

Optical Time Divsion Multiplexing の略。光領域上で、時

分割多重を行う伝送技術。電子デバイスの動作スピードより

高速なシリアル伝送を実現することが可能。 

OTN 
Optical Transport Network の略。波長多重伝送技術を用いた大

容量のパス転送ネットワーク。 

OTU 
Optical Channel Transport Unit の略。OTN における各波長単

位で伝送される伝送フレーム。 

PD 

Photo Diode の略。光通信で用いられる半導体で構成された受光

素子。入射した光強度に応じた電流が生じる原理を利用し、光

信号から電気信号への変換を行う。 
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PIN-PD 

p-i-n photodiode  

半導体で構成された受光素子の一種。受光部である半絶縁型の

半導体層が p 型半導体ならびにｎ型半導体ではさまれた構造を

持つ。 

PRBS 
pseudo random binary sequence の略。ビット誤り率を評価する

際に用いられる擬似乱数のビット列。 

RGC 

レギュレーテッドカスコード（regulated cascode）の略。縦積

みしたトランジスタにより局所ループを生成し、低入力インピ

ーダンスを実現する回路方式。 

ROSA 

Receiver optical subassembly の略。 ファイバから光を受信し、

電気信号へと変換するもの。フォトダイオードと TIA から構成

される。 

SAN 

(Storage Area Network) 

外部記憶装置間および記憶装置とコンピュータの間を結ぶ高

速なネットワーク。 

SerDes 
Serializer/Deserializer の略。シリアル信号、パラレル信号を

相互変換する電子回路。 

SDH/SONET 

SDH（Synchronous Digital Hierarchy：同期デジタル・ハイ

アラーキ）と SONET（Synchronous Optical NETwork：同期光

伝送網）の総称。低速な回線を階層的に積み上げて多重化す

ることにより、回線の高速化を実現する光伝送技術の規格。

SFQ（単一磁束量子）回路 

超電導体で作られたリングに、磁束を 2.07×10－15Wb を一つの

単位として閉じ込めることができる。この単位を単一磁束量子

または英語表記で SFQ(Single Flux Quantum)と呼ぶ。SFQ 回路

とは、超電導リング中の SFQ の有無を情報の”1”,”0”に対応

させて演算を行う回路である。 

SHV 
7680×4320 画素の映像を中心とした超臨場感システムの愛称で

ある「スーパーハイビジョン」の略 

SiGe 

シリコンに少量のゲルマニウムを添加した半導体素材。純粋な

シリコンよりも電導性が高く、これで構成された半導体回路は

純粋なシリコン半導体回路よりも消費電力が小さく、雑音が低

いのが特徴。 

SK 型量子ドット 

Stranski-Krastanow 型量子ドットの略。半導体格子定数のミス

マッチによる歪緩和現象により形成される島状の量子ドット。

代表的な例として GaAs 上に形成された InAs 量子ドットがある。

SMF 
Single Mode Fiber の略。単一光モードのみ伝播可能な光ファイ

バ。 

SMP 
sub miniature push-on connector の略。高速信号伝送に適した

小型プッシュオン型コネクタのこと。 

SOA 

Semiconductor Optical Amplifier（半導体光増幅器）の略。電

流注入で反転分布を作り出した半導体活性層における誘導放出

過程により、外部から入射した光信号の増幅を行う素子。素子

長は 1mm 程度と小型で、利得帯域が広いなどの特長を持つ。 

SOI 

（Silicon On Insulator） 

シリコン基板上にシリコン酸化膜と更にその上にシリコン層が

形成された基板構造で、CMOS 電子回路やシリコンフォトニクス

のウェハー基板として使用されている。 
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TEC 

Termoelectric Cooler 

主に、ペルチェ効果を利用して、温度調節を行うためのもので、

電子光学機器などのパッケージモジュール内に使用されること

が多い。 

TIA 
トランスインピーダンスアンプ（Trans-impedance amplifier）

の略。電流を電圧に変換する増幅器 

VSR 
Very Short Reach の略。2km 程度までの短距離用光トランシ

ーバ。LAN などに多用される。 

WAN 
Wide Area Network の略。離れた場所にある LAN どうしやネット

ワーク装置を接続する広域ネットワーク。 

WDM 

波長多重分割（Wavelength Division Multiplexing）の略。光

ファイバ通信において、波長の違う複数の光信号を同時に利用

する(多重化）ことで、波長数分だけ伝送容量を拡大する技術。

アイパターン 
信号波形の遷移を多数サンプリングし、重ね合わせてグラフィ

カルに表示したもの。 

アンクールド動作 

周囲の温度が変化しても素子の温度制御することなく動作する

こと。温度制御素子が不要となるため光送信器の小型化、低コ

スト化が可能となる。半導体レーザでは伝導帯のバンド不連続

が大きく電子の閉じ込めが強い材料系がアンクールド動作に適

している。 

エッジルータ 基幹通信回線のエッジ（端）に配置されるルータのこと。 

エラー補正回路 

超電導コンパレータの遷移領域におけるグレーゾーンを避ける

ための回路である。位相が半周期ずれた 2 個のコンパレータを

用意し、下位ビットの結果に応じてどちらかのコンパレータを

選択する。 

カレントリサイクル 

SFQ 回路に流す直流のバイアス電流を何度でも使い回す（リサイ

クル）技術である。ただし、リサイクルする各回路のグランド

は別にする必要があり、グランド毎に信号線は直流的に切り離

し、インダクティブもしくはキャパシティブに接続する必要が

ある。 

ゲートウエイ 複数の通信ネットワーク形態の接続境界部分およびその装置。

コラムナ型量子ドット 

SK 量子ドットが密接に積層された量子ドット構造。積層数を変

化させて量子ドットのアスペクト比を変えられるため、光偏光

特性の制御が可能となる。 

コンパレータ 

ＡＤC のメインとなる回路で入力信号の”1”、”0”を判定する。

超電導 ADC の場合、超電導リングに発生する電圧の周期性を利

用しているため、半導体 ADC と比べてコンパレータの数が大幅

に少なくてすむ、という利点がある。 

サブバンド間遷移素子 

光励起による量子井戸の伝導帯のサブバンド間の電子の遷移を

利用した素子で、光励起で屈折率かわるため、光に位相変調を

掛けることができる。サブバンド間遷移（Intersubband 

Transition)の頭文字で ISBT 素子と略称する。 
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ジョセフソン接合 

二つの超電導体を弱く結合したデバイス。そこを流れる電流が

臨界電流と呼ばれるある一定値を越えると、超電導体状態が破

れ、電圧が発生する。 

ダイナミックレンジ 
信号パワーレベルを変えても、デバイスあるいは装置の動作機

能を保てる最大および最小パワーレベル範囲。 

トラヒック 
ネットワークを流れているパケットの集まり全体を総称してト

ラヒックと呼ぶ。 

パケット 

コンピュータがネットワーク上でデータ転送する際の最小単

位。パケットには，転送したいデータ本体の他，そのデータの

送信元コンピュータと宛先コンピュータを示すアドレス情報な

どが含まれる。 

パケットサンプリング 

トラヒックを分析する手法の一つ。ネットワーク回線が高速に

なると流れるパケットの総量も増えるため，その全てを取り出

して分析することが困難となる。そのため，パケットを一定の

比率でサンプリング抽出し，それに対する分析結果から統計学

的に全体を推定する。十分なサンプリング量が得られないと誤

差が大きくなる欠点がある。 

バタフライモジュール 
光モジュールでリードピンがパッケージの両側に配列して構成

された形態のもの。 

ビットレートフリー 
通信速度（ビットレート）に依存せずデバイスあるいは装置の

動作機能を保つこと。 

フラッシュ型 AD コンバー

タ 

AD コンバータ（ADC）には、サンプリングスピードの速さを重視

したタイプと分解能の高さを重視したタイプとがあるが、高速

性を重視したタイプである。通常 4～6 ビットの分解能でサンプ

リング周波数の高さが主な性能指標となる。 

フロー 

送信元と宛先が同一である一連のパケットの集まり。一つのパ

ケットに格納できるデータの大きさには制限があるため，ある

コンピュータが他のコンピュータにデータを転送する際，多く

の場合そのデータは分割されて複数のパケットに格納して転送

される。その一連のパケットをフローと呼ぶ。 

マルチプレクサー 

多重化装置を指す。本プロジェクトでは、例えば 40Gb/s の光信

号４つを夫々長さの異なる導波路に通して時間差をつけて重ね

ることで、40Gb/s を 60Gb/s に多重化するマルチプレクサー用い

る。 

リアルタイムオシロスコ

ープ 

高速のサンプリング周波数を用いることで高速波形をリアルタ

イムに観測できるオシロスコープである。繰り返しではない突

発的に現れる波形を観測することができる。 

リング光共振器 

リング状に形成された光回路。一方の直線光導波路から入力さ

れた光の中で、特定の波長をもつ光だけが共振して他方の光導

波路から周期的に出力される特徴をもつ。 

ルータ 

ネットワーク上でパケットの転送を行う装置。ルータは複数の

ネットワーク回線に接続され，受信したパケットに含まれるア

ドレス情報から送信先として適切なネットワーク回線を選択し

て転送する。パケットは複数のルータをバケツリレーのように

転送されて最終的な宛先コンピュータに届く。 
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位相変調効率 

光励起で信号光の位相を変える効率を位相変調効率という。1pJ

の光エネルギで励起したとき、何ラジアン位相が変わるかで表

現する。単位は rad/pJ。 

位置合せトレランス 光ファイバとの位置合わせ精度の許容幅(トレランス)のこと。

干渉計 

光を一旦二つに分岐して再度合成する。合成するときの夫々の

光の位相によって、光が強めあったり、逆に打ち消しあったり

する。この効果を利用して、光の位相などの評価を行うのが干

渉計である。Mach-Zehnder 型や Michelson 型の干渉計がある。

干渉計型全光スイッチ 

干渉計の二つの光路の一方に光励起で屈折率が変わる素子を置

くことで、光励起で光の位相を変え、干渉の状態を変えること

が出来る。この仕組みの光スイッチを干渉計型光スイッチとい

う。 

緩和振動周波数 

パルス状の電流注入などで半導体レーザの内部状態を変化させ

ると、光とキャリアの過渡応答において共振現象が起こり、光

出力が振動する。これを緩和振動と呼び、その振動の周波数を

緩和振動周波数という。半導体レーザの応答速度を決める重要

な性能指標の一つで、記号では通常 fr で表す。 

光 I/O 
光入出力（Input/Output）の略。光信号を入力ならびに出力す

ること。 

受光感度 光の入力パワーに対する光電流への変換効率。単位は A/W。 

受信フロントエンド

（Front End:FE） 

光素子と電気回路のインターフェース部分を担うアナログ電気

回路。 

石英 PLC 

(Planer Lightwave Circuit：平面光回路) 

石英材料を用いた平面光回路で、一般にフィルターやカプラー

などの受動光学部品でよく使われている。単位長さあたりの光

波導波損失は低いが、導波路曲げ半径は、数百 um から数 mm 程

度と大きい。 

単一モードレーザ 

一つの波長成分のみの光を発生する半導体レーザ。レーザ内の

光強度分布が一つの縦モードとなるので単一モードと呼ばれ

る。レーザ内部に波長選択性を有する回折格子を備えることが

多い。 

直接変調レーザ 

半導体レーザに注入する電流を直接変化させることで光出力を

変調する半導体レーザ。外部変調器を利用した場合よりも小

型・低消費電力化に適している。 

熱光学効果 

例えば、シリコンや石英などの光学材料の温度が変化した時に

生じる屈折率変化を言う。この効果を表す指数として熱光学係

数があり、酸化シリコンとシリコンは、それぞれ、1×10-5[K-1], 

1.84×10-4[K-1]である。 

波長変換 光通信信号を運ぶ光波長を異なる波長へ変えること。 

分布反射鏡（DBR) 

周期的な屈折率分布が形成された回折格子を有する導波路で、

回折格子の多重反射効果により反射鏡として機能する。DBR は

Distributed Bragg Reflector の略。 

面入射型フォトダイオー

ド 

半導体光吸収層に対して垂直に光を入射させて光を検出するフ

ォトダイオード。 



 

（Ｅ）プロジェクト用語集―7  
事業原簿 公開版 

利得 

半導体レーザ内部では光の増幅が起こっており、単位長さあた

りで光が増幅される割合が利得である。光閉じ込めを考慮した

導波路を伝搬する光に対する利得から内部損失を引いたものを

正味利得と呼ぶ。 

量子ドット 

大きさが数ナノメートルから数 10 ナノメートルの半導体微結

晶。電子が３次元的に閉じ込められ、状態密度がエネルギーに

関してデルタ関数的に完全に離散化したエネルギー準位が形成

されることから、光素子への適用により低閾値、低消費電力化、

温度特性改善が可能となる。 

 



Ⅰ．事業の位置付け・必要性について 
 
１． ＮＥＤＯの関与の必要性・制度への適合性 
 
１．１ ＮＥＤＯが関与することの意義 
1.1.1 政策への適合性 
 通信ネットワークは、現在すでに通信ネットワークが社会のインフラ、ライフラインと

なり、その重要性がますます高まっている。その中でインターネットトラヒックのように 1
年間に 2 倍にも達する公衆網トラヒックの急激な伸びは今後も続くと予想される。このよ

うにインターネット上でのトラヒックが急速な勢いで増加し、将来的には大容量の画像情

報コンテンツなどがネットワーク上を超高速で縦横に往来することが予想される中、社会

生活の安全・安心の確保やビジネスチャンスの拡大を図るには、光通信ネットワーク基盤

技術の飛躍的な向上が必要である。また、基幹通信網だけでなくローカルなネットワーク

や機器内の情報通信においても、光技術を適用することによる高性能化、低消費電力化等

の飛躍的向上が期待されている。 
一方、情報通信の高度化にともなう通信データの大容量化を支える光通信・デバイス技

術は、我が国が世界をリードしてきた技術分野であり、今後もその優位性を保ちつつ、さ

らに国際競争力を維持発展させていくためには新たな技術領域を開拓していく必要がある。

これらの実現のためには、光通信ネットワークデバイスおよびシステムの開発と同時に、

システムサイドと密接に連携した省エネルギー・高機能の革新的な光デバイス・装置の技

術開発が重要であり、我が国としてその開発を戦略的に推進していくことが重要である。 
 こうした中、我が国の政府も情報通信分野を重視した研究開発政策を進めている。これ

までに政府は、「科学技術創造立国」を国家戦略として打ち立て、科学技術基本法の下で「科

学技術基本計画」に基づいて、創造性豊かな人材や、有限な資源を活用し最大限の成果を

生み出す仕組みを創り出すことを目指し、総合的な施策を強力に推進してきた。ネットワ

ーク技術が含まれる情報通信分野は、総合科学技術会議の「第３期科学技術基本計画」（計

画年度平成１８年度から２２年度）においても「重点推進４分野」（ライフサイエンス、情

報通信、環境、ナノテクノロジー・材料）のひとつとして位置付けられ、すべての国民が

ＩＴの恩恵を実感できる社会の実現として、大容量の情報を瞬時に伝え、誰もが便利・快

適に利用できる次世代ネットワーク技術として優先的な資源配分を行う対象となっている。

また経済産業省の「新産業創造戦略２００５」（平成１７年６月）においても、情報通信分

野は新産業分野としての情報家電を支える技術であり、今後も大いに推進する必要性が述

べられている。また、内閣府に平成１３年度から設置されたＩＴ戦略本部（高度情報通信

ネットワーク社会推進戦略本部）によるｅ-Ｊａｐａｎ、 ｅ-ＪａｐａｎⅡにおいてブロー

ドバンド化に向けたインフラ整備が進められ、さらにｕ-Ｊａｐａｎによって生活の隅々ま

でＩＣＴが融け込むユビキタスネット社会の実現政策が進められている。この中で「ＩＴ
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新改革戦略」においては、次世代のＩＴ社会の基盤となる研究開発への戦略的な取り組み

として、国際競争力の維持・強化に向け、光ネットワーク等我が国がリードするＩＴや他

分野の基盤となるＩＴの研究開発を重点的に推進することが方策として採り上げられてい

る。「重点計画２００８」（平成１９年８月）の中においてもＩＴを駆使した環境配慮型社

会の実現に向けて、ＩＴ機器によるエネルギーの使用量の抑制として超高速の光/電気イン

ターフェース技術の飛躍的な高機能化・低消費電力化、次世代の情報通信ネットワークの

構築のための要素技術の確立が具体的な施策として取り上げられている。またこの流れは、

デジタル社会実現のｉ-Ｊａｐａｎ２０１５戦略に引き継がれている。さらに経済産業省の

「経済成長戦略大綱」（平成１９年６月改定）においても「持続的なＩＴの活用を可能とす

るため、半導体やＩＴ機器・システムの省エネルギー技術の開発を強化するとともに、省

エネ法におけるトップランナー制度の活用等、研究成果の普及に向けた取組を進める」と

示されている。このように、情報通信技術に関する政策は多く、国家的な戦略として支援

が行われている。 
 このような位置付けのもと、経済産業省「イノベーションプログラム基本計画」（平成

２０年４月）が策定されている。このうちＩＴイノベーションプログラムでは、我が国が

目指す高度情報通信ネットワーク社会の構築に向けて、情報化の進展に伴うエネルギー消

費量の増大等の課題に考慮した情報通信技術を開発し、実社会への利用を促進することが

ねらいとなっている。また、エネルギーイノベーションプログラムでは、総合エネルギー

効率の向上に資する技術開発とその成果の導入を促進する取り組みが行われる。独立行政

法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、ＮＥＤＯと略記する）が実施する「次

世代高効率ネットワークデバイス技術開発」（以下、本プロジェクト）は、このＩＴイノ

ベーションプログラムおよびエネルギーイノベーションプログラムの一環として実施する

ものである。 

 以上のように、本プロジェクトが目指す情報通信技術の開発および省エネ技術の開発は、

国の産業技術政策とも合致するものとなっている。 

 

1.1.2 ＮＥＤＯ中期計画における位置付け 

 ＮＥＤＯの第２期中期計画1においては、情報通信分野の目標として、高度な情報通信（Ｉ

Ｔ）社会の実現とＩＴ産業の国際競争力の強化があげられている。そのためのネットワー

ク技術の開発として、ＮＥＤＯではシステム開発と連携したネットワークの個別デバイス

及びそれらを集積化したモジュールの超高速化と省電力化開発を促進し、その上でシステ

ム全体の低消費電力化を実現する技術の開発を推進している。 

 図Ⅰ-1-1 にＮＥＤＯにおける電子・情報技術開発部の取り組みをまとめて示す。ここで

示す５つの技術分野（半導体技術、ストレージ・メモリ技術、コンピュータ技術、ネット

ワーク技術、ユーザビリティ技術）は、経済産業省の「技術戦略マップ」における情報通

                                                  
1 NEDO 中期計画： http://www.nedo.go.jp/jyouhoukoukai/tsusoku/cyuukikeikaku2.pdf 



信分野の区分、およびＮＥＤＯの「技術ロードマップ」の区分に対応するものである。Ｎ

ＥＤＯでは、本プロジェクトのネットワーク技術を一つの大きな分野に位置付け、基幹ネ

ットワークの高速大容量化と低消費電力化に取り組む。 

 

 

①継続的イノベーションを具現化するための科学技術の研究開発基盤の実現
②革新的IT技術による産業の持続的な発展の実現
③すべての国民がITの恩恵を実感できる社会の実現

いつでも、どこでも、誰でもITの恩恵を実感できる社会の実現（IT新改革戦略）ＩＴ戦略本部

総合科学
技術会議
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Ｔ
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高い可用性、信頼性
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ストレージ・メモリ技術
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低消費電力の不揮発性メモリ
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Application 
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図Ⅰ-1-1 ＮＥＤＯにおける電子・情報技術開発部の取り組み 

 

1.1.3 ＮＥＤＯが関与する必要性・意義 

本プロジェクトは、次の視点からＮＥＤＯが関与する必要性・意義がある。 

 

（１）公益性とＣＯ２削減効果 

ネットワークで伝送されるデータ量は、産業界におけるＩＴ機器を使った情報交換やＷ

ｅｂベースでの情報処理や情報のデータベースなどばかりでなく、個人ベースでもＦＴＴ

Ｈの普及によりインターネットのブローバンド契約者の増加や音楽・映像コンテンツを中

心とするトラフィックの大容量化によって、図Ⅰ-1-2に示すように近年急激に増加してき

ている。 
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   図Ⅰ-1-2  国内主要ＩＸにおけるトラヒックの集計（2008総務省ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾄﾗﾋｯｸ） 
 
今後もさらに通信と放送の融合により、高品位の音楽・動画ネット配信が増え、また次

世代ネットワーク（ＮＧN）などの情報化社会の進展にも伴って、インターネット上の情報

量は２０２５年までに２００６年の１９０倍程度まで増加する可能性がある。その結果、

ＩＴ機器の台数が増加し、その消費電力は２０２５年には２００６年の５倍、日本の電力

消費量の約２割にも達する恐れがある。この中でネットワーク機器はＩＴ機器の４３％を

占め、実に１３倍の増加が予想されることから、ネットワーク機器の消費電力量を抑制す

ることは喫緊の課題である。(図Ⅰ-1-3) 

 

 
図Ⅰ-1-3 インターネットのトラヒックの増加予想とＩＴ機器の電力使用予想（経済産

業省資料から） 
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こういった状況の中で、ネットワークのコアからメトロへの重要な中継ポイント（ノー

ド）となり、その総数の伸びが大きいと考えられる大規模エッジルータや、スーパーハイ

ビジョンに代表される大容量画像データの伝送が可能な次世代高速・大容量ネットワーク

においてネットワーク機器の消費電力軽減は必須の課題である。 
一方、我が国は、エンド・ツー・エンドを光ファイバ接続したサービスが全国規模で展

開済みであり、世界でも稀な超高速ネットワークインフラが完備している。またコンシュ

ーマに対してＦＴＴＨが普及していることはよく知られているが、企業に対して全国規模

の広域イーサネット接続サービスが提供されている唯一の国でもある。この点で，未だに

メタルケーブルのＶＤＳＬやＷＬＬ(Wireless Local Loop)に頼らなければ、携帯電話網の

面展開すら覚束ない欧米の市場と大きく異なる。つまり、光ファイバ接続を前提とした低

消費電力の高速ルータ・スイッチへの通信事業者需要はどの国より高く、かつ切実である。

このような先進的国内市場をターゲットに、我が国が世界をリードしている光デバイスの

先端技術をベースに、既存技術をブレークスルーする次世代の通信ネットワークに必要な

低消費電力かつセキュアな高速ルータ・スイッチ等の開発に注力する。これにより、世界

の市場動向を先取りして、通信機器の低消費電力化を実現し、低迷している我が国通信機

器産業の国際競争力の強化を図る。 

世界的に開発競争が激化している中、今後のネットワークに求められる大容量情報伝送

を省エネルギーで実現していくため、産学官の連携により、先進的な技術開発を促進する。 
 

（２）国際競争力確保 
 光通信機器の世界市場を見ると、２００７年度は約４兆３５００億円であり、２０１２

年は約５兆４２００億円と大幅な伸びが予想されており（富士キメラ総研 ２００８光通

信関連市場調査）、その後も情報通信量の膨大な伸びを考えれば、その急激な成長が予想さ

れる。それら世界市場の中で、これまで光通信・デバイス技術は、我が国が世界をリード

してきた。たとえば４０Ｇｂｐｓ、１０Ｇｂｐｓの最高速光インターフェーストランシー

バーでは日本企業が多くのシェアを取っている。しかしながら、コモディティ化が進む低

速の製品ではシェアを落としている（図Ⅰ-1-4）。 
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図Ⅰ-1-4 通信ネットワーク機器市場動向（WW）（富士キメラ総研2008光通信関連市場総調査から） 

 

また、ネットワークノード機器では米国企業がほぼ独占状態であり、ＳＤＨ／ＳＯＮＥ

ＴとＤＷＤＭ装置を合わせたコア・メトロネットワーク光伝送装置、ルータ、ＬＡＮスイ

ッチのネットワーク伝送装置では欧米企業の強さが目立つ（図Ⅰ-1-5、図Ⅰ-1-6、図Ⅰ-1-7）。

そのような中、コア・メトロネットワーク伝送装置市場で、富士通は北米を中心にＳＤＨ

／ＳＯＮＥＴとＷＳＳ（波長選択スイッチ）搭載機を主力展開し、１１％のシェアを確保

して健闘している。またＮＥＣは１０％以下のシェアではあるが、ＳＤＨ／ＳＯＮＥＴと

ＷＤＭで存在感を見せている。 

A社

31%

Ｂ社

21%

Ｃ社

15%

Ｄ社

11%

その他

22%

ｺｱ･ﾒﾄﾛﾈｯﾄﾜｰｸ光伝送装置
(2008年WW実績:9908億円）

 

図Ⅰ-1-5 ｺｱ･ﾒﾄﾛﾈｯﾄﾜｰｸ光伝送装置の世界市場ｼｪｱ（富士キメラ総研2009光通信関連市場総調査） 
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(2008年WW実績：1兆3445億円）

 

図Ⅰ-1-6 ルータの世界市場シェア（富士キメラ総研2009光通信関連市場総調査から） 

Ａ社

71%

Ｂ社

4%

Ｃ社

3%

その他

22%

スイッチ

（2008年実績：2兆2000億円）

 

 図Ⅰ-1-7 スイッチの世界市場シェア（富士キメラ総研2009光通信関連市場総調査から） 

 
 激しい国際競争を勝ち抜くため、欧米各国は国家的な開発戦略を持って、デバイスから

機器、さらにはネットワーク基盤の開発を進めている。光インターフェース及び集積化技

術についてはＤＡＲＰＡ(米国防総省国防高等研究事業局)からサポートを受けたIBM・アジ

レントグループ、超高速ＬＤ技術については、同じくＤＡＲＰＡからサポートを受けたア

ルカテル-ルーセントやカリフォルニア大学等、超電導回路技術についてはＮＳＡ(米国国

家安全保障局)やＤＡＲＰＡからサポートを受けた米国ベンチャー企業等が現在開発中で

ある。またヨーロッパにおいては、フレームワークプログラムとしてＦＰ７において、広

 
事業原簿 公開版 

7



範囲な領域にＥＵの資金が投入され、先進的なネットワーク技術が研究開発されている（表

Ⅰ-1-1）。 

 

      表Ⅰ-1-1. 欧米各国の主要なネットワーク関連国家プロジェクト 

EU FP7 
9.11 billion 

euro 
次世代光ネットワーク開発（企業・大学へ助成） 

米

国 
DARPA 30 million ＄ チップ間の光接続技術の開発(Terabus） 

米

国 
DARPA 10 million ＄ 光リンクの高速化 IC 技術の開発(EPIC) 

米

国 
NSF 367 million ＄ 

新ネットワーク創出のためのアーキテクチャや要素技

術の研究開発(GENI) 

 

これらに対抗していくためにも、我が国としては今後とも強みである高速光デバイスの

国際競争力を維持発展していくとともに、デバイスからサブシステム、機器、ネットワー

クまでをトータルに技術力強化して、付加価値を高めて産業競争力強化を図る必要がある。 

 

（３）民間企業ではリスクのある研究開発内容 

 先に述べたように、光デバイスを含めたネットワーク関連産業は国際的に厳しい競争環

境にある。世界市場における光デバイス、光モジュール、伝送装置、ルータの競争力は、

高速化と低コスト化であり、省電力化への配慮はビジネス的な観点からは劣後しがちなの

が現状である。そのため低消費電力化に関する技術開発の企業の自助努力についても限界

があり、国が主導的に低消費電力化技術の開発を支援する必要がある。本プロジェクトで

取り組む技術は、ネットワーク市場をけん引するエッジルータやLAN-SAN分野の省電力化を

目的として、長期的な視野に基づいた研究開発活動が必要な分野であり、民間企業単独で

の実施にはリスクがある技術分野である。ＮＥＤＯが関与することで、このリスクを軽減

することができるとともに、参画する企業・研究所が一体となって技術開発することによ

って、企業の連携や最先端技術の共有化を行うこともできる。 

 このように本プロジェクトは、経済産業省により定められた政策上のプログラムにも合

致し、本プロジェクトの成功により我が国のネットワーク関連産業の国際競争力強化、お

よび国家的重点目標である高度情報化社会および地球温暖化対策の実現に寄与するもので

あり、さらには、広範な産業分野への大きな波及効果が期待され、産業政策・情報政策の

面からも極めて重要な課題であることから、国家プロジェクトとしてＮＥＤＯが関与すべ

きものと考えられる。 
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１．２ 実施の効果（費用対効果） 
1.2.1 市場規模 
 現状の電子ルータ市場は、米国Ｃｉｓｃｏ社が約７０％のシェアを有して寡占状態にあ

るが、本プロジェクトで開発する光ネットワークデバイスをいち早く光電子ルータに搭載

することで、高速・大容量化と省エネルギー化が達成され、次々世代ルータの市場獲得に

大きく貢献できると考えられる。図Ⅰ-1-8に通信ネットワーク機器の国内市場推移を示す

（富士キメラ総研2009コミュニケーション関連マーケティング調査総覧）。通信機器全体で、２０

１３年３０４３億円の市場予測となっており、この中でルータは９５４億円を占めている。

このうちミッドレンジルータ、ハイエンドルータという高速性が重視されるルータが本プ

ロジェクトの成果を反映した光電子ルータに置き換わるとすると、２０１３年度で約７４

４億円の市場となることが推計される。ルータというカテゴリに留まらず、ＬＡＮスイッ

チへの波及効果も考えることができ、それを含めると２倍以上の市場効果があると言える。 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

通信ネットワーク機器市場動向（国内）（百万円）

富士キメラ総研

スイッチ

ルータ

ｺｱ/ﾒﾄﾛﾈｯﾄﾜｰｸ

伝送装置

 

図Ⅰ-1-８ 通信ﾈｯﾄﾜｰｸ機器市場動向（国内）（富士キメラ総研2009コミュニケーション関連マーケ

ティング調査総覧から） 
 
 一方、光ネットワークデバイスの国内市場予測を図Ⅰ-1-９に示す。４０G-１０Gの光ト

ランシーバと通信用のレーザ市場を合計すると、プロジェクト終了直後の２０１２年度ま

で１３００億円の規模となる。 
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図Ⅰ-1-9 光アクティブデバイスの国内市場予測（富士キメラ総研2009光通信関連市場総調査か

ら） 
 
 通信ネットワーク機器の国内市場は世界市場の約1割を占めている。世界をリードするイ

ンターネット利用状況を考えると、国内での通信ネットワーク機器の市場において、最先

端の技術導入を図ってゆくことが、世界展開への足掛かりに確実になると考えられる。 
以上の試算は本プロジェクトの成果が直接及ぶと考えられるルータ・スイッチ機器と光

モジュールなどの光部品に限ったものであるが、光を用いた通信技術は、サーバ間やスト

レージ領域のデータ伝送に用いられることや、さらには光通信システム等のインフラやサ

ービスまで含めた市場全体に及ぼす波及効果は非常に大きなものになることが予想される。 
 世界市場に目を転じると、図Ⅰ-1-10には、本プロジェクト成果を適用できると考えられ

るネットワーク伝送領域の市場予測（２００６～２０１３年）を、図Ⅰ-1-11には光アクテ

ィブデバイスの市場予測（２００６～２０１３年）（富士キメラ総研）を示す。それぞれ２

０１３年には５兆３５００億円、３８００億円の市場予測がなされている。先にも述べた

ように、日本国内市場の特性として､進展著しいブロードバンド化の影響を指摘できるが、

今後、世界の他地域においてもブロードバンド化が進展していくことで、本プロジェクト

の波及効果が高まっていくと考えられる。 
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図Ⅰ-1-10 通信ネットワーク機器市場の世界動向（富士キメラ総研2009光通信関連市場総調査） 
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 図Ⅰ-1-11 光アクティブデバイス市場の世界動向（富士キメラ総研2009光通信関連市場総調

査） 
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1.2.2 省エネ効果 
 現状のハイエンド電子ルータの消費電力が、本プロジェクトの実施によって光電子ルー

タに置き変わることを想定し、その省エネルギー効果（原油換算量）を試算すると、２０

０年において４５１万kＬ/年の原油削減効果が期待される（表Ⅰ-1-2）。 

表Ⅰ-1-2 原油換算量でみた省エネルギー効果 

２

 

年度 ルータ種別 台数
省エネルギー効果

（原油換算）

2009年 電子ルータ 13.4万台 -
2020年 光/電子ルータ（占有率95％） 38.3万台 451万ｋL/年  

※２０００年のルータ台数を約６万台とし、年率１０％の増加を仮定した。電子ルータの

平均消費電力を２０ｋW、光/電子ルータによって３０％の電力削減ができるとした。電力

原油換算値は２．３６Ｅ－４ｋL/ｋWhである。 

． 事業の背景・目的・位置づけ 

 

2

技術戦略を策定し、

こ

それに伴うルータの消費エネルギーの増大が図Ⅰ-1-12に示したように懸念され

ている。 
 

－

 
２

 
２．１ 事業の背景

.1.1 社会的背景 

新・国家エネルギー戦略においては、２０３０年までにエネルギー消費効率の少なくとも

３０％以上の改善目標が示され、これを達成するために省エネルギー

れに基づき省エネルギー技術開発を推進していくとされている。 

一方、ＦＴＴＨに始まる光ファイバを通信媒体とするＦＴＴｘの普及やＷｅｂ２．０な

どネットワーク通信上でのソフトウェア利用などインターネット利用の革新により、イン

ターネット上でのトラヒックが急速な勢いで増加している。またデジタル放送の開始や音

楽や動画のネット配信など通信と放送の融合が起こりつつあり、将来的にはスーパーハイ

ビジョンの大容量画像情報コンテンツなどがネットワーク上を超高速で縦横に往来するこ

とが予想される。さらには次世代ネットワーク(ＮＧＮ)の進展で、全ＩＰ化や固定通信と

移動（モバイル)通信網の融合(ＦＭＣ)が起こる中、社会生活の安全･安心の確保やビジネ

スチャンスの向上を図るためには、現状の光通信ネットワーク基盤機能の飛躍的向上が必

要であり、
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図Ⅰ-1-12 ルータの国内電力消費量予測 

 
2.1.2  技術的背景 2.1.2  技術的背景 

こうしたなか、ネットワークの主要機器である電子ルータは、大規模化による消費電力

の急増や処理能力の物理限界から、その機能的な限界の顕在化が現れてきている。（図Ⅰ

-1-13） 

こうしたなか、ネットワークの主要機器である電子ルータは、大規模化による消費電力

の急増や処理能力の物理限界から、その機能的な限界の顕在化が現れてきている。（図Ⅰ

-1-13） 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
図Ⅰ-1-13 電子ルータの限界が顕在化 図Ⅰ-1-13 電子ルータの限界が顕在化 
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また、基幹通信網だけでなくローカルなネットワークや機器内の情報通信においても、

光技術を適応することによる高性能化、低消費電力化等の飛躍的向上が期待されている。 

情報通信の高度化に伴う通信データの大容量化を支える光通信・デバイス技術は、我が

国が世界をリードしてきた技術分野であるが、次世代ネットワーク技術の研究開発は、そ

の重要性に鑑み、米国のＤＯＤ－Ｎ（Data in Optical Domain - Network）等の各種ＤＡ

ＲＰＡやＮＳＦプロジェクトや欧州のＦＰ６～７プログラム等、主要諸国において精力的

に取り組まれており、グローバルな開発競争となっている。 

 

２．２ 事業の目的 

 今後も我が国がその優位性を保ちつつ国際競争力を維持発展させて行くと同時に、省エ

ネルギーネットワークを実現するためには新たな技術領域を開拓していく必要がある。こ

れらの実現のためには、大容量・超高速光通信ネットワークシステムの開発と同時に、そ

れらの計測、制御技術、システムサイドと密接に連携した省エネルギー･高機能の革新的な

デバイス･装置の技術開発が重要であり、我が国としてそれらの開発を戦略的に推進してい

くことが重要である。 

本プロジェクトでは、ＩＴイノベーションプログラムおよびエネルギーイノベーション

プログラムの一環として、平成２３年度までに、次世代高効率ネットワーク実現に向けた

デバイス基盤技術の確立およびシステム化の検証を目的とする。具体的には、今後の情報

化社会のインフラを支え、省エネルギー化への要求に応えることのできるルータ・スイッ

チおよび、ローカルネットワークの高速化および省エネルギー化を実現するための、デバ

イス、集積化・モジュール化、システム化およびトラヒック制御技術の開発を行う。 

ＩＴ新改革戦略においては、「いつでも、どこでも、誰でもＩＴの恩恵を実感できる社会

の実現」に向け、高性能・低消費電力デバイスの実現および、ＩＴ機器のエネルギー使用

量を抑制することが重要とされている。本プロジェクトは上記技術開発により、これらの

目標達成に寄与する。 

 

２．３ 事業の位置づけ 

ＮＥＤＯ中期計画の第一期において確立した光源、受光器、スイッチなどの革新的光デ

バイス技術を主体として、本プロジェクトでは、高速かつ低消費電力の次世代高効率ネッ

トワーク機器およびシステムの早期実現を目指す（図Ⅰ-1-14）。特に市場の拡大が期待さ

れる、１）エッジルータ、２）ＬＡＮ－ＳＡＮスイッチを対象として、「光」化が困難な送

信制御部やスケジューラ等の一部を除いて、最大限、光デバイスを駆使した光・電子融合

型集積化モジュールを開発する。 
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図Ⅰ-1-14 ネットワーク技術への取組み 

 

開発体制としては、ネットワークユーザ、キャリア、システムベンダおよびデバイスメ

ーカを一体とした垂直連携を強化する。これによりデバイス機器レベルとシステムレベル

の技術融合がリアルタイムで実現され革新技術の創出が期待される。（図Ⅰ-1-15） 

 

 

 

図Ⅰ-1-15 デバイスとシステムの技術的な統合による革新技術の創出 
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 またＮＥＤＯはデバイス技術、機器化技術を核とし、高速・高信頼・セキュアなネット

ワーク機器・システムの実現に向けて、ＮｉＣＴ等、ネットワーク上位レイヤー技術関係

の管理・ 研究機関とも連携を深めている。実績としては、電子情報通信学会のインター

ネットアーキテクチャ研究会（２００９年1月）やＩＥＥＥ ＳＡＩＮＴ２００８（フィン

ランド）でのワークショップでの共同セッションによる情報交換促進を行っている。 

さらに１００ギガビットイーサネット規格などの国際標準の策定にも積極的に取り組み、

日本のネットワーク技術の国際競争力強化を図る。 

 



 
II．研究開発マネージメントについて 
 
１．事業の目標 

【全体目標】 

本プロジェクトは、ＩＴイノベーションプログラムおよびエネルギーイノベーションプログラムの

一環として、平成２３年度までに、次世代高効率ネットワーク実現に向けたデバイス基盤技術の確立

およびシステム化の検証を目的とする。具体的には、今後の情報化社会のインフラを支え、省エネル

ギー化への要求に応えることのできるルータ・スイッチおよび、ローカルネットワークの高速化およ

び省エネルギー化を実現するための、デバイス、集積化・モジュール化、システム化およびトラヒッ

ク制御技術の開発を行う。特に、市場の拡大が期待される、１）エッジルータ、２）ＬＡＮ－ＳＡＮ

を対象として、光化困難な一部の構成要素（送信制御部：スケジューラ等）を除いて、最大限、光デ

バイスを駆使した光・電子融合型集積化モジュールを開発する。開発ターゲットを図示したものが、

図Ⅱ-1-1 である。 
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ッチ

大規模エッジルータ開発

大規模ﾙｰﾀ

超高速光ゲート・
アレイ

SOAアレイ

４０G光源/PD

Si/PLCプラットフォーム

ハイブリッド集積

40G CMOS
MUX/DEMUX

Tx

160Gbps信号160Gbps信号

Rx

超小型40G
光送受信モ
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ハイブリット集積

100GbE

 

図Ⅱ-1-1 次世代高効率ネットワークデバイス技術開発のターゲット 

 

ＩＴ新改革戦略においては、「いつでも、どこでも、誰でもＩＴの恩恵を実感できる社会の実現」

に向け、高性能・低消費電力デバイスの実現および、ＩＴ機器のエネルギー使用量を抑制することが

重要とされている。本プロジェクトは上記技術開発により、これらの目標達成に寄与するものである。 

プロジェクトの研究開発内容は、個別デバイス及びそれらを集積化したモジュールにおける省電力

化を促進し、その上でシステム全体が省エネルギーに貢献できることを目標とする。具体的には、平

成２３年度までに、１０Ｔｂｐｓ超級のエッジルータの実現のための光デバイス基盤技術、ＳＦＱ回

路技術及びその周辺技術開発を行う（装置内イントラネットワークを現状構成と比較して９０％低消

費電力化、スイッチ構成の２０％低消費電力化に相当）。９．６Ｔｂｐｓルータ装置の電力値として、

この目標を図Ⅱ-1-2 に示す。加速資金の投入によってさらに新規に光バックプレーンの開発に着手

し、低消費電力目標を３０％に上げている。 
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図Ⅱ-1-2 エッジルータの低消費電力化目標 

 

また、超高速スイッチング等の光・電子デバイスの機能・特性の向上および集積化を図り、ＬＡＮ

－ＳＡＮにおいて１６０Ｇｂｐｓ伝送を可能とする、低消費電力素子・ネットワークの実証を目指す

（現状機器構成と比較して６０％以上の低消費電力化）。この目標を図Ⅱ-1-3 に示す。 
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図Ⅱ-1-3 ＬＡＮ－ＳＡＮにおける低消費電力素子・ネットワーク目標 



さらに、1 チャンネルあたり４０Ｇｂｐｓ超の光信号を扱う実用的高速インターフェイス技術や集

積化技術の確立、ネットワークトラヒックにおける多数フロー情報の同時分析、高効率スクリーニン

グ技術の確立を目指すものである。 

 
２．事業の計画内容  
 
２．1 研究開発の内容 
 
本プロジェクトは、研究開発内容により、①デバイス開発を主体とした基盤技術開発と②システム

化技術に大別でき、以下にそれぞれの内容を説明する。  
 

研究開発項目① 「次世代高効率ネットワークデバイス共通基盤技術の開発」 

 
１．研究開発の必要性 

急拡大する IP ネットワークを支えるルータには、今後も更なる大容量・省電力化が求められ

ている。次世代 10Tbps 級のエッジルータの将来拡張性(スケーラビリティ)実現には、省電力

ルータを複数台連携し、一台の大型システムとするアーキテクチャおよび、装置間を接続する省

電力光 I/O が必要不可欠である。また、超高精細映像のネットワーク上での普及は、放送と通信

の融合に伴い、大きな社会的・経済的変革をもたらすと期待されている。ネットワーク上で大容

量性が最初に必要となるのはサーバー周辺である。このような変革に対応するために、超高精細

映像などの巨大データを共有・転送できる LAN-SAN 技術の開発が必要である。 

そのため本研究では次世代 10Tbps 級の低消費電力エッジルータ実現に必要な要素技術、およ

び、超高速 LAN-SAN に必要とされる基幹技術の開発を共通基盤技術開発として行う。具体的には、

省電力・高性能光 I/O 技術、超高速 LD の技術、小型・集積化技術および究極の省エネルギー化

が期待される超電導回路技術の開発を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１） 省電力・高性能光 I/O 開発  

通信機器内での大容量通信を行うため、および高速光ネットワークインターフェイスカード

(NIC)を実現するための超高速省電力の光・電子インターフェイス(I/F)デバイスおよびサブ

システム開発を行う。 

（２） 超高速 LD の技術開発  

機器内光通信および光 NIC の省エネルギー化・小型化に必要な高速直接変調半導体レーザ

(LD)を開発する。実用デバイスとして十分な高速性、信頼性、温度無依存性および低消費電

力特性を実現するものとする。 

（３） 小型・集積化技術開発  

（１）省電力・高性能光 I/O 技術、（２）超高速 LD 技術およびその他の光・電子デバイス

を集積化し機器内光通信サブシステムならびに集積型 NIC の実現に必要な集積化技術の研究

開発を行う。あわせてそれらに必要な個別デバイスの集積化対応のための特性実現を図る。 

（４） 超電導回路技術開発  

冷凍機で冷却された単一磁束量子(SFQ)回路と室温間を光ファイバを用いて広帯域信号を伝

達するための光入出力技術、回路の大規模化に対応するための電源供給技術、SFQ 回路から

発生した熱を効率的に冷凍機に伝える技術を含む極低温実装技術の研究開発を行う。また、

これらの技術を統合し、実用に供することが可能なデジタルシステムの開発を行う。 
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３．達成目標 

 すべての研究開発課題について、デバイス、サブシステムについては研究開発終了後 2～3 年

程度で実用化されシステムに組み込まれることを想定して、低消費電力特性、ファイバや他の機

器との接続性や温度特性に優れ、小型・高信頼など、システム技術の要求を満たすものであって、

かつ量産可能で・低コストであることを共通の目標とする。また、要素技術については上記の特

性をもったデバイス、サブシステムを実現することを目標とする。開発した各デバイス、サブシ

ステムは、研究開発項目②「次世代高効率ネットワーク・システム化技術の開発」により動作を

確認する。さらに個々の開発にあたっては、以下の目標を置く。 

（１） 省電力・高性能 I/O 技術開発 

 LAN-SAN に用いられる光 NIC 用 I/F 回路として、平成 21 年度までに 40Gbps 動作と低

消費電力化(従来の 1/3、<4W)を実現する。 

 10Tbps 超エッジルータ向け省電力・高速光 I/F 用 IC の開発のために、低消費電力の

冗長化ドライバ回路および高感度受信回路を開発し、 平成 21 年度までに 25Gbps で

10mW/Gbps の小型光 I/O を開発する。 

 光トラスポートネットワーク(OTN)機能を有する次世代エッジルータ向けに、現在規

格化が進められている 100GbE とのトランスペアレントな変換を可能とする低消費電

力型トランスポンダ基盤技術を確立する(平成 21 年度までに トランスポンダ基本部

の消費電力 10W 以下、平成 23 年度までにトランスポンダ試作器の消費電力 40W 以下

を検証)。 

（２） 超高速 LD の技術開発 

機器内光通信システムおよび光NICのために超高速LDの開発を行う。平成21年度までに、

面出射型LDにおいて25Gbps且つ従来比1/2以下の低消費電力動作、単一モードLDにおい

て駆動電流50mA以下での40Gbps 動作を実現する。平成23年度までに、面出射型LDにお

いて70℃以上で40Gbps動作を実現し、単一モードレーザにおいて温度安定25Gbps動作お

よび85℃以上、駆動電流50mA以下での40Gbps動作を実証する。 

（３） 小型・集積化技術開発 

光・電子デバイス集積化に必要な個別デバイスおよび以下の目標達成に必要な集積化技術の

開発を行う。 

 10Tbps 級エッジルータの光イントラネットワーク用途の高速・省電力型受信フロント

エンド用光受信デバイス(PD）と、高密度集積技術を開発する。平成 21 年度までに反

射構造 PD において 25Gbps 動作、平成 23 年度までに PD と受信アンプ回路との高密度

集積実証(送受信部全体：10mW/Gbps)、4 チャネルアレイ化光受信フロントエンドを開

発する。 

 シリコン微小光導波路技術および化合物半導体光素子とのハイブリッド集積技術を開

発し、平成 21 年度までにチップサイズ 1mm2、波長可変幅 100nm、消費電力 40mW/ring

のシリコン導波路リング型波長可変光源を開発する。 

 LAN-SAN の OTDM-NIC 用ハイブリッド集積型全光スイッチを開発し、４チャンネルアレ

イ化を実現する。平成 21 年度までにウィンドウ幅 2ps、消光比 20dB 以上のスイッチ

ング動作を実証、平成 23 年度までに４チャンネルアレイ化、OTDM-NIC に実装、その

他の光・電子デバイス(省電力・高性能光 I/O や超高速 LD 他)と共に集積化する研究

開発を行う。 

 LAN-SAN の OTDM-NIC の集積化を目指し、半導体光増幅器(SOA)のハイブリット実装に

向けて開発し、平成 21 年度までに 50℃以上・40 Gb/s の高温高速動作を実証、平成

23 年度までに 4チャネルアレイ化を実現する。 

 LAN-SAN 用途の高速かつ波長・入力電力に対してロバストな波長変換器の研究開発 

を行う。平成 21 年度までに、40Gbps 以上、許容入力レベル変動 10dB 以上、平成 23

年 度までに 4チャネルアレイ化技術を開発する。 

（４） 超電導回路技術 

SFQ ネットワークスイッチ実現に不可欠な多チャネルシステム化技術の開発を行い、平成

21 年度までに 10Gbps 光入出力(1 チャネル)、平成 23 年度まで 40Gbps 光入出力（4 チャネ

ル）、カレントリサイクルによりバイアス電流を 1/10 に低減する。 
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研究開発項目② 「次世代高効率ネットワーク・システム化技術の開発」 

 

１．研究開発の必要性 

次世代のエッジルータに向けた将来拡張性(スケーラビリティ)実現には、省電力ルータを複数

台連携し、一台の大型システムとするアーキテクチャ、装置間を接続する大容量・省電力光 I/O、

超高速トラヒックモニタリング技術が必要不可欠である。また、ネットワーク上で大容量性が最

初に必要となるのはサーバー周辺であり、巨大データを収容できる LAN-SAN 技術が求められる。 

上記のためには、要素技術をシステム化し、ネットワークからの要求にこたえる必要がある。

また、システム化技術開発を行うことで、要素技術開発に目標性能等のフィードバックを行い、

より効率的な研究開発が可能となる。そのため本研究では、研究開発項目①「次世代高効率ネッ

トワークデバイス共通基盤技術の開発」における開発成果と組み合わせ、エッジルータおよび

LAN-SAN を構築するシステム化技術の開発を行う。 

なお、大規模エッジルータシステムにおける内部リンクの高速化研究については、研究開発項

目①の関連部分が達成した後、研究を開始する。 

 

２．研究開発の具体的内容 

（１）大規模エッジルータシステム化技術 

数 Tbps から 10Tbps のエッジルータを実現するスケーラブルアーキテクチャでは各ルータや

エッジ機能を実現する機能モジュールなどを相互に結合する内部リンクの高速化が重要であ

り、一方で実用化するにはその高速リンクの省電力化と小型化が重要である。このため

100Gbps イーサネットにも適用可能なエッジルータ向け 100Gbps ルータリンク技術の開発と、

実用化に向けた検証を行う。 

 また、次世代高速光ネットワークに対応可能なトラヒック計測・分析技術の研究開発を行

う。トラヒック管理の面からネットワーク機器の効率的利用を実現し、省エネルギーに貢献

する。 

（２）超高速光 LAN-SAN システム化技術 

超高精細リアルタイム映像やそのアーカイブファイルなどの巨大データをネットワークで共

有し低消費電力で転送可能とする超高速光 LAN-SAN を提案し、超高速集積型光ネットワーク

インターフェイスカードなどのキーテクノロジーを用いる、スーパーハイビジョン多チャン

ネル・リアルタイム転送の実演を目指す。  

 

３．達成目標 

 （１）大規模エッジルータシステム化技術 

 スケーラブル・ルータアーキテクチャに基づき 100Gbps で複数台での連携を平成 23

年度までに実証する。 

 ルータリンク向け 100Gbps 双方向・省電力光 I/O(10mW/Gbps、従来比 90%の省電力効

果)を平成 23 年度までに実証する。 

 波長可変光源を用いた光インターフェイスカードを平成 23 年度までに実証する。 

 高速光ネットワークに対応可能なトラヒックモニタリング技術を開発する。平成 21

年度までに 40Gbps および 4M フロー/s に対応する独立筐体型およびルータ内蔵トラ

ヒック分析装置を開発する。また、 平成 23 年度までに機器内光通信サブシステムと

の組み合わせによるシステム化実証を行う。 

（２）超高速光 LAN-SAN システム化技術 

 平成 21 年度までに 3 チャンネル×48Gbps SHV 映像 160Gbit/s 転送の動作確認を行い、

平成 23 年度までに 160Gbit/s 光 LAN 上での 3 チャンネル×48Gbps SHV 配信実験を行
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う。 

 平成 23 年度までに、超高速光 LAN-SAN システム用光 NIC に関して、従来比 60%の省電

力効果を実証する。 

 

研究開発項目うち、「デバイス共通基盤技術」の中間目標と最終目標を纏めたものを表Ⅱ-2-1 に

示す。「システム化技術」について中間目標と最終目標を纏めたものを表Ⅱ-2-2 に示す。 

また、これらの各研究開発項目の関係をまとめた開発線表を表Ⅱ-2-3 に示す。最初の３年間は、

デバイス開発を中心とするため、それぞれ開発内容の近いグループの括りをデバイス共通基盤技

術として行い、研究企画会議の開催を通して、情報交換や意見の交換による開発進展を図ってい

る。また最終的には、大規模エッジルータとＬＡＮ-ＳＡＮシステムの 2 大テーマに共通基盤技術

での開発技術は集約する。 

 

 

 
   
 

 
事業原簿 公開版 

22



 
           表Ⅱ-2-1 中間目標と最終目標 

サブテーマ    個別テーマ 中間目標（平成21年度） 最終目標（平成23年度）

・超高速多重・
  分離技術

LAN-SAN用光NIC-I/F回路として、40Gbps動作と
低消費電力化（従来の1/3、＜4W）を実現する。

-

・超高速光受信
  アナログﾞ・FE

10Tbps超エッジルータ向け省電力・高速光I/F用IC
開発の為に高感度受信回路を開発し、25Gbpsで
10ｍW/Gbpsの小型光I/Oを開発する。

-

・超高速光送信
  ドライバ

10Tbps超エッジルータ向け省電力・高速光I/F用IC
開発の為に、低消費電力の冗長化ドライバ回路を
開発し、25Gbpsで10ｍW/Gbpsの小型光I/Oを開発
する。

-

・LAN/WAN間
　大容量信号変換

次世代エッジルータ向けに、小型・低消費電力型
OTN-LSIの製作を行い、OTN基本部で消費電力
10W以下を達成する。

-

 ・超高速LDの
   技術開発

・超高速・省電力
　面出射型レーザ

機器内光通信システム用に25Gbps且つ従来比
1/2以下の低消費電力動作のレーザを開発する。

面出射型LDにおいて70℃以上で40Gbps動作を実
現する。

・高速直接変調
　レーザ

光NIC用に単一モードLDにおいて駆動電流50mA
以下での室温40Gbps動作を実現する。

単一モードレーザにおいて温度安定25Gbps動作お
よび85℃以上、駆動電流50mA以下での40Gbps動
作を実証する。

・小型・集積化
  技術開発

・高感度光受信
　モジュール

10Tbps級エッジルータ用に、高密度集積技術によ
る高速・省電力型受信フロントエンド用反射構造
PDにおいて、25Gbps動作を達成する。

ＰＤと受信アンプ回路との高密度集積実証（送受信
部全体：10mW/Gbps), 4チャネルアレイ化光受信フ
ロントエンドを開発する。

・小型省電力
　波長可変光源

10Tbps級エッジルータ用に、シリコン導波路とハイ
ブリッド集積技術により、波長可変幅100nm、消費
電力40mW/ringの導波路リング型波長可変光源を
開発する。

-

・ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ集積
　全光ｽｲｯﾁ及び
　OTDM-NIC

LAN-SANのOTDM-NIC用ハイブリッド集積型全光
スイッチを開発する。ウィンドウ幅2ps、消光比20dB
以上のスイッチング動作を実証する。

4チャンネルアレイ化、OTDM-NICに実装、その他
の光・電子デバイス(省電力・高性能光I/Oや超高
速LD他)と共に集積化技術開発を行う。

・高効率半導体
　増幅器

LAN-SANのOTDM-NIC集積用に半導体増幅器の
50℃以上、40Gbpsの高温動作を実証する。

半導体光増幅器(SOA)のハイブリッド実装を開発
し、4チャネルアレイ化を実現する。

・入力ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾚﾝｼﾞ
　拡大波長変換器

LAN-SAN用に、40Gbps以上、許容入力レベル変
動10dB以上の波長変換器を開発する。

波長・入力電力に対しロバストな波長変換器の4
チャネルアレイ化技術を開発する。

・超電導回路
  技術開発

・SFQベース・リアル
　タイムオシロ

SFQネットワークスイッチ実現に不可欠な多チャネ
ルシステム化技術の開発を行い、10Gbps光入出
力(1チャネル)を実現する。
光入力で動作する超電導フラッシュ型ＡＤＣを作製
し、冷凍機に実装してサンプリング周波数30GHz,4
ビット動作の確認を行なう。

多チャネルシステム化技術として、40Gbps光入出
力（4チャネル）、カレントリサイクルによりバイアス
電流を1/10に低減する。
サンプリング周波数50GHz,5ビットのSFQフラッシュ
型ADCを2チャンネル集積した2値のデジタイザを
作製する。

・省電力・高性能
　光インターフェイ
ス
  （I/O)開発
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表Ⅱ-2-2 中間目標と最終目標 

 

サブテーマ    個別テーマ 中間目標（平成21年度） 最終目標（平成23年度）

・スケーラブル・ルータ
 アーキテクチャ

高速光ネットワークに対応可能なトラヒック
モニタリング技術(40Gbpsおよび4Mフロー
/Sに対応する独立筐体型およびルータ内
蔵トラヒック分析技術及び装置)を開発す
る。

スケーラブル・ルータアーキテクチャに基づ
き100Gbpsで複数台での連携を実証する。

・小型省電力光アップ
  リンク 
 
 (2010-2011)

-
ルータリンク向け100Gbps双方向・省電力
光I/O(10mW/Gbps、従来比90%の省電力効
果)を実証する。

・波長可変インター
　フェイスカード
   (2010-2011)

-
波長可変光源を用いた光インターフェイス
カードを実証する。

・LAN/WAN間大容量
　信号変換技術 
　 (2010-2011)

－

100GbEとのトランスペアレントな変換を可
能とする低消費電力型トランスポンダ基盤
技術確立。LAN/WAN変換OTNフレーム処
理部の消費電力40W以下を検証する。

・LAN-SANシステム
　設計技術

・SHV配信LAN-SAN
　システム収容技術

・光NIC用省電力
インターフェイス技術
　（2010-2011）

－
超高速光LAN-SANシステム用光NICに関し
て、従来比60%の省電力効果を実証する。

160Gbit/s 光 LAN 上 で の 3 チ ャ ン ネ ル ×
48Gbps SHV配信実験を行う。

・大規模ｴｯｼﾞﾙｰﾀ
　ｼｽﾃﾑ化技術

・超高速光
  LAN-SAN
  システム化技術

②「次世代高効率ネットワーク・システム化技術」

3チャンネル×48Gbps SHV映像160Gbit/s
転送の動作確認を行なう。
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表Ⅱ-2-3 開発線表 

サブテーマ    個別テーマ 2007 2008 2009 2010 2011 2012

・超高速光受信ｱﾅﾛｸﾞ・FE

・超高速光送信ﾄﾞﾗｲﾊﾞ

・LAN/WAN間大容量
  信号変換

・超高速・省電力面
  出射型レーザ

・高感度光受信モジュール

・小型省電力波長可変光源

・超電導回路
  技術開発

・SFQベース・リアルタイム
 オシロ

・スケーラブル・ルータ
  アーキテクチャ

・小型省電力光アップリンク
 (2010-2011)

・ 波長可変インターフェイスカード
   (2010-2011)

・LAN/WAN間大容量信号
  変換技術  (2010-2011)

・小型・集積化
  技術開発

・システム化技術

・大規模ｴｯｼﾞ
  ﾙｰﾀｼｽﾃﾑ
  化技術

・デバイス共通基盤技術

・省電力・高性
  能光ｲﾝﾀｰﾌｪ
  ｲｽ（I/O)開発

 ・超高速LDの
　 技術開発

・超高速多重・分離技術

・高速直接変調レーザ

・ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ集積全光ｽｲｯﾁ
  及びOTDM-NIC

・高効率半導体増幅器

・入力ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾚﾝｼﾞ拡大
  波長変換器

・LAN-SANシステム設計技術

・SHV配信LAN-SAN
  システム収容技術

・光NIC用省電力インター
  フェイス技術　（2010-2011）

・超高速光
  LAN-SAN
  システム化
  技術
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２．２  研究開発の実施内容 
 

２．２．１ プロジェクト推進の基本理念   
 

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発の基本計画は、２つの研究開発テーマについてそれぞ

れ以下のような基本的考え方で推進している。 
 
１）次世代高効率ネットワークデバイス共通基盤技術 

・10Tbps 超級のエッジルータ実現のため、光デバイス基盤技術、SFQ 回路技術およびその周辺

技術開発を推進し、中間評価後に実用化を目指した開発研究に移行する。 
 

２）次世代高効率ネットワークデバイス・システム化技術 
・超高速光ＬＡＮ-ＳＡＮシステム大規模エッジルータに向け実用的高速光インターフェイス技

術や集積化技術開発を行なう。中間評価後には、開発した光デバイスを用いシステム実証に注

力した研究開発を行なう。 
 

これらの達成目標は極めて高いブレークスルーを要するチャレンジングなものであり、これを期間

内に実現するためには、 
 
① それぞれの研究開発テーマについて最高のポテンシャルを有する研究者を企業･機関レベル

を超えて結集する（トップランナー方式とする）。 
 
② それぞれの研究開発テーマ間のみならず、２つのデバイスとシステムの研究開発テーマが相

互に関連しあってシステムが構築されてゆくことから、相互に緊密な連携をとって研究開発

を推進する。 
 

③ 各企業・機関が所有する既存設備を有効に活用することにより、できるだけ効果的な資金配

分を実現する。 
 
④ 参加企業・機関が一体となって標準化推進を進め、実用化の観点からは国内外を含めた新規

事業戦略の策定を行い、本研究開発の目標達成をより確実なものとする。 
 
  以上の基本理念を実現するために、図Ⅱ-2-1 に示す組織を設置しプロジェクトを推進している。 
 
１） プロジェクトの業務執行を決定する最高議決機関として運営委員会を設置する。 
 
２） 参加企業/機関と推進機構との調整、運営委員の補佐を行なう企画委員会･連絡委員会を設置 
  する。 

 
３） プロジェクトリーダを議長とし、プロジェクト全テーマの研究開発を総合的に企画、調整、 

統合する技術委員会を設置する。 
 
４） 本研究開発終了後に成果を早期に実用化に結びつけることを目的に、プロジェクトへの指針

を示しサポートを行なう委員会として、国際標準化専門委員会、各機関に知的財産権専門委

員会を設ける。 
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プロジェクト運営会議

運営委員会
・議長
・副議長
・運営委員

知的財産権
専門委員会

標準化
委員会

①大規模エッジルータ技術開発

②超高速光LAN-SAN技術開発

研究総括責任者
（PL)

企画委員会

大規模エッジルータ

システム化技術開発グループ

大規模エッジルータ

要素技術開発グループ

超高速光LAN-SANシステム化

技術開発グループ

超高速LAN-SAN
要素技術開発グループ

技術委員会

研究企画調整会議

 

         図Ⅱ-2-1 研究開発の実施体制（開発体制図） 

 

２．２．２ 実施体制 

 開発プロジェクトの実施者構成と各実施者の研究項目を図Ⅱ-2-2 に示す。プロジェクトリーダ

（ＰＬ）の下に、大規模エッジルータ技術開発とＬＡＮ-ＳＡＮ技術開発でそれぞれ２人のサブプロ

ジェクトリーダ（ＳＰＬ）を置き、各実施企業・研究機関・協会にはサブリーダ（ＳＬ）を置いて、

プロジェクトの運営、開発進捗管理および情報交換がスムーズに進むように、全体の実施体制を構成

している。 
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ＮＥＤＯ技術開発機構 

プロジェクト運営会議 
【事務局：（財）光産業技術振興協会】

 

 

・研究実施場所： 

ｱﾗｸｻﾗﾈｯﾄﾜー ｸｽ㈱ 

（川崎市） 

 

・研究項目： 

○大規模ｴｯｼ゙ ﾙ ﾀー 

ｼｽﾃﾑ化技術 

 

 

 
・研究実施場所： 
(財)光産業技術振興協会

（東京都文京区） 
・研究項目： 
○省電力・高性能光I/O

  技術 

○超高速LD技術 
○小型・集積化技術 
・企業５社 
（富士通㈱、日本電気㈱、

㈱日立製作所、三菱電機㈱、

日本電信電話㈱）） 

 

【共同実施】 
 
 
・研究実施場所： 
荒川研究室 
（東京都目黒区） 

・研究項目： 
○超高速LD技術 

 

 
・研究実施場所： 

(独)産業技術総合 
研究所 
（つくば市） 
 

・研究項目： 
○小型・集積化技術 
○超高速光LAN-SAN 
ｼｽﾃﾑ化技術

 
 
・研究実施場所： 
超電導工学研究所 

（つくば市） 
・研究項目： 
○超電導回路技術 
 
 
【共同実施】 
名古屋大学 
・研究実施場所： 
藤巻研究室 
（名古屋市） 

・研究項目： 
○40kA/cm2接合を用

いたSFQ回路技術開

発 
横浜国立大学 
・研究実施場所： 
吉川研究室 
（横浜市） 

・研究項目： 
○ｶﾚﾝﾄﾘｻｲｸﾙ技術 
（独)情報通信研究機構  
・研究実施場所： 
未来 ICT 研究ｾﾝﾀ 
（神戸市） 

新世代ﾈｯﾄﾜー ｸ研究ｾﾝﾀ 
(小金井市) 

・研究項目： 
○ 光入出力技術 
（独)産総研***  
・研究実施場所： 
計測標準研究部門 
（つくば市） 

・研究項目： 
○交流電圧標準デバ

イス評価 

 

 
・研究実施場所： 
放送技術研究所 

（東京都世田谷区） 
 
・研究項目： 
○超高速光 LAN-SAN

ｼｽﾃﾑ化技術 

 

プロジェクトリーダ 
東京大学 教授 浅見 徹 

大規模エッジルータ技術開発

SPL：池田尚哉、西村信治 
LAN-SAN技術開発 

SPL：尾中 寛、並木 周 

ｱﾗｸｻﾗﾈｯﾄﾜ ｸーｽ㈱ 

SL：池田尚哉 
ISTEC* 

SL：日高睦夫 
（財）光協会**
SL：荒川泰彦 

（独）産総研***
SL：石川 浩 

日本放送協会 
SL：小山田公之

東京大学

＊  （財）国際超電導産業技術研究センター 

＊＊ （財）光産業技術振興協会  

＊＊＊（独）産業技術総合研究所 

  図Ⅱ-2-2 次世代高効率ネットワークデバイス技術開発の実施構成
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２．２．３ 研究員と共同研究先 
 
（１）主要な研究員と担当テーマ、研究員数を表Ⅱ-2-4、表Ⅱ-2-5 に示す。 

 

①次世代高効率ネットワークデバイス共通基盤技術の開発 

 

表Ⅱ-2-4 主要な研究員と担当テーマ、研究員数 

①デバイス共通基盤技術

個別テーマ テーマリーダ
研究員数

（名）

超高速多重・分離技術の開発 池内 公 6

超高速光受信アナログ・FEの技術開発 辻 伸二 5

超高速光送信ドライバの開発 蔵田 和彦 7

LAN/WAN間大容量信号変換技術の開発 富澤 将人 3

超高速・省電力面出射レーザの開発 篠田 和典 4

高速直接変調レーザの技術開発 山本 剛之 7

高感度光受信モジュールの技術開発 李 英根 2

小型省電力波長可変光源の技術開発 石坂 政茂 3

高効率半導体増幅器の技術開発 森戸 健 5

入力ダイナミックレンジ
拡大波長変換器の技術開発

杉立 厚志 7

ハイブリッド集積化
超高速全光スイッチ及びＯＴＤＭ－ＮＩＣ

石川 浩 20

極限省電力ＳＦＱスイッチの
システム化技術開発

日高 睦夫 10

合計 79
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②次世代高効率ネットワーク・システム化技術の開発 
 

表Ⅱ-2-5 主要な研究員と担当テーマ、研究員数 
 

②システム化技術

個別テーマ テーマリーダ
研究員数

（名）

スケーラブルルータアーキテ クチャ 池田 尚哉 33

LAN-SANシステム設計技術 並木 周 6

SHV配信LAN-SANシステム収容技術 小山田 公之 3

合計 42
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（２）共同研究先 
 
３）共同実施及び研究協力体制スキーム 

「次世代高効率ネットワークデバイス共通基盤技術の開発」に係わる「超高速ＬＤの技術開

発」に関するテーマについては、（財）光協会と東京大学は共同研究契約を締結し、研究開発を

行う。 
「小型・集積化技術」に関するテーマについては(財)光協会と（独）産業技術総合研究所は共同研

究契約を締結し、研究開発を行う。また、「省電力・高性能光Ｉ/Ｏ開発」の内、「超高速多重・

分離技術」に関するテーマについては、（財）光協会と日本放送協会は共同研究契約を締結し研

究開発を行う。さらに、アラクサラネットワークス（株）と国際超電導産業技術研究センタを含

めた 5 機関の研究者が参加する技術委員会においては、ＮＤＡ（秘密保護の同意契約）を結ぶこ

とで、相互信頼の上に立って情報の調査・交換・共有を行い、プロジェクトの円滑な進捗を図る

こととする。 
 

 
 

東京大学 

研究開発項目① 

・超高速LDの技術開発 

 
受託者： 
（財）光産業技術振興協会 

 
 
 

共同実施  
 
 
 
 

研究協力 

（独）産業技術総合研究所 

研究開発項目① 

･小型・集積化技術開発 
 

研究開発項目② 

・超高速光LAN-SANシステム 

化技術 

 
 

 
受託者： 
（財）光産業技術振興協会 

 
 
 
 
 
 
  
 
 

研究協力 

日本放送協会 

研究開発項目② 

･超高速 LAN-SAN システム 

化技術 

 
受託者： 
（財）光産業技術振興協会 

 
 
 
 

図Ⅱ-2-3  実施体制（共同実施、研究協力） 
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２．３ 研究の運営管理 
 

図Ⅱ-2-2 の実施体制において研究開発の運営管理は次のように行なっている。 

本プロジェクトに関する NEDO との契約は、（財）光産業技術振興協会、（独）産業技術総合研究所、

アラクサラネットワークス㈱、日本放送協会（ＮＨＫ）および（財）国際超伝導産業技術センタが個

別に締結している。 

本研究開発の成果を実用化と新規事業創造に早期に結びつけるためには、研究開発終了後の企業に

よる実用化努力のみならず、研究開発途上でも実用化可能な技術についてはバイプロダクトとして速

やかに実用化を図ると同時に、本研究開発の成果に係わる知的所有権実施に関するルール作り、市場

創造戦略の策定、国際標準化戦略の策定等を関係者 5機関が一体となって推進する必要がある。 

このような観点から、（財）光産業技術振興協会内に「次世代ネットワーク技術推進機構」を設置

し、5 機関相互間の調整を行なっている。また、（財）光産業技術振興協会は研究テーマ毎にトップ

ランナーの関係企業から研究者を併任出向させ、本研究開発を推進すると共に、これらの研究成果に

係わる早期の新規事業創造のために必要な事業を一体的に推進することにより、本研究開発の達成目

標を期間内に実現し、その成果を早期に新規事業創造に結びつけていきたいと考えている。 

また、本研究開発を効率的に実施するため、光産業技術振興協会は東京大学、産業技術総合研究所、

ＮＨＫとの間で「共同研究契約」を締結し、また、国際超伝導産業技術センタと産業技術総合研究所

間でも共同研究契約を締結し有機的に研究を実施している。 

ＮＥＤＯと実施者間、実施者内の情報交換としての会議や打合せ状況を図Ⅱ-2-4、図Ⅱ-2-5 に示

す。ＮＥＤＯは春と秋の年２回実施者と定例ヒアリングを開催し、研究開発内容の進捗状況確認を行

うと共に、課題の共有や開発計画の見直し、加速資金の必要性などを議論する場を設けている。また

この定例ヒアリングや実施者間で行われる技術委員会で出た課題の解決に向けて個別ヒアリングを随

時開催している。実施者間では、光産業技術振興協会内の実施者間で行う研究企画調整会議や全テー

マリーダ以上で行う技術委員会での研究開発状況の報告と意見交換を通して、お互いの進捗確認や情

報共有によるプロジェクト管理を行っている。 
 

研究開発の進捗確認・計画の見直し等

１．定例ヒアリング
・主 催 者 ： NEDO電子部
・出 席 者 ： NEDO電子部、実施者メンバー、経済産業省
・開催頻度： 年２回（春・秋）
・議事内容： 研究開発内容の進捗状況確認

２．個別ヒアリング
・主 催 者 ： NEDO電子部
・出 席 者 ： NEDO電子部、実施者メンバー
・場 所 ： NEDOまたは光協会
・開催頻度： 不定期（年数回以上）
・議事内容： ①研究開発状況報告、実験環境の確認

②開発計画の見直し、加速資金申請等の議論

３．開発現場でのヒアリング
・主 催 者 ： NEDO電子部
・出 席 者 ： NEDO電子部、実施者メンバー
・開催頻度： 年１～２回
・議事内容： 研究開発状況報告、購入設備・実験環境、実証実験の確認

（NEDO-実施者間）

 
図Ⅱ-2-4 ＮＥＤＯ-実施者間の研究開発マネージメント 
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研究開発の進捗確認・計画の見直し等

１．研究企画調整会議
・主 催 者 ： 荒川SL
・出 席 者 ：光協会実施者メンバー 、NEDO電子部
・開催頻度： 年６回程度 （平成21年度実績：4月13日, 6月8日,7月31日）

・議事内容： 研究開発内容の進捗状況確認

２．技術委員会
・主 催 者 ： 浅見PL
・出 席 者 ： 実施者メンバー（テーマリーダ）、 NEDO電子部
・開催頻度： 年６回程度 （平成21年度実績：4月13日, 6月8日,7月31日）

・議事内容： ①研究開発状況報告
②開発計画の見直し、加速資金申請等の議論

３．その他
中間評価事前打合せ会議：（平成21年度実績：4月13日,10月6日）

・主 催 者 ： 浅見PL

・出 席 者 ： ＳＰＬ、ＳＬ、光協会、NEDO電子部

（実施者間）

 
図Ⅱ-2-5 ＮＥＤＯ-実施者間の研究開発マネージメント 

責任者であるプロジェクトリーダの役割について以下に詳述する。 

織構成の決定。 
 の研究サブリーダ等の選任と解任。 

 る予算配分の調整及び決定。 

  （１）各研究体のサブリーダ、テーマリーダから構成される「技術委員会」を原則月一回開催し、

     開発の

。 
 ロジェクト推進目標を策定し、これを管理/フォローアップを実施。 

 （１）特許、論文、学会発表、標準化寄与文書、新聞発表、展示会出展等のプロジェクト成果の

策定と実績の管理実施。 

  （１）プロジェクト活動の啓蒙・啓発事業として、ワークショップやシンポジウム等の企画立案

 （２）経済産業省、ＮＥＤＯ、大学等の各種関係会議やヒアリング等への対応及び総括。 

３

１）

や補

 
次に研究総括

１．組織関係 
  （１）研究体（分室、集中研）の設置、廃止等の組

 （２）研究体

２．予算関係 
 （１）各事業年度におけ

３．研究計画・管理関係 

年間計画の策定や研究進捗状況の管理及び総合調整を行う。 
また、各種デバイス開発の進捗情況確認および技術情報交換を目的に、デバイス

テーマリーダが集まる「研究規格調整会議」を技術委員会と同時に実施している

 （２）年度毎のプ

４．研究成果関係 

計画

５．その他 

と実施。 
 

 
．情勢変化への対応 

国際競争力強化や実用化に資すべく本プロジェクトで開発を進めている光デバイス/モジュー

ルの研究開発成果に基づき、当初の計画に追加する形で、基本計画の変更や加速資金の投入に

より、次世代光イーサネット規格（１００ＧｂＥ（２５Ｇｂ×４ｃｈ）と４０ＧｂＥシリア

ル）、及びＩＴＵ－ＴでのＯＴＮの標準化活動を積極的に推進している。研究開発の加速
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正予算による研究予算の推移を表Ⅱ-2-6 に示し、図Ⅱ-2-6 にグラフ化したものを示す。 

               表Ⅱ-2-6 予算推移と加速資金の内訳 

 

H19年度
(2007)

H20年度
(2008)

H21年度
(2009)

H22年度
(2010)

H23年度
(2011)

合計

計画時予算 10 10 10 10 10 50
実績 10.93 14.16 18.34 - - -

時
期

件名 金額
（百万
円）

目的 成果

40
Ｇ

Ｈ
19

LAN/SAN向け光ﾈｯﾄﾜｰｸｲ
ﾝﾀｰﾌｪｰｽｶｰﾄﾞのための省
電力40Gbps動作信号多
重・分離集積回路開発

300 40Gbps動作信号多重・分離
集積回路の設計試作

40Gbps動作信号多重・分離集積回
路の設計試作を1年以上前倒した。ま
た40Gbps対応ｱﾅﾛｸﾞ信号評価器を
作製した。

40
ＧＥ

Ｈ
20

40Gbｲｰｻﾈｯﾄｼﾘｱﾙ標準化
獲得のための信号多重・
分離CMOS回路の開発

80 40Gbｲｰｻﾈｯﾄｼﾘｱﾙ標準化獲

得支援

信号多重・分離CMOS回路への
40Gbｲｰｻﾈｯﾄｼﾘｱﾙ入出力機能の要
素開発と国際会議展示ﾃﾞﾓを行った。

Ｈ
21

次世代光エッジルータと高
品質・高信頼接続インタ
フェースに向けたﾃﾞﾊﾞｲｽ技
術開発

450 ｴｯｼﾞﾙｰﾀ内の光配線（光バッ
クプレーン）と40Gbｲｰｻﾈｯﾄｼﾘ
ｱﾙ標準化獲得支援

25Gbps×4ｃｈ光ﾊﾞｯｸﾌﾟﾚｰﾝ開発へ着
手と40Gbｲｰｻｼﾘｱﾙ標準化に向けた
CMOS開発とWAV-LAN-SAN領域で
のｼﾘｱﾙ伝送を国際会議デモ予定

100
ＧＥ

Ｈ
20

100Gbｲｰｻﾈｯﾄ標準化獲得
のためのｻﾌﾞｼｽﾃﾑ構築

287 100Gbｲｰｻﾈｯﾄ標準化獲得支
援

100Gbｲｰｻﾈｯﾄ標準化獲得に向けた
25Gbps×4ﾁｬﾝﾈﾙ送受信光I/Oのｻ
ﾌﾞｼｽﾃﾑ構築と展示を実施し、ほぼ標
準化を確定した。

加速財源等の投入実績（テーマの追加有り）

予算実績

基本計画へ標準化対応の追加

基本計画へ光配線開発の追加

 
 
 

単位：億円

－プロジェクトの予算（～中間年度）－

0

5

10

15

20

平成19年度

13.93

本予算

10.93

前倒し
3.0

14.16

平成20年度

本予算

9.98

加速
3.67

H20年度補正
0.5

21年度

18.34

平成

本予算

4.34

H21年度
補正
5.0

加速
4.5

H20年度
補正

4.49

テー
追加

マ

テー
追加

 
             図Ⅱ-2-6 これまでの予算の推移 
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事業原簿 

35

での成果発表や、

成果の動態展示を行った。各国際会議での展示デモ風景を図Ⅱ-2-7 に示す 

 

標準化への寄与文書（寄書）は現時点では１０件を数え、また技術の実現性を示して標準化

活動を支援するため、ＯＦＣ２００９、ＥＣＯＣ２００９の主要な国際会議

ECOC’09展示風景OFC’09展示風景  
図Ⅱ-2-7 国際会議での展示デモ風景 

２）

ルのベンチ・マーキングの

見直しを定期的に行い、実施計画・方針等の変更に反映させる。 

３）早期に実用化の目処が立った光デバイスは、プロジェクト終了を待たずに事業化を進める。 

４

術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況に応じて前倒しする等、適宜見直しするものとする。 

 
国際的な学会動向や、欧米を中心とした先進各国の国家プロジェクト動向、並びにロードマッ

プ等の最新情報を入手することで、本プロジェクトの研究開発レベ

 

 
．評価に関する事項 
 NEDO は、技術的及び産業技術政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意

義並びに将来の産業への波及効果等について、外部の専門家及び有識者による研究開発の中間評価

を平成 21 年度、事後評価を平成 24 年度に実施する。なお、評価の時期は、当該研究開発に係る技

公開版 



Ⅲ．研究開発成果と実用化、事業化の見通しについて 
 
１． 事業全体の成果について 

 

第Ⅱ章までは、基本計画の記述に沿い「デバイス共通基盤技術」と「システム化技術」で説明して

きたが、この第Ⅲ章からは開発する最終システムのイメージに合わせ、「①大規模エッジルータ」と

「②超高速光ＬＡＮ－ＳＡＮシステム」に分け各個別テーマの開発状況を説明する。 

 「大規模エッジルータ」と「超高速光ＬＡＮ－ＳＡＮシステム」の２大テーマに分けた、開発線表

を表Ⅲ-1-1 に示す。２００９年度末（３年目）までは各光デバイスなど要素技術開発に重点を置き、

２０１０年度以降はモジュール化とシステム化に重点を置き進める計画である。 

             表Ⅲ-1-1 開発線表 

   個別テーマ 2007 2008 2009 2010 2011 2012

・超高速光受信ｱﾅﾛｸﾞ・FE

・超高速光送信ﾄﾞﾗｲﾊﾞ

・LAN/WAN間大容量
  信号変換

・超高速・省電力面
  出射型レーザ

・高感度光受信モジュール

・小型省電力波長可変光源

・SFQベース・リアルタイム
 オシロ

・スケーラブル・ルータ
  アーキテクチャ

・小型省電力光アップリンク
 (2010-2011)

・波長可変インターフェイスカード
   (2010-2011)

・LAN/WAN間大容量信号
  変換技術  (2010-2011)

・大規模エッジルータ

・超高速多重・分離技術

・高速直接変調レーザ

・ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ集積全光ｽｲｯﾁ
  及びOTDM-NIC

・高効率半導体増幅器

・入力ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾚﾝｼﾞ拡大
  波長変換器

・LAN-SANシステム設計技術

・SHV配信LAN-SAN
  システム収容技術

・光NIC用省電力インター
  フェイス技術　（2010-2011）

・超高速光LAN-SANシステム

大規模エッジルータ 

超高速LAN-SANシステム 
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 研究成果に関しては、平成１９年から平成２１年１０月までの（論文、学会発表、標準化寄与文書、

特許、新聞発表、展示会）について総件数を表Ⅲ-1-2 にまとめて示す。 

             

              表 Ⅲ-1-2   事業全体の成果 

 

論文 

 

学会発表 

（国際/国内学会） 

 

標準化寄与文書

（奇書） 

 

 

特許 

 

新聞発表 

 

展示会 

 

 

16 件 

 

 

 

 

159 件 

 

 

 

11 件 

 

33 件 

（内数） 

国内出願：30 件 

外国出願： 3 件 

 

 

 

 

15 件 

 

 

6 件 

 

 

初めに、本プロジェクトの 2大テーマ（①大規模エッジルータと②超高速光 LAN-SAN システム）の

各個別テーマと最終システムの関係を示した技術マップを図.Ⅲ-1-1 と図.Ⅲ-1-2 に示す。 

また、研究進捗概要を纏めたものを表Ⅲ-1-3 と表Ⅲ-1-4 に示す。これらの 2 大テーマに関し、現

時点で全てのテーマは今年度末までに中間目標を達成できる見込みである。また、世界レベルのデー

タも出始めているテーマもあり、それらのテーマについて表Ⅲ-1-3 と表Ⅲ-1-4 の右欄に◎印で示す。 
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1

大規模エッジ・ルータシステム化技術マップ

オフィス

コアネットワーク

パケット入出力装置

経路検索装置

トラヒック分析装置

内部
ｽｲｯﾁ

超高速モニタ
・トラヒックモニタリング(アラクサラ)
・SFQベース・リアルタイムオシロ

（ ISTEC）

※機能(回線集線、
トラヒック監視/制御)

コア・ルータ

コア・ルータ

家庭

アクセス回線

メトロ
ネットワーク

メトロ
ネットワーク イントラシステムネットワーク用光インターフェイス

(大容量：100Gbps、省電力：10mW/Gbps)
・ 高感度光受信ﾓｼﾞｭｰﾙ （日立）

・ 超高速光受信ｱﾅﾛｸﾞ･FE（日立 )
・ 超高速光送信ﾄﾞﾗｲﾊﾞ （NE C）

・ 超高速･省電力面出射型ﾚｰｻﾞ (日立）

・ 小型省電力光ｱｯﾌﾟﾘﾝｸ (日立,NECで次年度以降実施)

エッジ・ルータ

アクセス回線

コア・ルータ

メトロ回線

エッジ・ルータ
・ｽｹｰﾗﾌﾞﾙ･ﾙｰﾀｱｰｸﾃｸﾁｬ （ｱﾗｸｻﾗ）

エッジ・ルータ
高速外部インタフェース

(省電力・広波長域)
・ LAN/WAN間大容量信号変換（NTT)
・ 小型省電力波長可変光源 （NEC )
・ 波長可変ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽｶｰﾄﾞ(NEC)

 
 
           図.Ⅲ-1-1 大規模エッジルータシステム化技術マップ 
 
 

4

超高速光LAN-SANシステム化技術マップ

公衆網

SHVカメラ

光NIC光NIC

SHV大画面ディスプレイ

PC

光ネットワークインターフェースカード（NIC）光ネットワークインターフェースカード（NIC）

SHV記録・

再生装置

超160G光信号

WDM光信号

超高
速光信

号
⇔
広

域WDM信
号

高速レベル制御波長変換器

高効率半導体光増幅器 構成

p-dope InP系量子ドット

モノリシック／ハイブリッド
集積化超高速全光ｽｲｯﾁ

･入力ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾚﾝｼﾞ拡大波長変換器

光出力信号 (λ 2)

光入力信号 (λ 1)

プローブ 光 (λ2)

< M on olithic in teg rat ion>

S OA 1

SO A2

位 相シフタ

光ゲートウエイ
光ゲートウエイ

光スイッチングハブ
光スイッチングハブ

・超高速全光ｽｲｯ・超高速全光ｽｲｯ

ﾁﾁ

･超高速直接変調LD

･ﾊ ｲﾌ ﾘ゙ｯ ﾄﾞ集積OTDM-NIC

･超高速多重･分離技術
MUX/DEMUX

Tx

160Gbps信号160Gbps信号

Rx

超小型40G
光送受信モ
ジュール

超高速光LAN-SAN
･ ｼｽﾃﾑ設計技術

･ ｼｽﾃﾑ収容技術

･ 光NIC用I/F技術

・高効率半導体光増幅器

・超高速全光ｽｲｯﾁ

 
          図.Ⅲ-1-2 超高速光 LAN-SAN システム化技術マップ 
 
       
 
 

kajiharanby
スタンプ



 

           表Ⅲ-1-3   大規模エッジルータ進捗状況 

   個別テーマ 中間目標（平成21年度） 主な成果状況 達成度

・超高速光受信ｱﾅﾛｸﾞ・FE
25Gbpsで10ｍW/Gbpsの小型光I/Oを
開発

・65nm CMOS 3段ｼﾘｰｽﾞﾎﾟｽﾄｱﾝﾌﾟ回路方式
の高速受信回路を開発。
・25Gbps高速動作、2.8mW/Gbpsの受信ﾌﾛﾝ
ﾄｴﾝﾄﾞを開発し4ﾁｬﾈﾙ集積ﾓｼﾞｭｰﾙを試作。

○

・超高速光送信ﾄﾞﾗｲﾊﾞ
低消費電力の冗長化ドライバ回路を
開発し、25Gbpsで10ｍW/Gbpsの小型
光I/Oを開発

・90nm SiGe-BiCMOSプロセスを用いた4
チャネル直接変調ドライバを開発。
・25Gbps/chの高速駆動と10mW/Gbpsの低
消費電力性を実証。

○

・LAN/WAN間大容量信号変
換

小型・低消費電力型OTN-LSIの製作
を行い、OTN基本部で消費電力10W以
下を達成

・トランスポンダOTN基本部の消費電力
10W以下を確認。
・SFI-5.2高速インタフェース測定器を

・40G 新規OTNビットレート、多重化方式
としてITU-T G.sup43として文書化に成
功。

◎

・超高速・省電力面出射
型レーザ

機器内光通信システム用に25Gbps且
つ従来比1/2以下の低消費電力動作
のレーザを開発

・短共振器型の面出射レーザを試作し、

・従来比1/2以下の低消費電力動作を実
証。

◎

・高感度光受信モジュー
ル

高速・省電力型受信フロントエンド
用反射構造PDにおいて、25Gbps動作
を達成

・受信フロントエンド用反射構造PDを試
作し、受光感度0.8A/W, 帯域35GHzを実
現。 電気アンプ(TIA)と接続し25Gbps動
作を確認。

○

・小型省電力波長可変光
源

シリコン導波路とハイブリッド集積
技術により、波長可変幅100nm、消
費電力40mW/ringの導波路リング型
波長可変光源を開発

・シリコン光回路を外部共振器に用いた
波長可変光源を
・消費電力26mW/ring、またC-band/L-
bandをフルカバーする100nmの波長可変動
作を実証.

◎

・SFQベース・リアルタイ
ムオシロ

SFQネットワークスイッチ実現に不
可欠な多チャネルシステム化技術の
開発を行い、10Gbps光入出力(1チャ
ネル)を実現.
光入力で動作する超電導フラッシュ
型ＡＤＣを作製し、サンプリング周
波数30GHz, 4ビット動作確認.

・SFQベース・リアルタイムオシロに向
け、 25Gbps光信号波形観測に十分な
40Gbps光入力SFQ回路動作を実現。
・新方式4ビット超電導ADCを作製、周波
数34GHz動作を確認。

○

・スケーラブル・ルータ
アーキテクチャ

高速光ネットワークに対応可能なト
ラヒックモニタリング技術(40Gbps
および4Mフロー/Sに対応する独立筐
体型およびルータ内蔵トラヒック分
析技術及び装置)を開発.

・特徴フロー抽出アルゴリズムを高速処
理する二段階集約方式とハードウェアア
シスト機構，分散処理した複数のモニタ
結果を再集約する機構を開発。
・40Gbpsおよび4Mフロー/sに対応可能な
独立筐体型トラヒック分析装置の試作完
了。
・ルータ内でのモニタ対象管理技術を開
発しルータ内蔵型トラヒック分析装置を
試作中。

○

世
界へ先駆けて開発。

世界初の25Gbps動作を達成。

世界で始めて試作。
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          表Ⅲ-1-4 超高速光 LAN-SAN システム進捗状況 
 

   個別テーマ 中間目標（平成21年度） 主な成果状況 達成度

・超高速多重・分離技術
光NIC-I/F回路として、40Gbps動
作と低消費電力化（従来の1/3、
＜4W）を実現

・40Gbps動作、消費電力1.8Wの多重
化回路を開発。
 分離回路部は試作中。

○

・高速直接変調レーザ
光NIC用に単一モードLDにおいて
駆動電流50mA以下で室温40Gbps動
作を実現

・AlGaInAs系単一モードレーザ：波
長1.3μm帯/1.55μm帯で、駆動電流
50mA以下で室温40Gbps直接変調動作
を実現。
・波長1.3μm帯量子ドットレーザで

現。

◎

・ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ集積全光ｽｲｯﾁ
及びOTDM-NIC

OTDM-NIC用ハイブリッド集積型全
光スイッチを開発し、ウィンドウ
幅2ps、消光比20dB以上のスイッ
チング動作を実証

・サブバンド間遷移素子で目標性能
を確認。 また、ハイブリッド集積の
ためＳｉ導波光回路の設計/導波路作
成技術を確立。

○

・高効率半導体増幅器
OTDM-NIC集積用に半導体増幅器の
50℃以上、40Gbpsの高温動作を実
証

・OTDM-NIC集積用に半導体増幅器の
50℃の高温動作確認。
・40Gbpsの ◎

・入力ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾚﾝｼﾞ
拡大波長変換器

40Gbps以上、許容入力レベル変動
10dB以上の波長変換器を開発

・43GbpsNRZ信号による波長変換動作
を達成。
・消光比12dB以上で入力ダイナミッ
クレンジ14dBを達成。

○

・LAN-SANシステム設計技
術

・SHV配信LAN-SANシステ
ム収容技術

◎
3チャンネル×48Gbps SHV映像
160Gbit/s転送動作を確認

・160Gbit/s OTDM伝送評価系を構築
し動作特性を確認。
・SHV映像(24Gbit/s)の多重・分離技
術を開発。
・

世界初の室温20Gbps直接変調を実

ペナルティーフリー増幅
を世界で始めて実証。

世界初、非圧縮SHV映像信号のOTDM
転送に成功。
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２． 研究開発項目ごとの成果と実用化、事業化の見通しについて 

 

以降、①大規模エッジルータ（８テーマ）、②超高速光ＬＡＮ－ＳＡＮシステム（７テーマ）の個

別テーマ毎の研究開発成果と実用化/事業化の見通しを簡単にまとめた図面を添付する。 

 

２．１ 大規模エッジルータ 

 

図Ⅲ-2-1-1：スケーラブル・ルータアーキテクチャ 

図Ⅲ-2-1-2：超高速光受信アナログ・FE 

図Ⅲ-2-1-3：超高速光送信ドライバ 

図Ⅲ-2-1-4：超高速・省電力面出射型レーザ 

図Ⅲ-2-1-5：高感度光受信モジュール 

図Ⅲ-2-1-6：小型省電力波長可変光源 

図Ⅲ-2-1-7：LAN/WAN 間大容量信号変換技術 

図Ⅲ-2-1-8：超電導回路技術開発 

 

２．２ 超高速ＬＡＮ-ＳＡＮシステム 

 

図Ⅲ-2-2-1：超高速光 LAN-SAN システム化技術 

図Ⅲ-2-2-2：SHV(ｽｰﾊﾟﾊｲﾋﾞｼﾞｮﾝ)配信 LAN-SAN システム収容技術 

図Ⅲ-2-2-3：超高速多重・分離技術 

図Ⅲ-2-2-4：高速直接変調レーザ 

図Ⅲ-2-2-5：ハイブリッド集積化超高速全光スイッチ及び OTDM-NIC 

図Ⅲ-2-2-6：高効率半導体光増幅器 

図Ⅲ-2-2-7：入力ダイナミックレンジ拡大波長変換器 
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別紙

プロジェクト研究成果まとめ（平成19年度～21年度（2009（平成21）年10月末日まで）

年度
（平成）

論文等
国際/国内学会発表

（解説等：外数）
標準化

寄与文書
特許 新聞発表 主要展示会

計 16 159（9） 11 33 15 6

19年度 1 25 1 4 1 1

20年度 8 91（4） 8 18 9 3

21年度 7 43（5） 2 11 5 2



042201

15 2008 07 28 DEVICE TECHNOLOGY TO REAL TIME WAVEFORAM MONITORING 日高 ISTEC エッ ータ

別紙

平成19-21年度プロジェクト研究成果

（１－１）　論文等

16件

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 筆頭者 分室（企業名） 研究テーマ

1 2008.07.23 J.Appl.Phys. Vol.104
Hydrogen-inclusion-induced critical current deviation of

Nb-AlO-Nb Josephson junctions
日野出 ISTEC エッジルータ

2 2008.12.01
IEEE　Trans. Appl. Supercond.

vol.18,no.4
Large-scale SFQ Switches Using Miniaturized 2 x 2 Switch Cell 中川 ISTEC エッジルータ

3 2009.01.01 Electronics Letter
40-Gbps operation of a superconductive single-flux-quantum digital integrated

circuit with optical data input
橋本 ISTEC エッジルータ

4 2009.06.01
IEEE　Trans. Appl. Supercond.

vol.19,no.3
Possible Application of Flash-Type SFQ A/D Converter to Optical

Communication Systems and Their Measuring Instruments
鈴木 ISTEC エッジルータ

5 2009.06.01
IEEE　Trans. Appl. Supercond.

vol.19,no.3
Measurement of Superconductive Voltage Drivers up to 25 Gb/s/ch 橋本 ISTEC エッジルータ

6 2009.06.01
IEEE　Trans. Appl. Supercond.

vol.19,no.3
A Flash A/D Converter Using Complementarily Combined SQUIDs 丸山 ISTEC エッジルータ

7 2009.06.01
IEEE　Trans. Appl. Supercond.

vol.19,no.3
Hydrogen-Inclusion-Induced Critical Current Deviation of

Nb-AlO-Nb Josephson Junctions in Superconducting Integrated Circuits
日野出 ISTEC エッジルータ

8 2008.05.08
ELECTRONICS LETTERS

vol.44    No.10   pp.631-632
Ｕｎｃｏｏｌｅｄ　25Ｇｂｉｔ/ｓ ｄｉｒｅｃｔ ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ ｏｆ　ｓｅｍｉ－insulating buried -

hetetrostructure 1.3μm AlGaInAs quantum-well DFB lasers
大坪 厚木１（富士通） LAN-SAN

9 2009.10.01
電子情報通信学会論文誌B
Vol.J92-B,No.10,pp.xxx-xxx

トラヒック解析技術AFMの高速化方式 正村 アラクサラ エッジルータ

10 2007.11.30 Appl. Phys. Lett., vol.91,221115
All-optical demultiplexing of 160Gb/s-10Gb/s signals with Mach-Zehnder

interfermetric switch utilizing intersubband transition in InGaAs/AlAs/AlAsSb
quantum well

秋本良一 産総研 LAN-SAN

11 2008.11
Japan. J. Applied Physics.,

vol.47 pp.8434-8439

Simulation of cross phase modulation in intersubband transition of
InGaAs/AlAs/AlAsSb coupledquantum wells based on vector signal analysis of

electrical signals
土田英実 産総研 LAN-SAN

12 2009.02
IEICE trans.on Electronics,

vol.E92-C, pp.187-193,2008

All-Optical demultiplexing from 160 to 40 / 80 Gb/s using Mach-Zehnder
switches based on intersubband transition of InGaAs/AlAsSb coupled double

quantum wells
秋本良一 産総研 LAN-SAN

13 2009.03 Phys. Rev. B  vol.80, 035306
Experimental and Theopretical study of cross-phase modulation in

INGaAs/AlAsSb coupled double quantum wells with a AlGaAs barrier
Cong Guagwei,
秋本良一ほか

産総研 LAN-SAN

14 2009.03
Appl.Phys.Express, vol.2.,

042201

Cross phase modulation efficiency enhancement in
In0.8Ga0.2As/Al0.5Ga0.5As/AlAs0.56Sb0.44 coupled double auantum wells by

tailoring interband transition wavelength
牛頭信一郎 産総研 LAN-SAN

15 2009.06
IEEE J. Sel. Topics Quantum
Electron. vol. 15, no. 3, pp.

687-693

1.3-μm AlGaInAs Multiple-Quantum-Well Semi-Insulating Buried-
Heterostructure Distributed Feedback Lasers for High-Speed Direct Modulation

大坪 厚木１（富士通） LAN-SAN

16 2009.08.03
Optics Express 14063

Vol.17, No.16
Compact, lower-power-consumption wavelength tunable laser fabricated with

silicon photonicwire waveguide micro-ring resonators
儲　涛 つくば1（NEC） エッジルータ

（１－２）　研究発表・講演など（国際学会、国内学会発表）

159件

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 分室（企業名） 研究テーマ

1 2007.09.05 The Doyama Symposium on
 Advanced Materials (Tokyo) Fabrication process for large scale integrated niobium SFQ circuits 日野出ほか ISTEC エッジルータ

2 2007.10.17 電子情報通信学会
超伝導エレクトロニクス研究会

SFQスイッチの大容量化に向けた2×2スイッチセルの小型化 中川ほか ISTEC エッジルータ

3 2007.10.21
The Third CREST Nano-

Virtual-Labs Joint Workshop on
Superconductivity 2007 (Osaka)

SRL fabrication process for Nb devices and its possible application to
 readout circuit of　superconductive detector array 日高 ISTEC エッジルータ

4 2007.11.10 The 13th Japan-US Workshop
on Advanced Superconductors

Nb-based superconductivity digital circuit technology 日高 ISTEC エッジルータ

5 2008.01.24
電子情報通信学会

インターネットアーキテクチャ研
究会

リアルタイム波形モニタの現状と超伝導デバイスによる高速化 日高ほか ISTEC エッジルータ

6 2008.01.25 電子情報通信学会
超伝導エレクトロニクス研究会

Nb-AlO-Nb ジョセフソン接合の異常な臨界電流値の解析 日野出ほか ISTEC エッジルータ

7 2008.03.17 Superconducting SFQ VLSI
Workshop (SSV 2008,

Critical current deviation in Nb-AlO-Nb Josephson junction induced by
hydrogen inclusion

日野出ほか ISTEC エッジルータ

8 2008.03.20 電子情報通信学会
2008年総合大会

小型2×2スイッチセルを用いた大容量SFQスイッチ 中川ほか ISTEC エッジルータ

9 2008.03.20 電子情報通信学会
2008年総合大会

相補配置されたSQUIDを用いたフラッシュ型ADコンバータ 丸山ほか ISTEC エッジルータ

10 2008.03.20 電子情報通信学会
2008年総合大会

単一磁束量子回路の出力データレートの増倍回路 遠藤ほか ISTEC エッジルータ

11 2008.03.20 電子情報通信学会
2008年総合大会

超電導ADCの光通信システム・計測への応用可能性 鈴木ほか ISTEC エッジルータ

12 2008.03.28 2008年春季 第55回応用物理
学関係連合講演会

Nbジョセフソン接合における異常Ic値解析 日野出ほか ISTEC エッジルータ

13 2008.04.15 未踏科学技術協会
シンポジウム

通信の未来と超伝導 日高 ISTEC エッジルータ

14 2008.04.21 日本学術振興会１４６委員会 NEDOプロジェクトにおけるニオブ系SFQ技術の進展 日高ほか ISTEC エッジルータ

15 2008 07 28. .
SAINT2008,workshop on

power consumptions in futurepower consumptions in future
network systems

APPLICATION OF LOW-POWER CONSUMPTION SUPERCONDUCTIVE
DEVICE TECHNOLOGY TO REAL TIME WAVEFORAM MONITORING   -   

FOR PHOTONIC NETWORK
日高ほかほか ISTEC エッジルータジル

16 2008.08.06 低温工学協会
東北・北海道支部

超伝導デジタル応用の進展 日高 ISTEC エッジルータ

17 2008.08.17 Applie Superconductivity
Conference2008(Chicago)

Hydrogen-Inclusion-Induced Critical Current Deviation of
Nb-AlO-Nb Josephson Junctions in Superconducting Integrated Circuits 日野出ほか ISTEC エッジルータ



連合講演会

56 2007 11 06 D fli fl d 五十嵐 ISTEC 横浜国立大学 タ

18 2008.08.17 Applie Superconductivity
Conference2008(Chicago) A Flash A/D Converter Using Complementarily Combined SQUIDs 丸山ほか ISTEC エッジルータ

19 2008.08.17 Applie Superconductivity
Conference2008(Chicago)

Possible Application of Flash-Type SFQ A/D Converter to Optical
Communication Systems and Their Measuring Instruments 鈴木ほか ISTEC エッジルータ

20 2008.08.18 Applie Superconductivity
Conference2008(Chicago) Measurement of Superconductive Voltage Drivers up to 25 Gb/s/ch 橋本ほか ISTEC エッジルータ

21 2008.09.02 ２００８年秋季応用物理学会 相補型QOSコンパレータの設計と動作実証 丸山ほか ISTEC エッジルータ

22 2008.09.02 ２００８年秋季応用物理学会 超電導フラッシュ型ADC用エラー補正回路の検討 藤原ほか ISTEC エッジルータ

23 2008.09.02 ２００８年秋季応用物理学会 Nbジョセフソン接合における異常Ic値の抑制 日野出ほか ISTEC エッジルータ

24 2008.09.16 ２００８年電子情報通信学会
ソサエティ大会

超電導デバイスを用いた通信機器の省エネルギー化 日高 ISTEC エッジルータ

25 2008.09.16 ２００８年電子情報通信学会
ソサエティ大会

40Gbps光入力による超電導SFQ回路の動作 鈴木ほか ISTEC エッジルータ

26 2008.10.20
未踏科学技術協会

超伝導科学技術研究会 FSST
NEWS

水素混入によるNb/AlOx/Nbジョセフソン接合の臨界電流密度変動 日野出ほか ISTEC エッジルータ

27 2008.10.27
21th International Symposium

on Superconductivity (ISS2008,
Tsukuba)

Design and Measurement of 4-bit Error Correction Circuit for an SFQ flash
ADC 藤原ほか ISTEC エッジルータ

28 2008.10.27
21th International Symposium

on Superconductivity (ISS2008,
Tsukuba)

Suppression of Extraordinary Ic Values of Nb-AlO-Nb Josephson Junctions 日野出ほか ISTEC エッジルータ

29 2008.10.27
21th International Symposium

on Superconductivity (ISS2008,
Tsukuba)

40Gbps operation of a superconductive SFQ circuit with cryocooled
photodiode for optical input 鈴木ほか ISTEC エッジルータ

30 2008.10.30 信学技報, Vol. 108, No. 268,
SCE2008-30, pp. 5-10 (2008).

SFQ Technology Developments in NEDO Next-Generation High-Efficience
Network Device Project 日高睦夫 ISTEC エッジルータ

31 2008.11.27 JST/国際シンポジウム
-量子技術に関する物理

Fabrication Process for Superconductive Devices using Nb 日高ほか ISTEC エッジルータ

32 2009.01.28 電子情報通信学会
/IA研究会

超伝導デバイスを用いた光信号波形モニタリング技術の開発 日高 ISTEC エッジルータ

33 2009.03.17 電子情報通信学会
2009年総合大会

超電導フラッシュ型ADCにおけるMUX回路の検討 石原ほか ISTEC エッジルータ

34 2009.03.17 電子情報通信学会
2009年総合大会

相補型QOSコンパレータの設計改善による高速動作実証 藤原ほか ISTEC エッジルータ

35 2009.03.30
2009年春季　第56回
応用物理学会関係

連合講演会

ジョセフソン接合用Nb膜質のパターンサイズ依存性 日野出ほか ISTEC エッジルータ

36 2009.04.06 S-PULSE project workshop Progress of the interface circuits and cryopacking technologies for SFQ circuits 鈴木ほか ISTEC エッジルータ

37 2009.06.15 The 2nd Superconducting SFQ
VLSI Workshop

Fabrication and Characterization of 40kA/cm2 Nb/AlOx/Nb Josephson
junctions 佐藤ほか ISTEC エッジルータ

38 2009.06.15 The 2nd Superconducting SFQ
VLSI Workshop Fabrication Process for Nb devices in SRL/ISTEC 日高ほか ISTEC エッジルータ

39 2009.06.16 International Superconductive
Electronics Conference 2009

High-speed tests for superconductive flash ADC using complementary
 QOS comparator 藤原ほか ISTEC エッジルータ

40 2009.06.16 International Superconductive
Electronics Conference 2009

Study for improvement of the operating margin in an AC drive stacked latching
driver 鈴木ほか ISTEC エッジルータ

41 2009.09.08 2009年秋季　第70回
応用物理学会学術講演会

ジョセフソン接合用Nb膜中水素の電界移動 日野出ほか ISTEC エッジルータ

42 2009.09.15 電子情報通信学会
2009年ソサエティ大会

高速性と低消費電力性が両立する超伝導SFQ回路のグリーンITへの適用 日高 ISTEC エッジルータ

43 2007.09.04 2007年秋季第68回
応用物理学会学術講演会

MSMフォトダイオード基板上へのSFQ回路実装と光入力評価 品田ほか ISTEC、情報通信機構 エッジルータ

44 2007.09.20
8th Europian Conference on
Applied Superconductivity
(EUCAS　2007,Brussels)

Optical interfaces  based on InGaAs metal-semiconductor-metal photodiode for
signal inputs to superconducting digital systems 寺井ほか ISTEC、情報通信機構 エッジルータ

45 2008.01.29 電子情報通信学会
フォトニックネットワーク研究会

MSM光検出器集積型SFQ回路の光入力評価 品田ほか ISTEC、情報通信機構 エッジルータ

46 2008.03.28 2008年春季 第55回応用物理
学関係連合講演会

MSMフォトダイオード実装DC/SFQ/DC回路の光入力動作実験 品田ほか ISTEC、情報通信機構 エッジルータ

47 2008.08.05 Photonics in Switching
2008(Sapporo) Integrated Optical Interface for Single-Flux-Quantum Buffer Memory 品田ほか ISTEC、情報通信機構 エッジルータ

48 2008.08.17 Applie Superconductivity
Conference2008(Chicago) Integrated optical input module for single-flux-quantum circuit 品田ほか ISTEC、情報通信機構 エッジルータ

49 2008.10.23 3rd International Joint
Workshop on OPS & OCDMA

Integrated Optical Input Interface for Single-Flux-Quantum Buffer Memory 品田ほか ISTEC、情報通信機構 エッジルータ

50 2008.03.17 Superconducting SFQ VLSI
Workshop (SSV 2008,

Critical currents of single externally shunted Nb/AlOx/Nb junctions with and
without connections to a ground plane

赤池ほか ISTEC、名古屋大学 エッジルータ

51 2008.02.06
International Solid-State

Circuits Conference (ISSCC
2008, San Francisco)

Superconductive single-flux-quantum circuit/system technology and 40Gb/s
switch system demonstration 橋本ほか

ISTEC、名古屋大学
横浜国立大学

エッジルータ

52 2008.09.16 ２００８年電子情報通信学会
ソサエティ大会

Nb多層プロセスを用いて試作したシフトレジスタの測定評価 永沢ほか
ISTEC、名古屋大学

横浜国立大学
エッジルータ

53 2008.10.27
21th International Symposium

on Superconductivity (ISS2008,
Tsukuba)

New Nb Multi-layer fabrication process for large-scale SFQ circuits 永沢ほか
ISTEC、名古屋大学

横浜国立大学
エッジルータ

54 2008.10.30 信学技報, Vol. 108, No. 268,
SCE2008-30, pp. 51-56 (2008).

Nb多層デバイス構造用セルライブラリに向けた最適なモート構造の検討 藤原ほか
ISTEC、名古屋大学

横浜国立大学
エッジルータ

55 2007.09.04 2007年秋季第68回
応用物理学会学術講演会

カレントリサイクル用driver-receiverにおける
インダクティブカップリング構造の検討

五十嵐ほか ISTEC、横浜国立大学 エッジルータ

56 2007 11 06. .
20th International Symposium

S d ti it (ISS2007on Superconductivity (ISS2007,
Tsukuba)

D flip flop based p lse transfer circ its for c rrent rec cling p- op base  pulse transfer circuits for current recycling 五十嵐ほかほか ISTEC 横浜国立大学、 エッジル タエッジルー

57 2008.08.21 Applie Superconductivity
Conference2008(Chicago) SFQ pulse transfer circuits using inductive coupling for current recycling 五十嵐ほか ISTEC、横浜国立大学 エッジルータ



58 2008.09.04 2008年秋季 第69回
応用物理学会学術講演会

磁気結合にDFFを用いたカレントリサイクル用ドライバ・レシーバ 五十嵐ほか ISTEC、横浜国立大学 エッジルータ

59 2008.10.30 信学技報, Vol. 108, No. 268,
SCE2008-30, pp. 45-50 (2008).

カレントリサイクル実現に向けた磁気結合によるSFQ伝搬回路の検討 五十嵐ほか ISTEC、横浜国立大学 エッジルータ

60 2009.01.28 電子情報通信学会 インター
ネットアーキテクチャ研究会

SHV配信LAN-SAN システム収容技術の開発 中戸川剛 NHK LAN-SAN

61 2009.03.20 電子情報通信学会総合大会 SHV配信LAN-SANシステム技術の基礎実験 中戸川剛 NHK LAN-SAN

62 2009.8.28(予定) 映像情報メディア学会年次大
会

SONET/SDHで伝送したHD-SDI受信信号のクロック再生手法 中戸川剛 NHK LAN-SAN

63 2008.01.24 電子情報通信学会
ｲﾝﾀｰネットｱｰｷﾃｸﾁｬ（IA)研究

超高速光ネットワーク向けOTN技術の最新動向 日比野 NTT エッジルータ

64 2008.07.31 SAINT2008
(PCFNS'08)  7/28-8/01

HIGH CAPACITY TRANSPARENT OPTICAL NETWORK FOR 40/10GBE
TRANSPORT 相澤 NTT エッジルータ

65 2008.09.18
電子情報通信学会

2008年ソサイエティ大会
2008.9.16-19

SFI-5 Phase2 測定システムの開発
Development of SFI-5 Phase2 measurement system 相澤 NTT（横須賀） エッジルータ

66 2009.03.18 電子情報通信学会
総合大会（2009.03.17-20）

大容量光通信システムとOTN国際標準化動向 相澤 NTT（横須賀） エッジルータ

67 2009.01.28 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｱｰｷﾃｸﾁｬ研究会
(IA) 大規模ｴｯｼﾞルータシステムにおける高速トラフィックモニタリング技術の検討 浅見ほか

PL
（アラクサラネットワークス）

エッジルータ

68 2009.01.28 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｱｰｷﾃｸﾁｬ研究会
(IA) 超高速LAN-SANシステム化技術の目標と現状 浅見ほか

PL、富士通、三菱、
（産総研、NHK) LAN-SAN

69 2008.09.16 光産業技術振興協会
第304回マンスリーセミナー

システム側からみた通信方式の動向 西村 SPL（日立） エッジルータ

70 2008.10.08 第3回超高速ﾌｫﾄﾆｸｽｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 100Gb/40Gbイーサネットインタフェース技術 西村 SPL（日立） エッジルータ

71 2009.06.03 2009エレクトロニクス実装学会
最先端技術シンポジウム

インターコネクションのネットワークシステムへの適用 西村　信治 SPL（日立製作所） エッジルータ

72 2008.03.29 2008年（平成20年）春季第55
回応用物理学関係連合講演会

波長1.3μm帯高抵抗埋め込みAlGaInAs系MQW-DFBレーザ 大坪 厚木1（富士通） LAN-SAN

73 2008.09.02
応用物理学会

2008年秋季学術講演会
2008.9.2-5

波長1.3μm帯高抵抗埋め込みAlGaInAs系MQW-DFBレーザの
40Gb/s直接変調動作

大坪 厚木1（富士通） LAN-SAN

74 2008.09.15

The 21st IEEE International
Semiconductor Laser

Conference (ISLC2008)
2008.9.14-18

40-Gb/s Direct Modulation of 1.3μm Semi-Insulating Buried-Heterostructure
AlGaInAs MQW DFB Lasers 大坪 厚木1（富士通） LAN-SAN

75 2008.12.12 ﾚｰｻﾞ・量子ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究会
（LQE）

波長1.3μm帯高抵抗埋め込みAlGaInAs歪量子井戸DFBﾚｰｻﾞの
高速直接変調

大坪 厚木1（富士通） LAN-SAN

76 2009.03.25 OFC 2009
（2009.3.22-26）

High-speed and temperature-insensitive operation in 1.3-μm InAs/GaAs high-
density quantum dot lasers

田中　有
（山本剛之、荒川）

厚木1（富士通） LAN-SAN

77 2009.03.26 OFC 2009
（2009.3.22-26）

Low-Driving-Current High-Speed Direct Modulation up to 40 Gb/s Using 1.3-
µm Semi-Insulating Buried-Heterostructure AlGaInAs-MQW Distributed

Reflector (DR) Lasers
大坪 厚木1（富士通） LAN-SAN

78 2009.04.01
2009年（平成21年）春季
第56回応用物理学関係

連合講演会

波長1.3μm帯AlGaInAs系歪量子井戸DRレーザによる低駆動電流40Gb/s直
接変調

大坪　孝二 厚木1（富士通） LAN-SAN

79 2009.04.02
2009年（平成21年）春季
第56回応用物理学関係

連合講演会

1.3μm帯InAs/GaAs高密度量子ドットレーザの温度特性向上と高速化
田中　有

（山本剛之、荒川）
厚木1（富士通） LAN-SAN

80 2009.06.19 レーザ・量子エレクトロニクス研
究会（LQE)

波長1.3μm帯InAs/GaAs量子ドットレーザ　～ 単一モード化、高速化の検討
～

田中　有 厚木1（富士通） LAN-SAN

81 2009.09.10 2009年（平成21年）秋季
応用物理学会

波長1.55μm帯AlGaInAs系Distributed Reflectorレーザの40Gbps直接変調動
作

植竹　理人 厚木1（富士通） LAN-SAN

82 2009.10.08 22nd annual meeting of the
IEEE photonics society

40-Gbps Direct Modulation of 1.55-μm AlGaInAs Semi-Insulating Buried-
Heterostricture Distributed Reflector Lasers up to 85 ℃

植竹　理人 厚木1（富士通） LAN-SAN

83 2009.10.08 22nd annual meeting of the
IEEE photonics society 1.3 um InAs/GaAs High-density Quantum Dot Lasers 田中　有 厚木1（富士通） LAN-SAN

84 2009.11.06
Asia Communications and
Photonics Conference and

Exhibition 2009 (ACP2009)

AlGaInAs Quantum-Well Lasers with Semi-Insulating Buried-Heterostructure
for High-Speed Direct Modulation up to 40 Gbps 大坪 厚木1（富士通） LAN-SAN

85 2008.03.29
2008年（平成20年）春季
第55回応用物理学関係

連合講演会

 InAsコラムナ量子ドット半導体光増幅器高温動作の検討 安岡他 厚木2（富士通） LAN-SAN

86 2009.04.01
2009年（平成21年）春季
第56回応用物理学関係

連合講演会

MOVPE法によるInP(001)基板上AlGaInAsバッファ層およびInAs量子ドットの
成長検討

奥村　滋一 厚木2（富士通） LAN-SAN

87 2009.04.02
2009年（平成21年）春季
第56回応用物理学関係

連合講演会

 コラムナ量子ドット半導体光増幅器の高温・高利得動作 安岡他 厚木2（富士通） LAN-SAN

88 2010.03 OFC2010
(投稿中）

Highly Efficient Columnar-Quantum-Dot Semiconductor Optical Amplifier in
High Temperature Condition 関口　茂昭 厚木2（富士通） LAN-SAN

89 2008.01.24 電子情報通信学会
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｰｷﾃｸﾁｬ（IA)研究

高速トラヒックモニタリング技術の現状と課題 池田 アラクサラ エッジルータ

90 2008.09.26 電子情報通信学会
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｰｷﾃｸﾁｬ（IA)研究

フロー統計情報WebサービスAPIの提案 渡辺 アラクサラ エッジルータ

91 2008.10.24 インターネットコンファレンス
2008 トラヒックモニタリング高速化技術の検討 正村 アラクサラ エッジルータ

92 2009.01.21
第9回ファイバーオプティクス

EXPO
専門技術セミナー

次世代キャリアエッジルータに向けたハイブリッドアーキテクチャの取組み 池田 アラクサラ エッジルータ

93 2009.01.28 電子情報通信学会
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｰｷﾃｸﾁｬ（IA)研究

大規模エッジルータシステムにおける高速トラヒックモニタリング技術の検討 渡辺 アラクサラ エッジルータ

94 2009.03.03
電子情報通信学会

第25回NS/IN研究会ワーク
ショップ

（招待講演）
トラフィックの素性を「直感的に知る」「超高速でも知る」ための基盤技術開発

池田 アラクサラ エッジルータ

95 2009.07.23 SAINT 2009
7/20-7/24 A Traffic Monitoring Method for High Speed Networks 正村 アラクサラ エッジルータ

96 2009.09.23 APNOMS 2009
9/23-9/25

NETCONF-based Network Management System Collaborating with
Aggregated Flow Mining 飯島 アラクサラ エッジルータ

97 2008.08.07
International Conference on
Photonics in Switching 2008

(PS2008) 8/4-7

Lasing Mode Analysis of Self-Pulsating DFB Laser Diodes for All-Optical
Signal Recovery at 40Gbps 西川、宮原、青柳他 伊丹（三菱） LAN-SAN

98 2009.03.18 電子情報通信学会
総合大会（2009.03.17-20）

入力ダイナミックレンジを拡大した43Gbps用波長変換器の開発 大畠 伊丹（三菱） LAN-SAN



2008

14th Int Conf on Modulated Refractive index of high-carrier-doped InGaAs/AlAsSb coupled double

99 2009.03.19 電子情報通信学会
総合大会（2009.03.17-20）

半導体光増幅器に基づく３分岐型波長変換器を用いた全光XORゲート 宮原、青柳、他 伊丹（三菱） LAN-SAN

100 2009.03.26 OFC 2009
（2009.3.22-26）

All-Optical Format Conversion from NRZ-OOK to RZ-QPSK Using Integrated
SOA Three-Arm-MZI Wavelength Converter 宮原、青柳、他 伊丹（三菱） LAN-SAN

101 CLEO Pacific Rim 2009 43Gbps Wavelength Converter with Wide Dynamic Range of 14dB 大畠　伸夫 鎌倉（三菱電機） LAN-SAN

102 2008.07.31 SAINT2008
(PCFNS'08)  7/28-8/01

THE LATEST TREND OF LOW POWER HIGH-SPEED CMOS I/O
TECHNOLOGY FOR PHOTONIC NETWORK 池内 川崎2（富士通） LAN-SAN

103 2009.02.11 ISSCC 2009
2009.2.7-11

A Single-40Gb/s Dual-20Gb/s Serializer IC with SFI-5.2 Interface in 65um
CMOS 井出 川崎2(富士通) LAN-SAN

104 2009.10.13 OIF(Optical Interface Forum) New connector proposal for FPC interface option for 100G Rx IA イソノ　ヒデキ
（池内　公）

川崎2（富士通） LAN-SAN

105 2008.09.16
電子情報通信学会

2008年ソサイエティ大会
2008.9.16-19

ボード内・間光インターコネクション技術の取り組み
Development of Optical Interconnection Technologies for Board-to-board

Communication
竹本 国分寺1（日立製作所） エッジルータ

106 2009.09 ECOC2009 A 25-Gb/s, 2.8-mW/Gb/s Low Power CMOS Optical Receiver for 100-Gb/s
Ethernet Solution 竹本　享史 国分寺1（日立製作所） エッジルータ

107 2009.09 ECOC2009 A Compact 100-GbE Quadplex Receiver 細見　和彦
（辻、篠田、李）

国分寺1（日立製作所） エッジルータ

108 2009.09 ECOC2009 Uncooled and High Power 25-Gbps Direct Modulation of InGaAlAs Ridge
Waveguide DFB Laser 深町　俊彦 国分寺2（日立製作所） エッジルータ

109 2009.03.26 OFC 2009
（2009.3.22-26）

High-speed and High-Responsivity Back-Iiiuminated Photodiode with a High
Reflective Reflector for 25-Gbps Receiver of 100-Gbps Ethernet 李 国分寺3（日立製作所） エッジルータ

110 2009.07.16 OECC2009 High-Performance PIN Photodiodes with an Integrated Aspheric Microlens 李　英根 国分寺3（日立製作所） エッジルータ

111 2009.09.11 2009年（平成21年）秋季
応用物理学会

高速・高感度レンズ集積フォトダイオードを用いた小型受信モジュール 李　英根 国分寺3（日立製作所） エッジルータ

112 2008.03.30
2008年（平成20年）春季
第55回応用物理学関係

連合講演会

干渉型サブバンド間遷移スイッチによる160Gb/s信号の40Gb/sへの
DEMUX動作

秋本ほか 産総研 LAN-SAN

113 2008.03.30
2008年（平成20年）春季
第55回応用物理学関係

連合講演会

InAlAs結合量子井戸を用いたInGaAs/AlAsSb結合量子井戸における
XMP効率の改善

永瀬ほか 産総研 LAN-SAN

114 2008.04.18 第４回超高速
光エレクトロニクス研究会

ダイナミック光ネットワーク実現に向けた光信号処理 並木　周 産総研 LAN-SAN

115 2008.07.31 SAINT2008
(PCFNS'08)  7/28-8/01

Dynamic optical path　switching for ultra-low energy　consumption and its
enablingdevice technologies

並木、挾間、森、
渡辺、石川

産総研 LAN-SAN

116 2008.09.04
応用物理学会

2008年秋季学術講演会
2008.9.2-5.9.2 5

Effect of ultrathin AlAs　coupling barrier in InGaAs/AlAsSb quantum　wells
on intersubband　excitation induced index　change

Cong, 秋本、牛頭、
挾間、石川

産総研 LAN-SAN

117 2008.09.04
応用物理学会

2008年秋季学術講演会
2008.9.2-5

Thermal management of　InGaAs/AlAs/AlAsSb CDQW　ISBT switches Lim, 秋本、挾間、
石川

産総研 LAN-SAN

118 2008.09.04
応用物理学会

2008年秋季学術講演会
2008.9.2-5

強光閉じ込め光導波路構造によるInGaAs/AlAs/AlAsSb量子井戸の
全光位相変調効果の増大

秋田、秋本、Cong,
牛頭、物集、挾間、石

川
産総研 LAN-SAN

119 2008.09.18
電子情報通信学会

2008年ソサイエティ大会
2008.9.16-19

InGaAs/AlAsSb量子井戸サブバンド間遷移の
超高速位相変調効果と干渉計型全光スイッチへの応用

秋本、Cong, 永瀬、
牛頭、物集、秋田、
Lim, 土田、挾間、

石川

産総研 LAN-SAN

120 2008.09.24 ECOC2008 9/21-25 All optical demultiplexing from 160 to 40-Gb/s utilizingInGaAs/AlAsSb
quantum wellintersubband transition switch

秋本、Cong、永瀬、
牛頭、物集、Lim、
秋田、土田、挾間、

石川

産総研 LAN-SAN

121 2008.09.25 ECOC2008 9/21-25 Broadband and enhanced  picosecond cross-phase modulation in InGaAs
/AlAsSb quantum well waveguides

Cong、秋本、永瀬、
物集、挾間、石川

産総研 LAN-SAN

122 2008.10.28 Asia-Pacific Optical
Communiations

Ultrafast all-optical signal switching using intersubband transitions in
InGaAs/AlAs/AlAsSb quantum wells 石川 産総研 LAN-SAN

123 2008.11.14 マイクロ波ミリ波フォトニクス
(MNP)第３回研究会

InGaAs/AlAsSb 量子井戸サブバンド間遷移全光スイッチによる
超高速光信号処理

秋本、Cong、永瀬、
物集、Lim、牛頭、
秋田、挾間、石川

産総研 LAN-SAN

124 2009.01.13
2009 IEEE/LEOS Winter

Topical Meeting All-optical switch based on intersubband transition in quantum wells
秋本、Cong、永瀬、
物集、Lim、牛頭、
秋田、挾間、石川

産総研 LAN-SAN

125 2009.01.19
日本学術振興会光エレクトロニ
クス第130委員会2009年1月19

日研究会

ダイナミック光ネットワークに向けた光信号処理技術 並木 産総研 LAN-SAN

126 2009.01.29 Photonics West
2009.1.24-29 Optical LAN technologies for the ultra-high definition video era 並木 産総研 LAN-SAN

127 2009.03.06 微小光学研究会 量子井戸のサブバンド間遷移を用いた超高速全光スイッチ 石川ほか 産総研 LAN-SAN

128 2009.03.30
2009年（平成21年）春季
第56回応用物理学関係

連合講演会

サブバンド・バンド間遷移波長を制御した
In0.8Ga0.2As/AlGaAs/AlAs0.56Sb0.44結合量子井戸

牛頭ほか 産総研 LAN-SAN

129 2009.03.30
2009年（平成21年）春季
第56回応用物理学関係

連合講演会

ダイナミック光ネットワークに向けた光信号処理技術開発 並木他 産総研 LAN-SAN

130 2009.04.02
2009年（平成21年）春季
第56回応用物理学関係

連合講演会

Optimizing InGaAs/AlAsSb coupled doulbe aunatum wells with AlGaAs as the
coupling barrier towards enhancing XPM efficiency Cong, 秋本ほか 産総研 LAN-SAN

131 2009.04.02
2009年（平成21年）春季
第56回応用物理学関係

連合講演会

InGaAs/AlAsSb 結合量子井戸の相互位相変調効果を利用した
80Gb/s全光波長変換

秋本ほか 産総研 LAN-SAN

132 2009.05.25 レーザ量子エレクトロニクス
研究会

Broadband and ultrafast cross-phase modulation in InGaAs/AlAsSb coupled
quantum well waveguides: mechanism and optimization Cong、秋本、ほか 産総研 LAN-SAN

133 2009.06.05 CLEO/QELS2009 XPM-based Wavelength Conversion at 80 Gb/s using Intersubband Transition
in InGaAs/AlGaAs/AlAsSb Coupled Double Quantum Wells 秋本ほか 産総研 LAN-SAN

134 2009.07.17 OECC2009 Challenges for the future networks and enabling photonic technologies 並木 産総研 LAN-SAN

135 2009.07.23 14th Int Conf on Modulated . .  
Semiconductor Structures

Refractive index of high-carrier-doped InGaAs/AlAsSb coupled double      
quantum wells

牛頭牛頭ほか 産総研産総研 LAN-SAN

136 2009.09.09 2009年応用物理学会
秋季学術講演会

高キャリア密度を有するInGaAs/AlAsSb結合量子井戸の屈折率 牛頭ほか 産総研 LAN-SAN

137 2009.09.16 Photonic Switching 2009 Energy bottlenecks in future networks and optical signal processing 並木 産総研 LAN-SAN



会

159 2008.07.31 (PCFNS'08)  7/28-8/01 Technologies to save power for carrier class routers and switches 西村、池田他 日立、アラクサラ エッジルータ

138 2009.09.21 ECOC2009 All-optical wavelength conversion at 160Gb/s by intersubband transition
switches utilizing efficient XPM in InGaAs/AlAsSb coupled double quantum

秋本ほか 産総研 LAN-SAN

139 2009.09.21 ECOC2009 All Optical NRZ-to-RZ conversion for 43-Gbps Signals for Generation of 172-
Gbps OTDM Signals Using Intersubband Transition MQW Optical Gate

黒須ほか 産総研 LAN-SAN

140 2009.10.08 SSDM2009
Separate control of interband and intersubband transition wavelengths of

In0.8Ga0.2As/AlGaAs/AlAs0.56Sb0.44 coupled double quantum wells by only
changing Al composition

牛頭ほか 産総研 LAN-SAN

141 2009.03.30 2009年春季　第56回
応用物理学会関係連合講演会

光パルス駆動型交流ジョセフソン電圧標準の開発 浦野ほか 産総研、ISTEC エッジルータ

142 2009.03.30
2009年春季　第56回
応用物理学会関係

連合講演会

光入力ポート付冷凍機システムを用いた
パルス駆動型ジョセフソン電圧標準素子の測定

丸山ほか 産総研、ISTEC エッジルータ

143 2008.09.17
電子情報通信学会

2008年ソサイエティ大会
2008.9.16-19

超高精細映像時代に向けた光LAN要素技術開発
並木、尾中ｍ池内、

森戸、杉立、小山田、
石川、浅見

産総研、富士通、三菱、NHK LAN-SAN

144 2009.03.18 電子情報通信学会
総合大会（2009.03.17-20）

シリコン細線型リング共振器を用いた小型省電力波長可変レーザ 藤岡　伸秀 つくば1（NEC） エッジルータ

145 2009.04.01
2009年（平成21年）春季
第56回応用物理学関係

シリコン細線型リング共振器を用いた
小型省電力波長可変レーザーにおける光結合設計

藤岡　伸秀 つくば1（NEC） エッジルータ

146 2009.06.19

連合講演会

レーザ・量子エレクトロニクス
（LQE）研究会

シリコン細線リング共振器を用いた小型省電力波長可変レーザ 藤岡　伸秀 つくば1（NEC） エッジルータ

147 ECOC2009 Compact, Low Power Consumption Wavelength Tunable Laser with Silicon
Photonic-wire Waveguide Micro-ring Resonators 儲　涛 つくば1（NEC） エッジルータ

148 2007.11.11
電子情報通信学会

フォトニックネットワーク研究会
次世代高効率ネットワーク技術開発プロジェクト

-　システムイメージ　- 浅見 東大
エッジルータ
/LAN-SAN

149 2007.11.12

PN2007-21
電子情報通信学会

フォトニックネットワーク研究会
次世代高効率ネットワーク技術開発プロジェクト

-　デバイス基盤技術の概要　- 荒川 東大
エッジルータ
/LAN-SAN

150 2008.09.23

PN2007-22

ECOC2008 9/21-25 Energy Consumption Targets for Network Systems 浅見、並木 東大、産総研
エッジルータ

フォトニックデバイス・応用技術

/LAN-SAN

151

152

2008.01.31

2008.03.05

ワークショップ（光協会）
NGN時代の光技術・

産業懇談会

光LAN・光バックプレーン技術の現状と将来展望

システム側からみた通信方式の動向

西村

西村

日立

日立

エッジルータ

エッジルータ

153 2009.03.22-26

第5回公開討論会

OFC 2009 A 1.3-μm Lens-Integrated Horizontal-Cavity Surface-Emitting Laser with
足立 日立（国分寺2） エッジルータ

154 2009.03.26 OFC 2009

Direct and Highly Efficient Coupling to Optical Fibers

A 1.3-μm Lens-Integrated Horizontal-Cavity Surface-Emitting Laser with
篠田 日立（国分寺2） エッジルータ

（2009.3.22-26）

電子情報通信学会

Direct and Highly Efficient Coupling to Optical Fibers

155 2008.01.24 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｰｷﾃｸﾁｬ（IA)研究
会

電子情報通信学会

高速CMOS I/O技術の最新動向 池内 富士通 LAN-SAN

156 2009.01.28 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱｰｷﾃｸﾁｬ（IA)研究
会

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｱｰｷﾃｸﾁｬ研究会

省電力・高性能光I/O技術開発 尾中 富士通

富士通、PL

LAN-SAN

157 2009.01.28 (IA)

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ･ｱｰｷﾃｸﾁｬ研究会

SHV配信LAN-SANシステム収納技術の開発 尾中ほか
（NHK、産総研）

LAN-SAN

158 2009.01.28 (IA)

SAINT2008

ダイナミックレンジ拡大波長変換器の開発 杉立ほか 三菱、東大 LAN-SAN



国際会議報告

（１－３）　標準化寄与文書

11件

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 分室（企業名） 研究テーマ

1 2008.02 ITU
TELECOMMUNICATION

OTN enhancement accomodating Ethernet clients with bit transparency as well
as block code transparency 相澤 NTT（横須賀） エッジルータ

2 2008.06.2-6 ITU-T  SG15  WP3  Q11
6月会合への寄書

OTN extension with bit transparency 相澤 ＮＴＴ（横須賀） エッジルータ

3 2008.07.04 OIF会合(OIF 2008.213.01) Bit transparency mapping and OTN evolution need 相澤 NTT（横須賀） エッジルータ

4 2008.12.1-12 ITU-T  SG15
12月会合への寄書

Bit rate of OTU3ye in G.supODU3ye 相澤 NTT（横須賀） エッジルータ

5 2008.12.1-12 ITU-T  SG15
12月会合への寄書

ODU3ye/OTU3ye supplement supporting only 4 x ODU2e 相澤 NTT（横須賀） エッジルータ

6 2008.12.1-12 ITU-T  SG15
12月会合への寄書

Proposed text for ODU3ye/OTU3ye in supplement 相澤 NTT（横須賀） エッジルータ

7 2008.9.22-26 ITU-T  SG15  WP3  Q11
9月会合への寄書

Four 10GE LAN transport over ODU3y/OTU3y via ODU2e 相澤 NTT（横須賀） エッジルータ

8 2009.03.16-20 ITU-T SG15 Q11中間会合 Continuing consideration of flexible ODU 相澤 NTT（横須賀） エッジルータ

9 2009.03.16-20 ITU-T SG15 Q11中間会合 Issues on mappings of STM-256 / OTU3 / OTU4 to Virtual Lanes 相澤 NTT（横須賀） エッジルータ

10 2009.08 ITU-T 9月会合への寄書 OTUk(k=3,4) multi-channel parallel transport condidering FEC 相澤 NTT（横須賀） エッジルータ

11 2009.10.13 OIF(Optical Interface Forum) New connector proposal for FPC interface option for 100G Rx IA イソノ　ヒデキ
（池内　公）

川崎2（富士通） LAN-SAN

（１－４）　解説記事等

9件

発表年月日 発表媒体 発表タイトル 筆頭者 分室（企業名） 研究テーマ

1 2008.08.01 電 情報通信学会誌電子情報通信学会誌
９１巻８号

国際会議報告
ISSCC（International Solid-State Circuit Conference）2008 橋本 ISTEC エッジルータ

2 2008.10.20
未踏科学技術協会

超伝導科学技術研究会 FSST 水素混入によるNb/AlOx/Nbジョセフソン接合の臨界電流密度変動 日野出ほか ISTEC エッジルータ

3 2009.04.25

NEWS
低温工学協会

会誌（低温工学）　４４巻６号
超電導デバイスの実装技術の進展

- クライオクーラーを用いた超電導デバイスシステム - 鈴木 ISTEC エッジルータ

4 2009.06.19
SUPERCONDUCTIVITY

COMMUNICATIONS Vol.18
No.3

ジョセフソン接合を用いた光パルス駆動型交流標準電圧装置の開発に成功 日高 ISTEC エッジルータ

5 2009.10.22 ﾚｰｻﾞ・量子ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究会
(LQE) （招待講演）ECOC2009報告－光アクティブデバイス関連－ 藤岡　伸秀 つくば1（NEC） エッジルータ

6 2009.05.15 電子情報通信学会　研究会 （招待講演）OFC/NFOEC2009報告－ｱｸﾃｨﾌﾞﾓｼﾞｭｰﾙ/ﾃﾞﾊﾞｲｽ関連－ 田中　有 厚木1（富士通） LAN-SAN

7 2009.7月号 OPTCOM No.244 アンクールド直接変調でシリアル40Gを狙う （大坪　孝二） 厚木1（富士通） LAN-SAN

8 2009.03.01 OPTCOM 3月号 40Gbps光伝送システム向けCMOS送信ICの開発 富士通 川崎 LAN-SAN

9 2008.12.12 ﾚｰｻﾞ・量子ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ研究会
(LQE) （招待講演）半導体レーザ国際会議（ISLC2008）報告 辻 国分寺1（日立） エッジルータ



プロジェクト研究成果
（新聞発表、展示会発表）

（３）新聞発表等リスト

15件

掲載日 発表先 内容 発表者 分室 研究テーマ

1 2008.04.25 日経新聞
技術ウオッチ

省エネIT、開発競争加速
アラクサラ、ＮＥＣ
富士通、ＮＴＴ

アラクサラ、ＮＥＣ
富士通、ＮＴＴ

エッジルータ/LAN-
SAN

2 2008.05.27 日経産業新聞
ＩＴ機器の省エネ目指す（上）

ルータ内部に光配線
5機関 5機関

エッジルータ/LAN-
SAN

3 2008.05.28 日経産業新聞
ＩＴ機器の省エネ目指す（下）
通信網「オール光」に挑戦

5機関 5機関
エッジルータ/LAN-

SAN

4 2009.03.23 日刊工業新聞 集光レンズ一体型の光通信用レーザとフォトダイオードの試作に成功 日立 国分寺1,2,3 エッジルータ

5 2009.2.13 電波新聞 毎秒40ギガビットの送信IC 富士通 川崎分室 LAN-SAN

6 2009.2.13 日刊工業新聞 40ギガ光伝送向けIC　富士通がCMOS製 富士通 川崎分室 LAN-SAN

7 2009.2.13 化学工業日報 40ｷﾞｶﾞ伝送 CMOS技術で実現 富士通 川崎分室 LAN-SAN

8 2009.2.16 日経産業新聞 40ｷﾞｶﾞ伝送 CMOS技術（消費電力1/3に抑圧） 富士通 川崎分室 LAN-SAN

9 2009.06.16 日刊工業新聞 COMS受信IC　毎秒40G光伝送向け 富士通 川崎2分室 LAN-SAN

10 2008.02.08 日刊工業新聞
超電導ｽｲｯﾁ開発、毎秒40ｷﾞｶﾞﾋﾞｯﾄの動作確認、消費電力1000分の1

2016年めど、大容量ルーター実用化へ
ISTEC ISTEC エッジルータ

11 2009.06.13 日刊工業新聞
交流標準電源を開発、光パルス駆動型

測定器校正用に使用
ISTEC、産総研 ISTEC エッジルータ

12 2009.6.15 電気新聞 高精度交流電圧装置を開発、測定結果の信頼性向上 ISTEC、産総研 ISTEC エッジルータ

13 2009.6.16 日経産業新聞 理想の電圧波形を発生、電子機器の校正向け ISTEC、産総研 ISTEC エッジルータ

14 2008.10.24 アラクサラネットワークス（株）
プレスリリース

高速通信トラヒックモニタリング技術を開発

～10Gbit/sを超えるトラヒックから異常通信フローをリアルタイムで抽出し

ネットワーク障害解析などに利用可能～

アラクサラ アラクサラ エッジルータ

15 2009.9.21 日刊工業新聞 光通信向け波長可変光源 NEC つくば1分室 エッジルータ

（４）展示会等

6件発表

展示日 発表先 内容 分室 研究テーマ

1 2008.9.10-12 インターオプト2008 「次世代高効率ネットワークデバイス開発」プロジェクトの紹介
日立、日電、富士通

三菱、ＮＴＴ

エッジルータ/LAN-
SAN

2 2009.3.24-26 OFC2009
「次世代高効率ネットワークデバイス開発」プロジェクトの紹介

・100GE(25GX4ch)送受信モジュール（日本電気、日立）：デバイス展示

・40G-CMOS MUX(富士通）、直変レーザ（富士通）、160G-NIC(産総研）：パネル展示

日立、日電、富士通
産総研

エッジルータ/LAN-
SAN

3 2009.9.16-17 OITDA注目される

光技術展2009 「次世代高効率ネットワークデバイス開発」プロジェクトの紹介
日立、日電、富士通
三菱、ＮＴＴ、産総研

エッジルータ/LAN-
SAN

4 2009.9.21-23 ECOC2009 「次世代高効率ネットワークデバイス開発」プロジェクトの紹介
日立、日電、富士通
三菱、ＮＴＴ、産総研

エッジルータ/LAN-
SAN

5 2007.12.13-15 超電導EXPO 2007 超電導集積回路技術に関するパネル展示 ISTEC エッジルータ

6 2008.12.11-13 超電導EXPO 2008 超電導集積回路技術に関するパネル展示 ISTEC エッジルータ
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２．分科会における説明資料 
次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。 
 
  



公開５．プロジェクトの概要説明

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発次世代高効率ネットワ クデバイス技術開発

（中間評価）

（H19年度～23年度 ５年間）

５．プロジェクトの概要説明 （公開）

NEDO技術開発機構

電子 情報技術開発部電子・情報技術開発部

2009年11月12日

1－1次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)

公開5-1 (1)事業の位置付け・必要性

５． プロジェクトの概要説明

５－１ 事業化の位置付け・必要性、研究開発のマネージメントについて事業化の位置付け 必要性、研究開発の ネ ジ ントに て

（１）事業の位置付け・必要性

（２）研究開発マネ ジメント（２）研究開発マネージメント

５－２ 研究開発成果、実用化、事業化の見通しについて

（１）研究開発成果と実用化、事業化の見通し

５－３ プロジェクトの概要全体を通しての質疑

1－2次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)



公開

通信ネ トワ クトラヒ クの増大

事業の社会的背景Ⅱ-１-(2)事業目的としての妥当性

５-1 (1)事業の位置付け・必要性

通信ネットワークトラヒックの増大

個人利用の拡大
FTTｘ

Web2.0

通信・放送の融合
ネット配信

デジタル放送

次世代ネットワーク
（NGN)の進展200倍

インターネット内の
情報通信量の推計(‘06-25)

2025年
121 Tb （NGN)の進展

全IP化
固定・モバイル網の融合

200倍
ト
ラ
ヒ
ッ

121 Tbps

19年で

190倍に増大
2006年
0.6 Tbps

100倍
ッ
ク
の
増
加

190倍に増大

爆発的需要増加に対応するには
消費 ギ 増

0倍

１倍率

2005 2010 2015 2020 2025年

・消費エネルギーの増大
・通信機器の技術的限界

が問題

1－3次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)事業原簿 P４

グリーンITイニシアティブ会議資料（経産省、H19年12月6日）を元に作成

年

公開事業の社会的背景

ネットワーク機器のエネルギー消費の増加

５-1 (1)事業の位置付け・必要性
Ⅱ-１-(2)事業目的としての妥当性

ネットワーク機器のエネルギー消費の増加

国内電力消費量に占めるIT機器の割合（予測）

470億ｋWh (5%) 2400億ｋWh (20 %)

2025年2006年

各 機器 電力消費量予測（億 ）

ネットワーク機器 サーバ、ストレージ PC ディスプレイ

２００６年 80 214 17 156

各IT機器の電力消費量予測（億kWh）

２００６年 80 214 17 156

２０２５年 1,033 527 41 816

’25/’06比 13倍 2 5倍 2 5倍 5 2倍

1－4次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)事業原簿 P４

グリーンITイニシアティブ会議資料（経産省、H19年12月6日）を元に作成

’25/’06比 13倍 2.5倍 2.5倍 5.2倍



公開事業の必要性
５-1 (1)事業の位置付け・必要性
Ⅱ-１-(2)事業目的としての妥当性

電子ル タの限界が顕在化電子ルータの限界が顕在化
・高速化にともなう消費電力の急増、処理能力の限界
・超高速 省エネの両立には光技術の早期導入が必要・超高速、省エネの両立には光技術の早期導入が必要

光･電子の
融合領域融合領域

1－5次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)事業原簿 P１３

1996 1998  2000   2002  2004  2006   2008  2010   2012  20141996 1998  2000   2002  2004  2006   2008  2010   2012  2014

公開

世界通信市場の動向

事業の必要性
５-1 (1)事業の位置付け・必要性
Ⅱ-１-(2)事業目的としての妥当性

世界通信市場の動向

日本は高速光デバイスで世界市場でLANスイッチ、

通信ネ ト ク機器市場動向（ ）

高 光
高い国際競争力

世界市場でLANスイッチ、
ルータが成長

光インターフェースモジュール(2007年）数量ベース

500

6.00

通信ネットワーク機器市場動向（ＷＷ）
富士キメラ総研

ＬＡＮｽｲｯﾁ
100%

光インタ フェ スモジュ ル(2007年）数量ベ ス

富士キメラ総研

他

中国

4.00

5.00

市
場

ルータ

PON 60%

80%世
界
シ

中国

台湾

日本

2.00

3.00
場

（
兆

円

）

DWDM伝送

SDH/SON
ET 20%

40%

ェ
ア

米国

0.00

1.00

2005年 2007年 2009年 2011年

年

ET

0%

20%

40Ｇ 10Ｇ 2 5Ｇ 1 25Ｇ

1－6次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)事業原簿 P５－１１

年
40Ｇ 10Ｇ 2.5Ｇ 1.25Ｇ

伝送速度(bps)



公開

国際競争力の強化が必須

事業の必要性
５-1 (1)事業の位置付け・必要性
Ⅱ-１-(2)事業目的としての妥当性

国際競争力の強化が必須
◆米国企業(Cisco等)の高いシェア、新興アジア企業の台頭
◆欧米は国家プロジェクトで競争力強化◆欧米は国家プロジェクトで競争力強化

FP6
FP7

EU / ITC 3.9億ユーロ
9.1億ユーロ

欧州域内の大学と企業へ助成

スペクトラル相互接
続方式統合ルータ

米DARPA（ルー
セント、ベル研）

1250万ドル 100Tbpsの全光方式ルータの開発

ラベル スイッチド オ 米DAPRA（カリエ 1 680万ドル 同上ラベル スイッチド オ
プティカル ルータ

米DAPRA（カリエ
ント、シスコ等）

1,680万ドル 同上

Terabus 米DARPA（IBM、
アジレント）

3,000万ドル チップ間光接続技術
（速度10-20Gbps/ch、最大48ch）アジ ン ） （速度 p 、最大 ）

EPIC 米DARPA:
（Luxtera, IBM)

1,000万ドル 光リンクの高速化IC技術
（速度：4×10Gbps）

NeTS 米NSF 4 000万ドル ネットワーキング関連のNeTS 米NSF 4,000万ドル ネットワ キング関連の
60～80プロジェクトの集合体

GENI 米NSF 3.67億ドル 新ネットワーク創出のための
アーキテクチャや要素技術

1－7次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)事業原簿 P７－８

ア キテクチャや要素技術

公開事業の目的
５-1 (1)事業の位置付け・必要性
Ⅱ-１-(2)事業目的としての妥当性

技術開発の方向性 *SAN:ストレージエリアネットワーク

コア・メトロ系 アクセス系・LAN/SAN* ボード・チップ内

ネットワ クネットワ クネットワ クネットワ ク

技術開発の方向性 SAN:ストレ ジエリアネットワ ク

データセンタ

家庭内 オフィス内

事業所

ネットワーク
（インターネット等）

データセンタ

家庭内 オフィス内

事業所

ネットワーク
（インターネット等）

家庭内 オフィス内

事業所

ネットワーク
（インターネット等）

ネットワーク
（インターネット等）

ｺｱ系
(～1000km)

ﾒﾄﾛ系
(～100km)

ｱｸｾｽ系
(～10km)

LAN/SAN
(～1km)

ﾊﾞｯｸﾌﾟﾚﾝ
(～1m)

ﾎﾞｰﾄﾞ内
(～30cm)

ﾁｯﾌﾟ内
(～10mm)

ｺｱ系
(～1000km)

ﾒﾄﾛ系
(～100km)

ｱｸｾｽ系
(～10km)

LAN/SAN
(～1km)

ﾊﾞｯｸﾌﾟﾚﾝ
(～1m)

ﾎﾞｰﾄﾞ内
(～30cm)

ﾁｯﾌﾟ内
(～10mm)

ｺｱ系
(～1000km)

ﾒﾄﾛ系
(～100km)

ｱｸｾｽ系
(～10km)

LAN/SAN
(～1km)

ﾊﾞｯｸﾌﾟﾚﾝ
(～1m)

ﾎﾞｰﾄﾞ内
(～30cm)

ﾁｯﾌﾟ内
(～10mm)

ｺｱ系
(～1000km)

ﾒﾄﾛ系
(～100km)

ｱｸｾｽ系
(～10km)

LAN/SAN
(～1km)

ﾊﾞｯｸﾌﾟﾚﾝ
(～1m)

ﾎﾞｰﾄﾞ内
(～30cm)

ﾁｯﾌﾟ内
(～10mm)

Point to Point
スイッチング

Point to Point
スイッチング

光
電気 電気/光

光 光
電気

光
電気

電気
電気

電気
電気

電気
電気

電気/光
光 光

光
光

電気 電気/光
光 光

電気
光

電気
電気
電気

現 状

5年後

Point to Point
スイッチング

Point to Point
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ネットワークにおける光化技術の進展

スイッチング光 光 光 光 光 電気 電気15年後 スイッチングスイッチングスイッチング光 光 光 光 光 電気 電気光 光 光 光 光 電気 電気光 光 光 光 光 電気 電気15年後15年後

1－8次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)事業原簿 P１２－１４

数量の多い、メトロ系やLAN/SAN*と、それらに用いるルータ・スイッチの
内部（バックプレーン）の「光」化が進展



公開事業の目的
５-1 (1)事業の位置付け・必要性
Ⅱ-１-(2)事業目的としての妥当性

課題課題
・爆発的通信需要への対応
・省エネルギー化の推進

本プロジ クト

省エネルギ 化の推進

戦略

本プロジェクト
次世代高効率ネットワークデバイス技術開発(H19-H23)
戦略

メトロ系とアクセス系を繋ぐエッジルータシステム、
LAN/SAN系伝送システムのLAN/SAN系伝送システムの

高性能化、省エネルギー化にフォーカス

戦術 数が多い数が多い
ア系の100倍！戦術

光デバイス技術を最大限駆使した
光・電子融合型集積モジュールの開発

数
コア系の100倍！コア系の100倍！

1－9次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)事業原簿 P１２－１４

公開

経済産業省 研究開発プログラム(PG)

政策上の位置付けⅡ-１-(1)NEDOの事業としての妥当性

５-1 (1)事業の位置付け・必要性

経済産業省 研究開発プログラム(PG)  
「ITイノベーションPG」及び「エネルギーイノベーションPG」 の1テーマとして実施

第３期科学技術第３期科学技術
基本計画基本計画((Ｈ１８Ｈ１８))

■情報通信分野は、研究開発の重点推進4分野（ライフサイエンス、情報
通信、環境、ナノテク・材料）の１つに位置づけられている。

産業技術産業技術
政策政策

基本計画基本計画((Ｈ１８Ｈ１８))
新産業創造戦略新産業創造戦略

2005(2005(Ｈ１７Ｈ１７))

通信、環境、ナノテク 材料）の１つに位置づけられている。

■情報通信分野は、重点的に育成する戦略7分野の1つに位置づけられ
ている。

EE--Japan,Japan,ⅡⅡ ■「IT新改革戦略」での光ネットワークでの世界でのリードや、「重点計画

経済産業省研究開発プログラム

p ,p ,
uu--JapanJapan

200200１１((Ｈ１３Ｈ１３))～～

■「IT新改革戦略」での光ネットワ クでの世界でのリ ドや、「重点計画
２００８」のITを駆使した環境配慮型社会の実現で、IT機器のエネル
ギー使用量の抑制技術として取り上げられている。

目的：高度情報通信ネットワーク社会の構築に向け、経済成長戦略大綱、ＩＴ新改革戦略、科学技術基本計画及び技術戦略マップ等に基づき、情報化の進展に伴う
エネルギー消費量の増大等の課題にも考慮しつつ、その基盤となる情報通信機器・デバイス等の情報通信技術を開発し、実社会への利用を促進する。

ITイノベーションプログラム

経済産業省研究開発プログラム

Ⅱ．省エネ革新 ［ⅰ］情報ネットワークシステムの徹底的省エネの実現

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発

ギ プ グエネルギーイノベーションプログラム
目的：資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネルギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型の
エネルギー利用社会の構築に取り組んでいくことが不可欠である。 (中略)  以下に５つの政策の柱毎に目的を示す。

Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進
Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用

1－10次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)

４－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 ［ⅳ］省エネ型情報生活空間創生技術

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発

事業原簿 P１-２



公開

NEDONEDO 第第22期中期目標期中期目標 ＜情報通信分野＞＜情報通信分野＞

NEDO中期目標としての位置付け
５-1 (1)事業の位置付け・必要性
Ⅱ-１-(1)NEDOの事業としての妥当性

NEDO NEDO 第第22期中期目標期中期目標 ＜情報通信分野＞＜情報通信分野＞

■誰もが自由な情報の発信・共有を通じて、個々の能力を創造的かつ最大限に発揮することが可能となる
高度な情報通信（ＩＴ）社会を実現

■我が国経済の牽引役と しての産業発展を促進■我が国経済の牽引役と しての産業発展を促進

①継続的イノベーションを具現化するための科学技術の研究開発基盤の実現
②革新的IT技術による産業の持続的な発展の実現

いつでも、どこでも、誰でもITの恩恵を実感できる社会の実現（IT新改革戦略）ＩＴ戦略本部

総合科学

本プロジェクト

「次世代高効率②革新的IT技術による産業の持続的な発展の実現
③すべての国民がITの恩恵を実感できる社会の実現

総合科学
技術会議

高度な情報通信（ＩＴ）社会の実現ＮＥＤＯ中期目標

「次世代高効率
ネットワークデバイス

技術開発」

電子商取引 遠隔ＸＸ 教育

ＩＰを用いた各種のアプリケーション電子政府、シミュレーション

高信頼性サーバ

いつでも、だれでも、どこでも（ユビキタス）

デジタル情報家電
携帯電話、ＰＤＡ、
Wearable Computer

Application 
Layer

Ｉ
Ｔ
産
業
の
国

我
が
国
産
業

ユーザビリティ技術

コンピュータ技術 ネットワーク技術ストレージ・メモリ技術

User-friendlyなヒューマン・インターフェース、ディスプレイ、相互運用性、セキュリティ機能の向上

p

Human 
Interface

国
際
競
争
力
の
強

発
展
の
促
進

コンピュ タ技術 ネットワ ク技術

半導体技術

IT社会の基盤を構成する、

高い可用性、信頼性
基幹系ネットワークの高速大
容量化、高速ワイヤレス通信

ストレ ジ メモリ技術

小型・大容量HD、高速大容量、

低消費電力の不揮発性メモリ

中核

基盤

1－11次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)

強
化半導体デバイスの高集積化、低消費電力化、設計効率化、多品種少量生産、ＰＦＣ対策

基盤

NEDOにおける情報通信分野の取り組み
事業原簿 P２－３

公開５-1 (1)事業の位置付け・必要性
NEDO事業としての位置付けⅡ-１-(1)NEDOの事業としての妥当性

NEDOにおけるネットワーク技術への取り組みNEDOにおけるネットワ ク技術 の取り組み

第一期中期計画 第二期中期計画

フェムト秒テクノロジー
次世代高効率ネットワークデバイス

（H7~H16)
◆電子技術の限界を超える160Gb/s～1Tb/sの

光時分割多重 (OTDM)光信号伝送ｼｽﾃﾑに必
要な超高速光伝送用ﾃﾞﾊﾞｲｽ要素技術を確立。

次世代高効率ネットワ クデバイス
技術開発

（H19~H23)

次世代高効率ネットワーク機器・システムの

フォトニックネットワーク技術開発
（H14~H18)

要な超高速光伝送用ﾃ ｲ 要素技術を確 。 次世代高効率ネットワ ク機器 システムの
開発

第一期において確立した革新的光デバイ
ス技術 （光源・受光器・スイッチなど）を主
体として 高速かつ低消費電力の次世代高

◆電子制御型波長多重光ｽｲｯﾁﾉｰﾄﾞﾃﾞﾊﾞｲｽの
開発に成功。また、次世代光ｽｲｯﾁﾉｰﾄﾞを実現
するために必要な基盤技術を確立。

◆光デバイス群を相互接続し、コアネットワーク
向けサブシステムとしての動作を実証

体として、高速かつ低消費電力の次世代高
効率ネットワーク機器・システムの早期実現

向けサブシステムとしての動作を実証。

高周波デバイス開発

超電導ﾈｯﾄﾜｰｸﾃﾞﾊﾞｲｽ開発

先行プロジェクトで波長多重光スイッチノードデバイス開発、省エネ化（コアネットワーク）を実現

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24H14H13

超電導 開発

1－12次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)

本プロジェクトでエッジ～メトロネットワークにつながるさらなる低消費電力化を推進

事業原簿 P１４-１５



公開

CO 排出量削減という国家的な取り組み 情報通信技術の公共性

NEDOが関与する意義
５-1 (1)事業の位置付け・必要性
Ⅱ-１-(1)NEDOの事業としての妥当性

CO2排出量削減という国家的な取り組み、情報通信技術の公共性、

民間企業だけでの開発の困難性、技術的英知結集の必要性から
NEDOプロジェクトして取り組むことが必要

◆ ＩＴ機器の省 ネ化によるＣＯ 削減には 国家的な取り組みが必要◆ ＩＴ機器の省エネ化によるＣＯ２削減には、国家的な取り組みが必要

国民生活のライフラインとなっているネットワークの消費電力量を削減し、ＣＯ２排出量を削減すること
は、地球温暖化対策として非常に重要であり、公益性のある取り組みである。

◆ 我が国のエレクトロニクス産業を支える技術の国際競争力確保

ネットワーク技術は、情報通信分野の中核的な技術であり、国際競争の激しい技術分野である。

欧米では 国家的な取り組みを進めており 我が国のＩＴ産業のプレゼンスを確保するためには 国内

◆ 個々の民間企業では、技術開発は困難

欧米では、国家的な取り組みを進めており、我が国のＩＴ産業のプレゼンスを確保するためには、国内
企業間の連携や技術の共通化が重要。

さらなる高速化・低電力の実現には、電子デバイスの高速化技術といった高難度かつ長期的な取り組
みが必要であり、民間企業単独ではリスクがある内容。市場原理のみで低消費電力の推進を図ること
は困難。

ＮEDOが関与すべき事業

1－13次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発

事業原簿 P３－８

公開NEDOが関与する意義

NEDOの役割と他機関との連携

５-1 (1)事業の位置付け・必要性
Ⅱ-１-(1)NEDOの事業としての妥当性

NEDOの役割と他機関との連携

・NEDOはデバイス開発と機器化技術が核

・ネットワーク上位レイヤー技術開発については、対応するネットワ ク上位レイヤ 技術開発については、対応する
管理・研究機関（NICT等）と連携

高速・高信頼・セキュアなネットワーク
機器・システムの実現

NICTプロジェクト関係者との学会等共同セッションによる情報交換促進

電子情報通信学会

インターネット
ア キテクチャ研究会

IEEE SAINT*2008
Power Consumptions in 
Future Network Systemsアーキテクチャ研究会

2009年1月 機械振興会館

Future Network Systems
2008年7月 フィンランド

浅見PL座長

1－14次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)事業原簿 P１６

(*SAINT: International Symposium on Applications and the Internet) 



公開
事業の費用対効果

５-1 (1)事業の位置付け・必要性
Ⅱ-１-(1)NEDOの事業としての妥当性

省 ネ ギ 効果

省エネルギー的効果

年度 ルータ種別 台数
省エネルギー効果

（原油換算）

2009年 電子ル タ 13 4万台2009年 電子ルータ 13.4万台 -

2020年 光/電子ルータ（占有率95％） 38.3万台 451万ｋL/年

本プロジェクトによる
省エネルギ 効果

仮定：
・2000年のルータ台数を約6万台とし、年率10％の増加

省エネルギー効果

・電子ルータの平均消費電力は20kW
・本プロジェクトの成果による光/電子ルータの登場によっ
て30％の電力削減
電力 原油換算値は2 36E 4kL/kWh

1－15次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)事業原簿 P１２

・電力－原油換算値は2.36E-4kL/kWh

公開
事業の費用対効果

５-1 (1)事業の位置付け・必要性
Ⅱ-１-(1)NEDOの事業としての妥当性

経済的効果

プロジェクト事業費の委託費総額 ５０億円 （予定）

市場の効果（２０１３年時点予測）

経済的効果

市場の効果（２０１３年時点予測）

通信ネットワーク機器販売額（WW) ～５兆３５００億円／年
光アクティブデバイス販売額 （WW) ～３８００億円／年

通信ネットワーク機器市場動向（ＷＷ）
富士キメラ総研

光ｱｸﾃｨﾌﾞﾃﾞﾊﾞｲｽ市場（WW）
富士キメラ総研

光アクティブデバイス販売額 （WW) ３８００億円／年

4.0
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市
場
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100,000
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）
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1－16次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)

年
年

市場規模拡大すれば、さらなる効果が期待でき、十分な費用対効果があるといえる。

事業原簿 P９－１１



公開５-1 (2)研究開発マネージメント

５． プロジェクトの概要説明

５－１ 事業化の位置付け・必要性、研究開発のマネージメントについて事業化の位置付け 必要性、研究開発の ネ ジ ントに て

（１）事業の位置付け・必要性

（２）研究開発マネ ジメント（２）研究開発マネージメント

５－２ 研究開発成果、実用化、事業化の見通しについて

（１）研究開発成果と実用化、事業化の見通し

５－３ プロジェクトの概要全体を通しての質疑
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公開事業の概要

開発タ ゲット

Ⅱ-２-(1)研究開発目標の妥当性

５-1 (2)研究開発マネージメント

特に、市場の拡大が期待される、１）エッジルータ、 ２）LAN-SANを対象として、
光化困難な一部 の構成要素（送信制御部：スケジューラ等）を除いて、

開発ターゲット

光 困難な 部 構成要素（送信制御部 ケ ラ等）を除 、
最大限、光デバイスを駆使した光・電子融合型集積化モジュールを開発する。

大規模エッジルータ開発大規模エッジルータ開発光ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ開発光ﾈｯﾄﾜｰｸｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ開発

パケ 入出力装置

経路検索装置

トラヒック分析装置 内部
スイ
ッチ

超高速光ゲート・
アレイ

SOAアレイ

４０G光源/PD

40G CMOS
MUX/DEMUX

超小型40G
光送受信モ

ジュール

40G光源/受信
器
光増幅器アレイ

40G  CMOS
多重・分離回路

公衆網

パケット入出力装置 ッチ

大規模ﾙｰﾀ
Si/PLCプラットフォーム

ハイブリッド集積

Tx

160Gbps信号160Gbps信号

Rx

シリコンプラットフォーム
ハイブリット集積

100GbE

公衆網

LAN SAN

WDM光信号

LAN-SAN

波長変換器

SHV大画面ディスプレイ

SHV記録・
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PC
SHV記録・
再生装置

事業原簿 P１７



公開事業の目標Ⅱ-２-(1)研究開発目標の妥当性

５-1 (2)研究開発マネージメント

プロジェクトの研究開発内容

個別デバイス及びそれらを集積化したモジュールの省電力化を推進し、

システム全体が省エネルギーに貢献できることを目標とする。

具体的には平成２３年度までに、

（１）10Ｔbps超級のエッジルータの実現のための光基盤技術 SFQ回路技（１）10Ｔbps超級のエッジルータの実現のための光基盤技術、SFQ回路技
術及びその周辺技術開発を行なう。

（２）超高速スイッチング等の光・電子デバイスの機能・特性の向上および集積

化を図り、LAN-SANにおいて160Gbps伝送を可能とする、低消費電力素
子・ネットワークの実証を目指す。

（３）1チ ンネルあたり40Gb 超の光信号を扱う実用的高速インタ フ イ（３）1チャンネルあたり40Gbps超の光信号を扱う実用的高速インターフェイ
ス技術や集積化技術の確立、ネットワークトラヒックにおける多数フロー情
報の同時分析、高効率スクリーニング技術の確立を目指す。

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-3事業原簿 P１７

公開テーマの根拠

研究開発テーマの根拠

Ⅱ-２-(1)研究開発目標の妥当性

５-1 (2)研究開発マネージメント

（１）10Ｔbps超級のエッジルータの実現のための光基盤技術、SFQ回路技術及びその周辺技
術開発を行なう

研究開発テ マの根拠

術開発を行なう。

（根拠）：インターネット上のトラフィックは急増、これに伴いルータの消費電力も2006年に対し2025年では13倍に増
大する。特に高性能で台数も多いキャリアエッジルータにおいては超高速と省電力を両立する必要がある。そこで現
在のエッジルータの交換能力性能（約１Tbps）に対し10倍の性能をテーマ設定し、その際に消費電力及び高速化の
課題が顕著に現れるル タのI/O部分（モジ ル間接続部分）の光技術適用をテ マ設定した その実現に伴い課題が顕著に現れるルータのI/O部分（モジュール間接続部分）の光技術適用をテーマ設定した。その実現に伴い、
高速低消費電力の光デバイスや超高速信号計測機器に資する技術が必要となる。

（２）超高速スイッチング等の光・電子デバイスの機能・特性の向上および集積化を図り、LAN-
SANにおいて160Gbps伝送を可能とする、低消費電力素子・ネットワークの実証を目指す。SANにおいて160Gbps伝送を可能とする、低消費電力素子 ネットワ クの実証を目指す。

（根拠）：高精細映像情報や、データセンターでの大量の情報を扱えるネットワーク技術が今後必須となる。そのため
の技術として、巨大映像情報であるスーパーハイビジョンを伝送可能な低消費電力のLAN-SAN技術の開発を行う。

（３）1チャンネルあたり40Gbps超の光信号を扱う実用的高速インターフェイス技術や集積化技（３）1チャンネルあたり40Gbps超の光信号を扱う実用的高速インタ フェイス技術や集積化技
術の確立、ネットワークトラヒックにおける多数フロー情報の同時分析、高効率スクリーニング
技術の確立を目指す。

（根拠）：イーサネット技術は現在の10Gbpsから40Gbps及び100Gbpsの技術の標準化が進んでおり、2011年にはp p p
標準化とほぼ同時の実用化が期待されている。一方でそのトラヒックの特徴・傾向を明らかにするための計測・分析
技術は10Gbpsでも十分な性能水準とはいえず、今後の回線サービスの高速化のボトルネックとなりうる課題である。
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公開事業の必要性・効果
５-1 (2)研究開発マネージメント
Ⅱ-２-(1)研究開発目標の妥当性

現行電子ル タの消費電力を削減（最大限の光技術の早期導入）現行電子ルータの消費電力を削減（最大限の光技術の早期導入）
・電気IOを光IO化し90％低消費電力化（スイッチ構成の20％減）：基本計画
・筐体内光配線（光バックプレーン）の開発に着手（スイッチ構成で30％減）：加速資金

数値は9.6Tbpsルータ装置の電力値*1（kW）

25

30 

W
)

電気IO

30%減

ス
テ

ム 20%減

20 

25 

費
電

力
(k

W 電気IO

多重分離
光IO（90%減）

サ
ブ

シ
ス

15 

ル
ー

タ
消 従来 基本

計画
（ﾃﾞﾊﾞｲｽ
ﾚﾍﾞﾙ）

将来
(ｼｽﾃﾑ
ﾚﾍﾞﾙ)  

基本電気
回路部
・LSI

M

5 

10 
ﾚﾍ ﾙ）・Memory

・Power
Supply
&FAN

光エッジルータ
(筐体内光接続)

電気配線ルータ
（10Gﾍﾞ ｽ）

筐体間光接続ルータ
（25Gﾍﾞ ｽ）

0 
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(筐体内光接続) （10Gﾍ ｰｽ） （25Gﾍ ｰｽ）

公開事業の必要性・効果
５-1 (2)研究開発マネージメント
Ⅱ-２-(1)研究開発目標の妥当性

LAN-SANにおいて160Gbps伝送を可能とする低消費電力素子・ネットワークの実証
・現状機器構成と比較して60％以上の低消費電力化：基本計画

変調器ドライバ 項目 数量
消費電力

小計(W)変調器ドライバPD/TIA

現在の40Gbps光通信モジュ ル

Vコネクタ GPPOコネクタ

項目 数量
(W)

小計(W)

OTDM 2 30 60

40G NIC 4 10 40

消費電力 本テーマ C社

光

現在の40Gbps光通信モジュール
サイズ：127X177x18mm
消費電力：30W

合計 100

光NIC
（スイッチ部）

<100W
<100W

~240W
~>MW

60%減

1.コネクタを排除した超小型実装

2.高耐圧、高効率素子

3.低消費電力の回路 82Tb/s
4x40G-従来NIC×2 （240W）

82Tb/s
4x40G-従来NIC×2 （240W）

60%減

プロジェクトで開発する40G
送受信モジュールの例PD/TIA CMOS

3.低消費電力の回路

変調器ドライバ

82Tb/s
電気スイッチ

~MW
NIC

NIC

NIC

NIC

NIC NIC

NICNIC NICNIC NICNIC NICNIC NICNIC NICNIC NICNIC NICNIC

82Tb/s
電気スイッチ

~MW
NIC

NIC

NIC

NIC

NIC NIC

NICNIC NICNIC NICNIC NICNIC NICNIC NICNIC NICNIC NICNIC

送受信モジ ルの例
サイズ：36X89x14mm
消費電力：１0W

CMOS
MUX/DEMUX

256x256
光スイッチ
20W＋α

NICNIC

160G-OTDM新NIC（88W）

256x256
光スイッチ
20W＋α

NICNIC

160G-OTDM新NIC（88W）(100W)

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-6事業原簿 P１７－２０

電力：３分の１
NIC NICNIC NIC



公開事業の目標内容（１－１）Ⅱ-２-(1)研究開発目標の妥当性

５-1 (2)研究開発マネージメント

①「次世代高効率ネットワークデバイス共通基盤技術 (1/2)」 青色：大規模エッジルータ 赤色：超高速LAN-SAN①「次世代高効率ネットワ クデバイス共通基盤技術 (1/2)」 青色：大規模エッジル タ、赤色：超高速LAN SAN

サブテーマ 個別テーマ 中間目標（平成21年度） 最終目標（平成23年度）

・超高速多重・ LAN-SAN用光NIC-I/F回路として、40Gbps動作と

・省電力・
高性能光イ

分離技術
p

低消費電力化（従来の1/3、＜4W）を実現する。
-

・超高速光受信
アナログﾞ・FE

10Tbps超エッジルータ向け省電力・高速光I/F用IC
開発の為に高感度受信回路を開発し、25Gbpsで
10 W/Gb の小型光I/Oを開発する

-

ンターフェ
イス （I/O)
開発

アナ グ
10ｍW/Gbpsの小型光I/Oを開発する。

・超高速光送信
ドライバ

10Tbps超エッジルータ向け省電力・高速光I/F用IC
開発の為に、低消費電力の冗長化ドライバ回路を
開発し 25Gb で10 W/Gb の小型光I/Oを開

-
ドライバ 開発し、25Gbpsで10ｍW/Gbpsの小型光I/Oを開

発する。

・LAN/WAN間
大容量信号変換

次世代エッジルータ向けに、小型・低消費電力型
OTN-LSIの製作を行い、OTN基本部で消費電力 -

大容量信号変換
10W以下を達成する。

・超高速
LDの技術
開発

・超高速・省電力
面出射型レーザ

機器内光通信システム用に25Gbps且つ従来比
1/2以下の低消費電力動作のレーザを開発する。

面出射型LDにおいて70℃以上で40Gbps動作を実現する。
開発

面出射型レ ザ 1/2以下の低消費電力動作のレ ザを開発する。

・高速直接変調
レ ザ

光NIC用に単一モードLDにおいて駆動電流50mA
以下での室温40Gb 動作を実現する

単一モードレーザにおいて温度安定25Gbps動作および85℃以上、
駆動電流50 A以下での40Gb 動作を実証する

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-7事業原簿 １９－２０

レーザ 以下での室温40Gbps動作を実現する。 駆動電流50mA以下での40Gbps動作を実証する。

公開事業の目標内容（１－２）Ⅱ-２-(1)研究開発目標の妥当性

５-1 (2)研究開発マネージメント

①「次世代高効率ネットワークデバイス共通基盤技術 (2/2)」 青色：大規模エッジルータ 赤色：超高速LAN-SAN①「次世代高効率ネットワ クデバイス共通基盤技術 (2/2)」 青色：大規模エッジル タ、赤色：超高速LAN SAN

サブテーマ 個別テーマ 中間目標（平成21年度） 最終目標（平成23年度）

・小型・集積化
10Tbps級エッジルータ用に、高密度集積技術 ＰＤと受信アンプ回路との高密度集積実証（送受信部全体：

・小型・集積化
技術開発

・高感度光受信モジュール による高速・省電力型受信フロントエンド用反
射構造PDにおいて、25Gbps動作を達成する

10mW/Gbps), 4チャネルアレイ化光受信フロントエンドを開発す
る。

・小型省電力波長可変光源

10Tbps級エッジルータ用に、シリコン導波路
とハイブリッド集積技術により、波長可変幅

・小型省電力波長可変光源
100nm、消費電力40mW/ringの導波路リング
型波長可変光源を開発する。

-

・ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ集積
全光ｽｲｯﾁ及びOTDM-

NIC

LAN-SANのOTDM-NIC用ハイブリッド集積型
全光スイッチを開発する。ウィンドウ幅2ps、消
光比20dB以上のスイッチング動作を実証す

4チャンネルアレイ化、OTDM-NICに実装、その他の光・電子デ
バイス(省電力・高性能光I/Oや超高速LD他)と共に集積化技術
開発を行うNIC

光比 以 イッチング動作を実証す
る。

開発を行う。

・高効率半導体増幅器
LAN-SANのOTDM-NIC集積用に半導体増幅
器の50℃以上、40Gbpsの高温動作を実証す
る。

半導体光増幅器(SOA)のハイブリッド実装を開発し、4チャネル
アレイ化を実現する。

・入力ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾚﾝｼﾞ
拡大波長変換器

LAN-SAN用に、40Gbps以上、許容入力レベ
ル変動10dB以上の波長変換器を開発する。

波長・入力電力に対しロバストな波長変換器の4チャネルアレイ
化技術を開発する。

・超電導回路
技術開発

・SFQベース・リアルタイム
オシロ

SFQネットワークスイッチ実現に不可欠な多
チャネルシステム化技術の開発を行い、
10Gbps光入出力(1チャネル)を実現する。
光入力で動作する超電導フラッシュ型ＡＤＣを
作製し 冷凍機に実装してサンプリング周波

多チャネルシステム化技術として、40Gbps光入出力（4チャネル
）、カレントリサイクルによりバイアス電流を1/10に低減する。
サンプリング周波数50GHz,5ビットのSFQフラッシュ型ADCを2チ

ンネル集積した2値のデジタイザを作製する

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-8事業原簿 P１９－２５

作製し、冷凍機に実装してサンプリング周波
数30GHz,4ビット動作の確認を行なう。

ャンネル集積した2値のデジタイザを作製する。



公開事業の目標内容（２）Ⅱ-２-(1)研究開発目標の妥当性

５-1 (2)研究開発マネージメント

②「次世代高効率ネットワーク・システム化技術」 青色：大規模エッジルータ 赤色：超高速LAN-SAN②「次世代高効率ネットワ ク システム化技術」 青色：大規模エッジル タ、 赤色：超高速LAN SAN

サブテーマ 個別テーマ 中間目標（平成21年度） 最終目標（平成23年度）

・スケーラブル・ルータ

高速光ネットワークに対応可能なトラヒ
ックモニタリング技術(40Gbpsおよび4M

スケーラブル・ルータアーキテクチャに基づき100Gbpsで複数台で

・大規模ｴｯｼﾞﾙｰﾀ
ｼｽﾃﾑ化技術

・スケーラブル・ルータ
アーキテクチャ

フロー/Sに対応する独立筐体型および
ルータ内蔵トラヒック分析技術及び装
置)を開発する。

スケーラブル・ルータアーキテクチャに基づき100Gbpsで複数台で
の連携を実証する。

・小型省電力光アップ
リンク(2010-2011)

-
ルータリンク向け100Gbps双方向・省電力光I/O(10mW/Gbps、従
来比90%の省電力効果)を実証する。

・波長可変インタ・波長可変インター
フェイスカード
(2010-2011)

- 波長可変光源を用いた光インターフェイスカードを実証する。

・LAN/WAN間大容量
信号変換技術

100GbEとのトランスペアレントな変換を可能とする低消費電力型ト
ランスポンダ基盤技術確立 LAN/WAN変換OTNフレ ム処理部信号変換技術

(2010-2011)
－ ランスポンダ基盤技術確立。LAN/WAN変換OTNフレーム処理部

の消費電力40W以下を検証する。

・超高速光
LAN SAN

・LAN-SANシステム
設計技術

3チャンネル×48Gbps SHV映像 160Gbit/s光LAN上での3チャンネル×48Gbps SHV配信実験を行
LAN-SAN
システム化技術

チャンネル p 映像
160Gbit/s転送の動作確認を行なう。

/ 光 での チャンネル p 配信実験を行
う。

・SHV配信LAN-SAN
システム収容技術

・光NIC用省電力
インタ フ イス技術

超高速光LAN-SANシステム用光NICに関して、従来比60%の省電

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-9事業原簿 P２１－２６

インターフェイス技術
（2010-2011）

－
超高速光LAN SANシステム用光NICに関して、従来比60%の省電
力効果を実証する。

公開開発線表Ⅱ-２-(２）研究開発計画の妥当性

５-1 (2)研究開発マネージメント

・基本計画では、「デバイス共通基盤技術」と「システム化技術」に分類

中間評価 事後評価

大項目 小項目 内容 2007 2008 2009 2010 2011 2012

・最終試作システムは、「大規模エッジルータ」と「超高速光LAN-SANシステム」
・デバイス共通基盤技術グループ内・間での情報交換

大項目 小項目 内容 2007 2008 2009 2010 2011 2012-

1) 省電力・高性能
i) 超高速多重・分離技術の開発

光ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ
(I/O)開発

ii) 超高速光受信ｱﾅﾛｸﾞ・FEの技術開発

iii) 超高速光送信ﾄﾞﾗｲﾊﾞの開発

iv) LAN/WAN間大容量信号変換技術の開発

研究開発項目①：
次世代高効率ﾈｯﾄﾜｰｸ

ﾃﾞﾊﾞｲｽ共通基盤技術

(A) 基 盤 技 術

2) 超高速LDの
技術開発

i) 超高速・省電力面出射型レーザの開発

ii) 高速直接変調レーザの技術開発

3) 小型・集積化

i) 高感度光受信ﾓｼﾞｭｰﾙの技術開発

ii) 小型省電力波長可変光源の技術開発

iii) ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ集積化超高速 光ｽｲｯﾁ及び

4) 超電導回路 ベ リア タイムオシ 技術開発

) 小型 集積化
技術開発

iii) ﾊｲﾌ ﾘｯﾄ 集積化超高速 光ｽｲｯﾁ及び
OTDM-NICの技術開発

iv) 高効率半導体増幅器の技術開発

v) 入力ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾚﾝｼﾞ拡大波長変換器
の技術開発

4) 超電導回路
技術開発

SFQベース・リアルタイムオシロ技術開発

1)大規模ｴｯｼﾞ
ﾙｰﾀｼｽﾃﾑ
化技術

i) ｽｹｰﾗﾌﾞﾙ･ﾙｰﾀｱｰｷﾃｸﾁｬの開発

(B)大規模

ii) 小型省電力光ｱｯﾌﾟﾘﾝｸの技術開発

iii) 波長可変ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽｶｰﾄﾞの技術開発

研究開発項目②：
次世代高効率ﾈｯﾄﾜｰｸ
・ｼｽﾃﾑ化技術

トラヒックモニタリング

(B)大規模
エッジルータ

１）超高速光
LAN-SAN
ｼｽﾃﾑ化技術

i) LAN-SANシステム設計技術の開発

(C) LAN-SAN

vi) LAN/WAN間大容量信号変換技術

ii) SHV配信LAN-SANｼｽﾃﾑ収容技術の開発

iii) 光NIC用省電力ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ技術の開発

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-10事業原簿 P２５

当初予算計画（百万円） 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000



公開研究開発の実施体制
Ⅱ-２-(3)研究開発実施の事業体制の妥当性

５-1 (2)研究開発マネージメント

開発の体制としては ネットワ クユ ザ キャリア システムベンダ及びデバイス開発の体制としては、ネットワークユーザ、キャリア、 システムベンダ及びデバイス
メーカを一体とした垂直連携を強化する。

サプライサイド型 デマンドサイド型

キ リア 世界をリードする
光デバイス／

機器技術を統合・
システムレベルへシステム

システム ・トラヒック計測

キャリア キャリア

昇華

デバイス

システム

ギャップの存在

・集積化

・40Gｂｐｓ

ソフト･ハード境界面

様々な技術融合

次世代基盤技術

デバイス

（網羅的な開発路線）

・160Gbps/ch伝送次世代基盤技術

デバイス
・40Gｂｐｓ
（直接変調LD等）

デバイス機器レベルとシステムレベルの

160Gbps/ch伝送

・超伝導

次世代基盤技術

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-11事業原簿 P２６－２８

デバイス機器レベルとシステムレベルの
技術的統合による革新技術の創出

公開研究開発の実施体制

次世代高効率ネットワークデバイス開発PJ体制

Ⅱ-２-(3)研究開発実施の事業体制の妥当性

５-1 (2)研究開発マネージメント

ＮＥＤＯ技術開発機構 プロジェクト運営会議

【事務局：（財）光産業技術振興協会】

プロジェクトリーダ

東京大学 教授 浅見 徹

大規模エッジルータ技術開発

SPL：池田尚哉(ｱﾗｸｻﾗ）、西村信治（日立製作所）

LAN-SAN技術開発

SPL：尾中 寛（富士通）、並木 周（産総研）

・研究実施場所：

ｱﾗｸｻﾗﾈｯﾄﾜｰｸｽ㈱

・研究実施場所：

(財)光産業技術振興協会

・研究実施場所：

(独)産業技術総合

・研究実施場所：

超電導工学研究所

・研究実施場所：

放送技術研究所

ｱﾗｸｻﾗﾈｯﾄﾜｰｸｽ㈱

SL：池田尚哉

ISTEC*
SL：日高睦夫

（財）光協会

SL：荒川泰彦

（独）産総研**
SL：石川 浩

日本放送協会

SL：小山田公之

ﾗｸｻﾗﾈｯﾄ ｸ ㈱

（川崎市）

・研究項目：

○大規模ｴｯｼﾞﾙｰﾀ

ｼｽﾃﾑ化技術

（東京都文京区）

・研究項目：

○省電力・高性能光I/O技術

○超高速LD技術

○小型・集積化技術

研究所

（つくば市）

・研究項目：

○小型・集積化技術

（つくば市）

・研究項目：

○超電導回路技術

【共同実施】

名古屋大学

術 所

（東京都世田谷区）

・研究項目：

○超高速光 LAN-SAN

ｼｽﾃﾑ化技術ｼｽﾃﾑ化技術

・企業５社

（富士通㈱、日本電気㈱、㈱

日立製作所、三菱電機㈱、日

本電信電話㈱））

○小型 集積化技術

○超高速光LAN-SAN

ｼｽﾃﾑ化技術

名古屋大学
藤巻研究室
○スケジューラ技術

横浜国立大学
吉川研究室

○ｶﾚﾝﾄﾘｻｲｸﾙ技術

ｼｽﾃﾑ化技術

【共同実施】

東京大学

・研究実施場所：

荒川研究室

（東京都目黒区）

○ｶﾚﾝﾄﾘｻｲｸﾙ技術

（独)情報通信研究機構
未来ICT研究ｾﾝﾀ
新世代ﾈｯﾄﾜｰｸ研究ｾﾝﾀ

○光入出力技術

（独）産総研

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-12

（東京都目黒区）

・研究項目：

○超高速LD技術

（独）産総研
計測標準研究部門

○交流電圧標準ﾃﾞﾊﾞｲｽ評
価

事業原簿 P２８



公開

研究開発の進捗確認・計画の見直し等（NEDO-実施者間）

５-1 (2)研究開発マネージメント
研究開発マネージメント

Ⅱ-２-(3)研究開発実施の事業体制の妥当性

研究開発の進捗確認・計画の見直し等（NEDO-実施者間）

１．定例ヒアリング
・主 催 者 ： NEDO電子部・主 催 者 ： NEDO電子部
・出 席 者 ： NEDO電子部、実施者メンバー、経済産業省
・開催頻度： 年２回（春・秋）
・議事内容： 研究開発内容の進捗状況確認議事内容： 研究開発内容の進捗状況確認

２．個別ヒアリング
・主 催 者 ： NEDO電子部主 催 者 ： NEDO電子部
・出 席 者 ： NEDO電子部、実施者メンバー
・場 所 ： NEDOまたは光協会
・開催頻度： 不定期（年数回以上）頻度 定期 数
・議事内容： ①研究開発状況報告、実験環境の確認

②開発計画の見直し、加速資金申請等の議論

３ 開発現場でのヒアリング３．開発現場でのヒアリング
・主 催 者 ： NEDO電子部
・出 席 者 ： NEDO電子部、実施者メンバー

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-13

・開催頻度： 年１～２回
・議事内容： 研究開発状況報告、購入設備・実験環境、実証実験の確認

事業原簿 P３２－３３

公開情勢変化への対応

１）国際競争力強化や実用化に資すべく本プロジェクトで開発を進めている光

Ⅱ-２-(4)情勢変化への対応

５-1 (2)研究開発マネージメント

１）国際競争力強化や実用化に資すべく本プロジェクトで開発を進めている光
デバイス/モジュールの研究開発成果に基づき、次世代光イーサネット規格
（100GE（25Gb×4ch）と40ＧEシリアル）の標準化活動を積極的に推進する。

・標準化寄与文書（寄書） 10件標準化寄与文書（寄書） 10件
・主要国際学会での発表、動態展示 OFC’09, ECOC’09

２）国際的な学会動向や、欧米を中心とした先進各国の国家プロジェクト動向、）国際的な学会動向や、欧米を中心とした先進各国の国家プ ジ クト動向、
並びにロードマップ等の最新情報を入手することで、本プロジェクトの研究開
発レベルのベンチ・マーキングの見直しを定期的に行い、研究計画・方針等
の変更に反映させる。

３）早期に実用化の目処が立った光デバイスは、プロジェクト終了を待たずに
事業化を進める。フレキシブルな研究開発を進める。

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-14事業原簿 P３３－３５

ECOC’09展示風景OFC’09展示風景



公開研究の運営管理（予算）Ⅱ-２-(4)情勢変化への対応

５-1 (2)研究開発マネージメント

単位：億円

－プロジェクトの予算（～中間年度）－

2020

14 16

18.34

加速 テーマ

15
13.93
前倒し

3 0

14.16

加速
3.67 H21年度

加速
4.5

テーマ
追加

追加

10

3.0 H20年度補正
0.5

年度
補正
5.0

H20年度

5
本予算

10.93

本予算

9.98
本予算

年度
補正

4.49

0
成 年度 成 年度

本予算

4.34

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-15

平成19年度 平成20年度 平成21年度

事業原簿 P３３－３５

公開情勢変化への対応
Ⅱ-２-(4)情勢変化への対応

５-1 (2)研究開発マネージメント

予算実績

H19年度
(2007)

H20年度
(2008)

H21年度
(2009)

H22年度
(2010)

H23年度
(2011)

合計

計画時予算 10 10 10 10 10 50
実績 13 93 14 16 18 34実績 13.93 14.16 18.34 - - -

時 件名 金額
（百万

目的 成果

加速財源等の投入実績（テーマの追加有り）

期
（百万
円）

40
Ｇ

Ｈ
19

LAN/SAN向け光ﾈｯﾄﾜｰｸｲ
ﾝﾀｰﾌｪｰｽｶｰﾄﾞのための省
電力40Gbps動作信号多

300 40Gbps動作信号多重・分離
集積回路の設計試作

40Gbps動作信号多重・分離集積回
路の設計試作を1年以上前倒した。ま
た40Gbps対応ｱﾅﾛｸﾞ信号評価器をＧ 電力40Gbps動作信号多

重・分離集積回路開発
た40Gbps対応ｱﾅﾛｸ 信号評価器を
作製した。

40
ＧＥ

Ｈ
20

40Gbｲｰｻﾈｯﾄｼﾘｱﾙ標準化
獲得のための信号多重・
分離 回路 開発

80 40Gbｲｰｻﾈｯﾄｼﾘｱﾙ標準化獲
得支援

信号多重・分離CMOS回路への
40Gbｲｰｻﾈｯﾄｼﾘｱﾙ入出力機能の要
素開発と国際会議展 ﾞ を行 た分離CMOS回路の開発 素開発と国際会議展示ﾃﾞﾓを行った。

Ｈ
21

次世代光エッジルータと高
品質・高信頼接続インタ
フェースに向けたﾃﾞﾊﾞｲｽ技

450 ｴｯｼﾞﾙｰﾀ内の光配線（光バッ
クプレーン）と40Gbｲｰｻﾈｯﾄｼﾘ
ｱﾙ標準化獲得支援

25Gbps×4ｃｈ光ﾊﾞｯｸﾌﾟﾚｰﾝ開発へ着
手と40Gbｲｰｻｼﾘｱﾙ標準化に向けた
CMOS開発とWAV-LAN-SAN領域でﾃ 技

術開発
標準 獲得支援 開発 領域

のｼﾘｱﾙ伝送を国際会議デモ予定

100
ＧＥ

Ｈ
20

100Gbｲｰｻﾈｯﾄ標準化獲得
のためのｻﾌﾞｼｽﾃﾑ構築

287 100Gbｲｰｻﾈｯﾄ標準化獲得支
援

100Gbｲｰｻﾈｯﾄ標準化獲得に向けた
25Gbps×4ﾁｬﾝﾈﾙ送受信光I/Oのｻ

基本計画へ光配線開発の追加

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-16

構 p
ﾌﾞｼｽﾃﾑ構築と展示を実施し、ほぼ標
準化を確定した。

事業原簿 ３３－３５

基本計画へ標準化対応の追加



公開研究開発マネージメント
５-1 (2)研究開発マネージメント

次世代高効率ネットワークデバイス
技術開発プロジ クト技術開発プロジェクト

プロジェクトリーダ

東京大学 大学院 情報理工学系研究科

教授 浅見 徹

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-17事業原簿 P２６

公開研究の運営管理（PLの役割）
５-1 (2)研究開発マネージメント
Ⅱ-２-(3)研究開発実施の事業体制の妥当性

１．組織関係
・研究体（分室、集中研）の設置、廃止等の組織構成の決定
・研究体の研究サブリーダ等の選任と解任・研究体の研究サブリーダ等の選任と解任

２．予算関係
・各事業年度における予算配分の調整及び決定

３．研究計画・管理関係
・各研究体のサブリーダ、テーマリーダから構成される「技術委員会」を原則月一回開催

ＨＨ し 年間計画の策定や研究進捗状況の管理及び総合調整ＨＨ し、年間計画の策定や研究進捗状況の管理及び総合調整
・年度毎のプロジェクト推進目標を策定し、これを管理/フォローアップ

４．研究成果関係
・特許、論文、学会発表、標準化寄与文書、新聞発表、展示会出展等のプロジェクト成果の

ＺＺ計画策定と実績の管理

５ その他５．その他
・啓蒙/啓発活動として、ワークショップやシンポジウム等の企画立案と実施
・経済産業省、ＮＥＤＯ、大学等の各種関係会議やヒアリング等への対応及び総括

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-18事業原簿 P２６



公開研究開発の実施体制（開発組織図）Ⅱ-２-(3)研究開発実施の事業体制の妥当性

５-1 (2)研究開発マネージメント

標準化

①大規模エッジルータ技術開発

標準化
委員会

大規模エッジルータ

システム化技術開発グループ

大規模エッジルータ
プロジェクト運営会議

運営委員会
・議長
・副議長

研究総括責任者
（PL)

大規模エッジルータ

要素技術開発グループ

技術委員会
副議長

・運営委員 研究企画調整会議

知的財産権
専門委員会

②超高速光LAN-SAN技術開発企画委員会

超高速光LAN SANシステム化超高速光LAN-SANシステム化

技術開発グループ

超高速LAN-SAN

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-19事業原簿 P２６－３１

要素技術開発グループ

公開

研究開発の進捗確認・計画の見直し等（実施者間）

５-1 (2)研究開発マネージメント
研究開発マネージメント

Ⅱ-２-(3)研究開発実施の事業体制の妥当性

研究開発の進捗確認・計画の見直し等（実施者間）

１．研究企画調整会議
・主 催 者 ： 荒川SL・主 催 者 ： 荒川SL
・出 席 者 ：光協会実施者メンバー 、NEDO電子部
・開催頻度： 年６回程度 （平成21年度実績：4月13日, 6月8日,7月31日）

・議事内容： 研究開発内容の進捗状況確認議事内容： 研究開発内容の進捗状況確認

２．技術委員会
・主 催 者 ： 浅見PL主 催 者 ： 浅見PL
・出 席 者 ： 実施者メンバー（テーマリーダ）、 NEDO電子部
・開催頻度： 年６回程度 （平成21年度実績：4月13日, 6月8日,7月31日）

・議事内容： ①研究開発状況報告議 ① 究
②開発計画の見直し、加速資金申請等の議論

３．その他
中間評価事前打合せ会議：（平成21年度実績：4月13日,10月6日）

・主 催 者 ： 浅見PL
・出 席 者 ： ＳＰＬ、ＳＬ、光協会、NEDO電子部

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-20

出 席 者 Ｓ 、Ｓ 、光協会、 O電子部

事業原簿 P３２－３３



公開研究の運営管理（研究者数）
５-1 (2)研究開発マネージメント
Ⅱ-２-(3)研究開発実施の事業体制の妥当性

①デバイス共通基盤技術

個別テーマ テーマリーダ
研究員数

（名）

②システム化技術

個別テーマ テーマリーダ
研究員数

（名）（名）

超高速多重・分離技術の開発 池内 公 6

超高速光受信アナログ・FEの技術開発 辻 伸二 5

超高速光送信ドライバの開発 蔵田 和彦 7

（名）

スケーラブルルータアーキテクチャ 池田 尚哉 33

LAN-SANシステム設計技術 並木 周 6

SHV配信LAN SANシステム収容技術 小山田 公之 3超高速光送信ドライバの開発 蔵田 和彦 7

LAN/WAN間大容量信号変換技術の開発 富澤 将人 3

超高速・省電力面出射レーザの開発 篠田 和典 4

SHV配信LAN-SANシステム収容技術 小山田 公之 3

高速直接変調レーザの技術開発 山本 剛之 7

高感度光受信モジュールの技術開発 李 英根 2

小型省電力波長可変光源の技術開発 石坂 政茂 3

高効率半導体増幅器の技術開発 森戸 健 5

入力ダイナミックレンジ
拡大波長変換器の技術開発

杉立 厚志 7

イブリ ド集積化ハイブリッド集積化
超高速全光スイッチ及びＯＴＤＭ－ＮＩＣ

石川 浩 20

極限省電力ＳＦＱスイッチの
システム化技術開発

日高 睦夫 10

合計 79 合計 42

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 2-21

合計 79 合計 42

事業原簿 P２９－３０



公開５-２ (1)研究開発成果と実用化、事業化の見通し

５． プロジェクトの概要説明

５－１ 事業化の位置付け・必要性、研究開発のマネージメントについて事業化の位置付け 必要性、研究開発の ネ ジ ントに て

（１）事業の位置付け・必要性

（２）研究開発マネ ジメント（２）研究開発マネージメント

５－２ 研究開発成果、実用化、事業化の見通しについて

（１）研究開発成果と実用化、事業化の見通し

５－３ プロジェクトの概要全体を通しての質疑

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 3-1事業原簿 P36-40

公開知的財産権の取得と成果の普及

「次世代高効率ネ トワ クデバイス技術開発プロジ クト」研究成果 （平成19年4月 21年10月度）

Ⅱ-３-(3)知的財産権の取得、（4)成果の普及

５-２ (1)研究開発成果

年度 論文等 国際/国内 標準化 特許 新聞発表 主要

「次世代高効率ネットワークデバイス技術開発プロジェクト」研究成果 （平成19年4月～21年10月度）

年度 論文等 国際/国内

学会発表

標準化

寄与文書

特許 新聞発表 主要

展示会

総計総計 16 159 11 33 15 6

平成19年度 1 2 1 1 1平成19年度 1 25 1 4 1 1

平成20年度 8 91 8 18 9 3平成20年度 8 91 8 18 9 3

平成21年度 7 43 2 11 5 2平成21年度 7 43 2 11 5 2

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 3-2事業原簿 P37



公開研究開発成果と達成度について

大規模エッジルータ

Ⅱ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義、

５-２ (1)研究開発成果と実用化

個別テーマ 中間目標（平成21年度） 主な成果状況 達成度

・超高速光受信
ｱﾅﾛｸﾞ・FE

25Gbpsで10ｍW/Gbpsの小型光I/Oを開発
・65nm CMOS 3段ｼﾘｰｽﾞﾎﾟｽﾄｱﾝﾌﾟ回路方式の高速受信回路を開発。
・25Gbps高速動作、2.8mW/Gbpsの受信ﾌﾛﾝﾄｴﾝﾄﾞを開発し4ﾁｬﾈﾙ集積ﾓｼﾞｭｰ
ﾙを試作。

○
ﾙを試作。

・超高速光送信
ﾄﾞﾗｲﾊﾞ

低消費電力の冗長化ドライバ回路を開発し
、25Gbpsで10ｍW/Gbpsの小型光I/Oを開発

・90nm SiGe-BiCMOSプロセスを用いた4チャネル直接変調ドライバを開発。
・25Gbps/chの高速駆動と10mW/Gbpsの低消費電力性を実証。

○

・LAN/WAN間大 小型・低消費電力型OTN-LSIの製作を行い
・トランスポンダOTN基本部の消費電力10W以下を確認。
・SFI-5 2高速インタフェース測定器を世界へ先駆けて開発LAN/WAN間大

容量信号変換
小型 低消費電力型OTN LSIの製作を行い
、OTN基本部で消費電力10W以下を達成

SFI 5.2高速インタフェ ス測定器を世界へ先駆けて開発。
・40G 新規OTNビットレート、多重化方式としてITU-T G.sup43として文書化に
成功。

◎

・超高速・省電
力面出射型レー
ザ

機器内光通信システム用に25Gbps且つ従
来比1/2以下の低消費電力動作のレーザを
開発

・短共振器型の面出射レーザを試作し、世界初の25Gbps動作を達成。
・従来比1/2以下の低消費電力動作を実証。

◎
ザ 開発

・高感度光受信
モジュール

高速・省電力型受信フロントエンド用反射構
PDにおいて、25Gbps動作を達成

・受信フロントエンド用反射構造PDを試作し、受光感度0.8A/W, 帯域35GHzを
実現。 電気アンプ(TIA)と接続し25Gbps動作を確認。

○

・小型省電力波
長可変光源

シリコン導波路とハイブリッド集積技術により
、波長可変幅100nm、消費電力40mW/ringの

・シリコン光回路を外部共振器に用いた波長可変光源を世界で始めて試作。
・消費電力26mW/ring、またC-band/L-bandをフルカバーする100nmの波長 ◎

長可変光源
導波路リング型波長可変光源を開発 可変動作を実証.

・SFQベース・リ
アルタイムオシ
ロ

SFQネットワークスイッチ実現に不可欠な多
チャネルシステム化技術の開発を行い、
10Gbps光入出力(1チャネル)を実現.
光入力で動作する超電導フラッシュ型ＡＤＣ

プ グ ビ

・SFQベース・リアルタイムオシロに向け、25Gbps光信号波形観測に十分な
40Gbps光入力SFQ回路動作を実現。
・新方式4ビット超電導ADCを作製 周波数34GHz動作を確認

○
ロ

を作製し、サンプリング周波数30GHz, 4ビッ
ト動作確認.

新方式4ビット超電導ADCを作製、周波数34GHz動作を確認。

・スケーラブル・
ルータアーキテ

高速光ネットワークに対応可能なトラヒックモ
ニタリング技術(40Gbpsおよび4Mフロー/Sに

す 筐体 び 蔵

・特徴フロー抽出アルゴリズムを高速処理する二段階集約方式とハードウェ
アアシスト機構，分散処理した複数のモニタ結果を再集約する機構を開発。
・40Gbpsおよび4Mフロー/sに対応可能な独立筐体型トラヒック分析装置の試

完
○

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 3-3

ル タア キテ
クチャ

対応する独立筐体型およびルータ内蔵トラヒ
ック分析技術及び装置)を開発.

作完了。
・ルータ内でのモニタ対象管理技術を開発しルータ内蔵型トラヒック分析装置
を試作中。

○

事業原簿 P39

公開５-２ (1)研究開発成果
Ⅱ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義 研究開発成果と達成度について

超高速光LAN-SANシステム超高速光LAN SANシステム

個別テーマ 中間目標（平成21年度） 主な成果状況 達成度

超高速多重 分離技術
光NIC-I/F回路として、40Gbps動作と
低消費電力化（従来の1/3 ＜4W）を

・40Gbps動作、消費電力1.8Wの多重化回路を開発。
○・超高速多重・分離技術 低消費電力化（従来の1/3、＜4W）を

実現

0Gbps動作、消費電力 8Wの多重化回路を開発。
分離回路部は試作中。 ○

高速直接変調レ ザ
光NIC用に単一モードLDにおいて駆
動電流50 A以下で室温40Gb 動作

・AlGaInAs系単一モードレーザ：波長1.3μm帯/1.55μm帯で、
駆動電流50mA以下で室温40Gbps直接変調動作を実現。

◎・高速直接変調レーザ 動電流50mA以下で室温40Gbps動作
を実現

駆動電流 以下で室温 p 直接変調動作を実現。
・波長1.3μm帯量子ドットレーザで世界初の室温20Gbps直接
変調を実現。

◎

・ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ集積全光ｽｲｯﾁ
及び

OTDM-NIC用ハイブリッド集積型全光
スイッチを開発し、ウィンドウ幅2ps、 ・サブバンド間遷移素子で目標性能を確認。 また、ハイブリッ

○及び
OTDM-NIC

スイッチを開発し、ウィンドウ幅2ps、
消光比20dB以上のスイッチング動作
を実証

サブバンド間遷移素子で目標性能を確認。 また、ハイブリッ
ド集積のためＳｉ導波光回路の設計/導波路作成技術を確立。 ○

・高効率半導体増幅器
OTDM-NIC集積用に半導体増幅器の
50℃以上、40Gbpsの高温動作を実証

・OTDM-NIC集積用に半導体増幅器の50℃の高温動作と
40Gbpsのペナルティーフリー増幅を世界で始めて実証。 ◎50℃以上、40Gbpsの高温動作を実証 40Gbpsの ナルティ フリ 増幅を世界で始めて実証。

・入力ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾚﾝｼﾞ拡大
波長変換器

40Gbps以上、許容入力レベル変動
10dB以上の波長変換器を開発

・43GbpsNRZ信号による波長変換動作を達成。
・消光比12dB以上で入力ダイナミックレンジ14dBを達成。 ○

・LAN-SANシステム設計
技術

3チャンネル×48Gbps SHV映像
160Gbit/s転送動作を確認

・160Gbit/s OTDM伝送評価系を構築し動作特性を確認。
・ SHV 映 像 (24Gbit/s) の 多 重 ・ 分 離 技 術 を 開 発 。
世界初 非圧縮 映像信号の 転送に成功

◎
SHV配信LAN SANシス

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 3-4

160Gbit/s転送動作を確認
・世界初、非圧縮SHV映像信号のOTDM転送に成功。・SHV配信LAN-SANシス

テム収容技術

事業原簿 P40



公開大規模エッジ・ルータシステム化技術マップ

超高速モニタ
・トラヒックモニタリング(アラクサラ)
・SFQベース・リアルタイムオシロ

（ISTEC）

コアネットワークコア ル タ

コア・ルータエッジ・ルータ

コア・ルータ
エッジ・ルータ
・ｽｹｰﾗﾌﾞﾙ･ﾙｰﾀｱｰｸﾃｸﾁｬ （ｱﾗｸｻﾗ）

コアネットワ クコア・ルータ

エッジ・ルータ
高速外部インタフェース

(省電力・広波長域)

経路検索装置

トラヒック分析装置

内部
ｽｲｯﾁ

(省電力 広波長域)
・ LAN/WAN間大容量信号変換（NTT)
・ 小型省電力波長可変光源 （NEC)
・ 波長可変ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽｶｰﾄﾞ(NEC)

パケット入出力装置

※機能(回線集線、
トラヒック監視/制御)

メトロ

メトロ
ネットワーク イントラシステムネットワーク用光インターフェイス

メトロ回線

アクセス回線

メトロ
ネットワーク

(大容量：100Gbps、省電力：10mW/Gbps)
・ 高感度光受信ﾓｼﾞｭｰﾙ （日立）
・ 超高速光受信ｱﾅﾛｸﾞ･FE（日立)
・ 超高速光送信ﾄﾞﾗｲﾊﾞ （NEC）
・ 超高速･省電力面出射型ﾚｰｻﾞ (日立）

アクセス回線

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 3-5

オフィス家庭

アクセス回線 超高速 省電力面出射型ﾚ ｻ (日立）
・ 小型省電力光ｱｯﾌﾟﾘﾝｸ (日立,NECで次年度以降実施)

事業原簿 P38-41

公開

研究開発成果、実用化、事業化の見通しⅡ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義、
（5）最終目標の達成可能性

Ⅱ－4－(1)成果の実用化可能性

５-２ (1)研究開発成果と実用化、事業化の見通し

スケーラブル・ルータアーキテクチャ

［従来技術］ ルータ・スイッチのトラヒックモニタ技術はパケットサンプリングベースが主流であり，通信
速度の高速化に従い分析精度面の課題が顕在化

［開発技術］ AFM技術(*)を採用と メモリ CPUの性能ネックに対処するモニタデ タ集約技術の開

スケ ラブル・ル タア キテクチャ

［開発技術］ AFM技術(*)を採用と，メモリ・CPUの性能ネックに対処するモニタデータ集約技術の開
発により，ノンサンプリングで40Gbps，4Mフロー/秒に対応するトラヒックのモニタを実現

再

モニタ結果出力10Gbpsモニタ処理×4モニタデータ集約技術②：
「分散方式」 再

集
約
処
理

モニタ対象トラヒック
40Gbps

分散方式」

(*) AFM (Aggregated Flow Mining)：
大容量トラヒックの中から重要トラ
ヒックをリアルタイム抽出できるアラ

一次集約処理 AFM処理モニタ対象トラヒック 中間

AFM処理でのメモリアクセス回数
を削減するための前処理

クサラ独自のモニタアルゴリズム

目標の達成度：

次集約処
（ハードウェア）

処
（ソフトウェア）

モニタ対象トラヒック
分散された10Gbps

中間
モニタデータ

モニタデータ集約技術①： 「二段階集約方式」

• 中間目標の40Gbpsおよび4Mフロー/秒に対応するトラヒック分析装置開発は達成。
• 最終目標のスケーラブル・ルータアーキテクチャ実証は，平成23年度に予定通り達成見通し。

標 度

実用化見通し：

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 3-6

構成要素として開発した10Gbpsクラスのトラヒック分析技術を装置化し、先行して実用化を図る。
40Gbpsについては実証実験を通じて実用性を検証しつつ、小型化等の課題も解決していく。

事業原簿 P38-41



公開

超高速光受信アナログ FEの開発（日立）

研究開発成果、実用化、事業化の見通しⅡ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義、
（5）最終目標の達成可能性

Ⅱ－4－(1)成果の実用化可能性

５-２ (1)研究開発成果と実用化、事業化の見通し

研究題目 超高速光受信アナログ・FEの開発（日立）

成果概要 相互インダクタンス(gm)の低いCMOSの欠点を補う回路構成を採用、
下記の回路性能を有するTIAを実現し、25Gbps受信動作を達成。

研究題目

○低消費電力動作：3.2mW/Gbps； ○低雑音動作：3.2μArms
○帯域：～20GHｚ； ○集積化：４ﾁｬﾈﾙ

【中間目標達成】

回路ブ ク 集積 ｲ ｳﾄ 受信波形

Rf≒300Ω

トータルゲイン：
50+19.8=69.8dBΩ（≒3ｋΩ）PD #0

TIA回路ブロック 4ch集積TIAﾚｲｱｳﾄ 25Gbps受信波形

ATC
出力

プリアンプ

ポストアンプ
ラ アンプ

LA 

AOC
Post

-amp.
Output 
Driver LA  

#1

#2

#3

ベンチマーク

中間目標達成状況

ATC: 基準電圧生成回路、AOC: オフセット電圧補償回路

ポストアンプ
エラーアンプ

AOC  Pre-amp. 
#3

当初計画の中間目標は達成済み。

事業年数３年の開発であるため 最終目標

自社 おける継続開発 より 先ずは

事業年数３年の開発であるため、最終目標
も達成済み。現在、次年度計画のシステム
化開発項目を先取り実施中。

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 3-7

自社における継続開発により、先ずは
100GbEトランシーバに適用。

実用化・事業化見通し
OFC2009：展示・新聞発表
ECOC2009：発表・動展示
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公開

超高速光送信ドライバの開発

研究開発成果、実用化、事業化の見通しⅡ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義、
（5）最終目標の達成可能性

Ⅱ－4－(1)成果の実用化可能性

５-２ (1)研究開発成果と実用化、事業化の見通し

超高速光送信ドライバの開発

VCC VCC

①光送信ﾄﾞﾗｲﾊﾞ回路試作
90nm-CMOSﾌﾟﾛｾｽを用いた25Gbps-4ch光送信ﾄﾞﾗｲﾊﾞを試作し、25Gbpsｱｲ開口を確認。

振幅
電流

バイアス
電流

入力バイアス
回路

差動入力 アンプ

レーザ
ダイオード

電流 電流

光送信ﾄﾞﾗｲﾊﾞ駆動回路 光送信ﾄﾞﾗｲﾊﾞﾁｯﾌﾟ 光送信ﾄﾞﾗｲﾊﾞ電気出力波形

②高信頼化技術
高信頼化方式（故障予知、故障検知、冗長構成）検討と機能検証ﾎﾞｰﾄﾞへの実装完了。

LDD

ポート切替用SW

ポート パラメータ

送信モジュール 受信モジュール

PD

PD

LA/TIA
LDD

ポート切替用SW

ポート パラメータ

送信モジュール 受信モジュール

PD

PD

LA/TIA

システム管理層

アラームの通知のみ切り替え制御
等は未実装

ﾓｼﾞｭｰﾙﾚﾍﾞﾙでの
・故障予知
・故障検知
・冗長切り替え

制御用
ロジック

光出力状態観測
・光パワー
・BER
・振幅 etc

状態観測
・抵抗値
・リーク電流 etc

外部環境変動観測
・温度
・電源電圧 etc

ポート
切り替え

パラメータ
設定

監視用
ロジック

主信号線

制御用
ロジック

光出力状態観測
・光パワー
・BER
・振幅 etc

状態観測
・抵抗値
・リーク電流 etc

外部環境変動観測
・温度
・電源電圧 etc

ポート
切り替え

パラメータ
設定

監視用
ロジック

主信号線

状態監視
・電圧
・光出力等

従来の光モジュール

・冗長切り替え
による高信頼化

制御信号線制御信号線

中間目標の達成度：光送信ﾄﾞﾗｲﾊﾞを開発し、25Gbps/chの高速駆動と10mW/Gbpsの低消費電力性を
実証。高信頼化方式の機能検証用ﾎﾞｰﾄﾞへの実装（FPGA）完了。
最終目標への課題：ﾄﾞﾗｲﾊﾞ回路内蔵100Gbps省電力光I/Oの開発と ｱﾗｸｻﾗ製ｴｯｼﾞﾙｰﾀでの性能検証

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 3-8

最終目標への課題：ﾄ ﾗｲﾊ 回路内蔵100Gbps省電力光I/Oの開発と、ｱﾗｸｻﾗ製ｴｯｼ ﾙ ﾀでの性能検証。

実用化への見通し：ｴｯｼﾞﾙｰﾀ向け超高速（100Gbps）ｱｯﾌﾟﾘﾝｸと100GbE用光ﾓｼﾞｭｰﾙへの適用
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公開

チップ写真チップ写真 出射ビーム出射ビーム

研究開発成果、実用化、事業化の見通しⅡ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義、
（5）最終目標の達成可能性

Ⅱ－4－(1)成果の実用化可能性

５-２ (1)研究開発成果と実用化、事業化の見通し

■ 超高速 省電力面出射型レ ザ

【構造と特長】

◇ レンズ集積面型： 実装簡易化

チップ写真チップ写真

レンズ

出射ビーム出射ビーム

0.8

1.0

従来 本研究

単
位

）

■ 超高速・省電力面出射型レーザ

◇ レンズ集積面型： 実装簡易化

◇ 短共振器型： 高速・省電力化

【成果状況】

29° 2°

0.6

0.4

0.2強
度

(任
意

単

200μm
【成果状況】

◇ 狭窄ビーム(2°)の面型出射

【新聞発表】【OFC’09発表】
25Gb 動作25Gb 動作 省電力特性省電力特性

-60 -30 0 30 60
0.0

光
強

角度 (°)

◇ 面型素子で25Gbps動作【世界初】

◇ 導波路型素子で95℃、25Gbps動作

【世界初】【ECOC’09発表】

25Gbps動作25Gbps動作 省電力特性省電力特性

25Gbps 95℃

ｒ
(G

H
z)

160μm
200μm

15
3.2
GHz/mA1/2

【世界初】【ECOC’09発表】

振
動

周
波

数
ｆ

frの効率が√2倍
消費

2.3

5

10
GHz/mA

【中間目標の達成状況】

◇ 25Gb 動作 中間目標達成

GHz/mA1/2

25ps Lc: 160μm

緩
和

振 →消費電力1/2
0 0 2 4 6 8

(Ｉ-Ith)1/2 (mA1/2)

◇ 25Gbps動作： 中間目標達成

◇ 省電力化： 未達（導波路型で達成済み）

【実 化 事業化 通 】 市場拡大時 キ 技術と位置づ お プ

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 3-9

【実用化・事業化の見通し】100GbE市場拡大時のキラー技術と位置づけており、プ
ロジェクト終了後、自社内で継続開発を進め、製品として結実させる予定である。
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公開

高感度光受信モジュールの技術開発

研究開発成果、実用化、事業化の見通しⅡ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義、
（5）最終目標の達成可能性

Ⅱ－4－(1)成果の実用化可能性

５-２ (1)研究開発成果と実用化、事業化の見通し

研究題目 高感度光受信モジュールの技術開発

成果概要 高反射ミラーと集積レンズを採用した高速・高感度・高光結合フォト
ダイオード(PD)を開発し、25Gbps受信動作を実証。

研究題目

○帯域：35GHz； ○受光感度：0.8A/W＠1.3μm波長
○高光結合トレランス： >20μm

【中間目標達成】

PD構造 周波数特性 4ch WDM光受信ﾓｼﾞｭｰﾙ光結合特性構造 周波数特性 光受信ﾓｼ ﾙ

-6
-3
0
3
6

レ
ベ

ル
(d

B
)

光結合特性

p-electrode

n-electrode
n-InGaAlAs

p-InGaAlAs

i-InGaAs

高反射ミラー

0 6

0.7

0.8

0.9

26μm度
(A

/W
)

-21
-18
-15
-12
-9
6

0 5 10 15 20 25 30 35 40

周波数 (GHz)

応
答

信
号

レ

集積レンズ

入力光

InP-sub.

20 ps
光学位置ずれ: Δx (μm)

0.3

0.4

0.5

0.6

-15 -10 -5 0 5 10 15

(w/o lens)
δ=6μm

26μm

受
光

感
度

当初計画の中間目標は達成。
最終目標である4chアレイ化光受信フロント
エンド(FE)開発に向けて １年前倒しでPDの

中間目標達成状況

ECOC2009：発表・動展示
周波数 (GHz)入力光

ベンチマーク

1.0
帯域：35GHz,
感度：0.8A/W

光学位置ずれ (μ )

エンド(FE)開発に向けて、１年前倒しでPDの
4chアレイ化ならびに高密度実装技術の開発
を進めている。

実用化 事業化見通し

受
光

感
度

(A
/
W

)

Albis

●●
▲

0.7

0.8

0.9
Archcom,
Mitsubishi、
NEC etc.
（導波路型）

当Pj目標

(面型）

Opnext, 
Mitsubishi
etc. (面型）

動作周波数・

感度 /

自社における継続開発により 100GbE

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 3-10

実用化・事業化見通し

10 20 30 40 50
0.5

Albis、
YOKOGAWA

(面型）

0.6 受光感度間
ﾄﾚｰﾄﾞｵﾌ ●

自社における継続開発により、100GbE
トランシーバならびにルーター向け配線
用FEへの適用を図る 。
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公開５-２ (1)研究開発成果と実用化、事業化の見通し
Ⅱ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義、

（5）最終目標の達成可能性
Ⅱ－4－(1)成果の実用化可能性

小型省電力波長可変光源

研究開発成果、実用化、事業化の見通し

シリコンフォトニクスを波長可変光源に応用した
世界初の試み

小型省電力波長可変光源

世界初の試み

■ 小型化（従来比1/30）、省電力（従来比1/10）を実現 シリコン光回路

■ シリコンフォトニクスの集積化技術を新規開発

シリコンフォトニックICの基盤技術

■ 小型・省電力モジュールを開発

最小クラスのTEC付きモジュール

中間目標の達成状況

■ WDM主要通信波長全域(C+L band）をカバーする消費電力 2W
以下の小型波長可変モジュール

今後の展開

中間目標達成

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 3-11

■ 制御インターフェースモジュールへの搭載を検討

■ シリコンフォトニクス集積化技術を他の高機能デバイス開発に応用 シリコン波長可変光源モジュール

事業原簿 P38-41

公開

LAN/WAN間大容量信号変換技術

研究開発成果、実用化、事業化の見通しⅡ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義、
（5）最終目標の達成可能性

Ⅱ－4－(1)成果の実用化可能性

５-２ (1)研究開発成果と実用化、事業化の見通し

OXC/ROADM

WDM link

MC
Router/
L2-SW

Router/
L2-SW

LAN Edge Router

LAN/WAN信号変換技術の適用領域

LAN/WAN間大容量信号変換技術

クロック部

OXC/ROADM
OXC/ROADM

WDM linkRouter/
L2-SW

MC MC
Router/
L2-SW

Rx部

Tx部

OXC/ROADM
OXC/ROADM

OXC/ROADM

OTN(WAN)

40G
LAN/WAN
変換LSI

20ps

43Gbps OTU3波形

SFI-5.2測定器

Tx部

主な成果
①40Gbps級LAN/WAN信号変換LSIの開発

：消費電力10W以下(中間目標達成)

ダ

②LSI評価用SFI-5.2測定システムの開発(世界初)
③40Gbps級OTU3e1ビットレートの国際標準化提案

とITU-T G.sup43の正式文書化
ITU-T G.sup43文書

中間目標の達成状況：トランスポンダOTN基本部の消費電力10W以下の中間目標を達成
最終目標への課題等：100GbEの複数チップによる収容方式を検討し、トランスポンダ検証
機を実現を図る

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 3-12

今後の実用化、事業化の見通し：2010年以降の立ち上がりがフォーキャストされている
40Gbpsラインカード市場への早期切り出し等を含めて実用化・事業化を検討中
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公開

超電導回路技術開発

研究開発成果、実用化、事業化の見通しⅡ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義、
（5）最終目標の達成可能性

Ⅱ－4－(1)成果の実用化可能性

５-２ (1)研究開発成果と実用化、事業化の見通し

超電導回路技術開発

超電導リアルタイムオシロスコープ用高速ADコンバータ（ADC）の開発

・4ビットADCにおいてサンプリング周波数34GS/sを実現 （中間目標30GS/s達成）・4ビットADCにおいてサンプリング周波数34GS/sを実現 （中間目標30GS/s達成）

・冷凍機冷却4ビットADC+エラー補正回路統合チップによる波形観測に成功

・40Gb/s光入力によるSFQ回路動作実験に成功0Gb/s光入力によるS Q回路動作実験に成功

・ADC校正用ジョセフソン交流電圧標準デバイスに展開 → 波及効果

UTC-PD module UTC-PD output
(Electrical co-axial line)

Optical input
(Optical fiber) SFQ MCM

中間目標の達成状況： 達成（40Gb/s光入力、ADCの34GS/s動作、冷凍機での波形観察）

Cryocooler 4 K stage

光入力冷凍機実装4ビットADC＋エラー補正回路統合チップ4ビットADCの34GS/s動作

最終目標への課題： 入力帯域の向上、高速プロセス適用によるサンプリング周波数向上、
読み出し回路の開発

今後の実用化、事業化の見通し

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 3-13

実 、 見
25Gb/s光信号用リアルタイムオシロスコープに展開
ジョセフソン交流電圧標準デバイスは3年以内の実用化が可能（波及効果）
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公開

超高速光LAN-SANシステム化技術マップ

光ネットワークインターフェースカード（NIC）光ネットワークインターフェースカード（NIC） 高効率半導体光増幅器 構成

･超高速直接変調LD･超高速多重･分離技術

p-dope InP系量子ドット

モノリシック／ハイブリッド
集積化超高速全光ｽｲｯﾁ

超高速全光ｽ超高速全光ｽ

超高速直接変調LD超高速多重 分離技術
MUX/DEMUX

超小型40G
光送受信モ
ジュール ・高効率半導体光増幅器

超高速全光ｽｲｯﾁ
高速レベル制御波長変換器･入力ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾚﾝｼﾞ拡大波長変換器

光出力信号 (λ2)

光入力信号 (λ1)

プローブ 光 (λ2)

<Monolithic integration>

SOA
1

SOA
2

位相シフタ

・超高速全光ｽ・超高速全光ｽ
ｲｯﾁｲｯﾁ

･ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ集積OTDM-NIC 160Gb 信号160Gbps信号

・超高速全光ｽｲｯﾁ

公衆網
WDM光信号

光ゲートウエイ光ゲートウエイ

光スイ チング光スイ チング

ﾊｲﾌ ﾘｯﾄ 集積OTDM NIC 160Gbps信号160Gbps信号

超高速光LAN-SAN
･ ｼｽﾃﾑ設計技術

SHVカメラ
SHV大画面ディスプレイ

光スイッチングハ
ブ
光スイッチングハ
ブ

･ ｼｽﾃﾑ収容技術

･ 光NIC用I/F技術

光NIC光NIC
PC

SHV記録・
再生装置

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 3-14事業原簿 P38-41



公開５-２ (1)研究開発成果と実用化、事業化の見通し

研究開発成果、実用化、事業化の見通しⅡ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義、
（5）最終目標の達成可能性

Ⅱ－4－(1)成果の実用化可能性

超高速光LAN-SANシステム化技術

SHV記録・
再生装置I

HD-SDI
×16

OTDM-DEMUXで
映像信号選択

OTU-3
×2

86G OTDM
×1

OTU-3
×1

HD-SDI
×16

SHV
ディスプレイ

SHV-OTDM接続実験系SHV-OTDM接続実験系

超高速光LAN-SANシステム化技術

×16

HD-SDI

NHK VSR

NHK VSR

産総研 産総研

86Gbit/s43Gbit/s

43Gbit/s

VSR NHK

XSHV記録・
再生装置II

×2 ×1 ×1 ×16
産総研のOTDM
システムを、
NHKに持ち込み
接続実験を実施

×16

OTDM-MUX装置 OTDM-DeMUX装置

接続実験を実施

受信側MLLD装置送信側MLLD装置

世界初、非圧縮SHV映像のOTDM転送に成功世界初、非圧縮SHV映像のOTDM転送に成功

•中間目標（平成２１年度）
–160Gbps OTDM伝送評価技術を構築し、本プロジェクトの他課題で開発されるデバイス
技術を用いた160Gbps伝送の実証を行う。 さらに、SHV映像信号の接続検証を行う。

達 成達 成
p

•最終目標（平成２３年度）
–超高速光LAN上における、SHV配信実験の実施。

今後の実用化 事業化の見通し

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 3-15

今後の実用化、事業化の見通し：
集積化を進め、データセンターなど関連市場への横展開を図りながら通信・放送融合市場を先取り。

事業原簿 P38-41

公開

研究開発成果、実用化、事業化の見通しⅡ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義、
（5）最終目標の達成可能性

Ⅱ－4－(1)成果の実用化可能性

５-２ (1)研究開発成果と実用化、事業化の見通し

SHV（スーパーハイビジョン）配信LAN-SANシステム収容技術

24G SHV収容装置（一次試作）のブロック図

43 Gb/HD SDI×16信号 10 Gb/ 10G光信号でのループバック時の

多重フレーム処理部

43 Gb/s

6

5

誤り訂正部

HD-SDI×16信号

多重フレーム処理部

10 Gb/s

1E-02

1E-01
訂正OFF（計算）
訂正OFF（実測）

10G光信号でのル プバック時の
HD-SDI信号の誤り率特性

5 誤り訂正部
多重フレーム処理部

（拡張端子）

1E 07

1E-06

1E-05

1E-04

1E-03

信
号

の
B

E
R

訂正OFF（実測）
訂正ON（計算）
訂正ON（実測）

10G光信号3系統の対
向接続による伝送確 1E-11

1E-10

1E-09

1E-08

1E-07

H
D

-
S

D
I信

向接続による伝送確
認実験の模様 1E-12

1E 11

-25 -20 -15
受光電力 （dBm）

SHV信号(24 Gb/s)の多重・分離技術を開発し、光信号接続による送受信動作確認。（中間目標達成）

今後は72 Gb/s のSHV信号対応の多重・分離技術を開発し、超高速光LAN上で配信実験を行う。
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SHV放送の実用化時期に合わせて、番組制作設備間の伝送手段としての導入を検討していく。
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公開

研究開発成果、実用化、事業化の見通しⅡ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義、
（5）最終目標の達成可能性

Ⅱ－4－(1)成果の実用化可能性

５-２ (1)研究開発成果と実用化、事業化の見通し

超高速多重・分離技術超高速多重 分離技術

Single-40Gbps Dual-20Gbps 多重 IC 

40Gbps x 1出力波形

40GbEｼﾘｱﾙ光ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞ
動作確認ボード

H19年度前倒し資金成果

Control Circuit

Single-40Gbps 
MUX Circuitp

s 
x4

)
n

p
u

t

O
u

tp
u

t
b

p
s 

x1
)

40Gbps x 1出力波形
650mV

Electrical

DeMUX IC
(under development) Optical

40G

H19年度前倒し資金成果
H20年度加速資金成果

F
I-

5.
2 

I/F
 

Dual-20Gbps 
MUX Circuit

MUX Circuit

te
 In

p
u

t 
(1

0G
b

p
es

ke
w

 S
ig

n
al

 In
(1

0G
b

p
sx

1)

O
u

tp
u

t
b

p
s 

x2
)

D
at

e 
(4

0G

20Gbps x 2出力波形 750mV

25ps

MUX IC Optical devices

10Gx4

Technology :  65nm CMOS

S
F MUX Circuit

D
at D

e

D
at

e 
(2

0G
50ps Circuit area : 90 x 40 mm

41.2 Gbps 光出力波形

Chip size
Power

:  4.2mm x 4.2mm
:  1.8W @40Gx1, 1.6W @20Gx2

24ps

中間目標の達成状況中間目標の達成状況

CMOSプロセスでの40Gbps動作、消費電力<4Wの目標に対し、多重回路部は目標達成。
分離回路部は試作中（平成21年度中に中間目標達成予定）。

実用化 事業化見通し
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実用化、事業化見通し

40G短距離向け/長距離向け光ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞ、40GbEｼﾘｱﾙ光ﾄﾗﾝｼｰﾊﾞ用ICとして事業化を検討予定。

事業原簿 P38-41

公開

研究開発成果、実用化、事業化の見通しⅡ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義、
（5）最終目標の達成可能性

Ⅱ－4－(1)成果の実用化可能性

５-２ (1)研究開発成果と実用化、事業化の見通し

高速直接変調レーザの技術開発

AlGaInAsAlGaInAs系単一モードレーザ系単一モードレーザ 量子ドットレーザ量子ドットレーザ

高密度化による利得向上 高密度量子ドット
DBR

高速直接変調レ ザの技術開発

両側に分布反射鏡（DBR）を

集積した短活性領域共振器
構造による低電流、高速化

5.9x1010 cm-2

高密度化 る利得向 高密度量 ッ

導入活性領域

波長1.3μm帯レーザ 波長1.55μm帯レーザ

200 nm

波長1.3μm帯量子ドットレーザの室温20 Gbps動作

世界初25℃

駆動電流50mA以下での室温40Gbps動作

25℃ 25℃

正味利得 35cm-1@ 5層

世界初25℃25℃ 25℃

・AlGaInAs系単一モードレーザは中間目標（駆動電流50mA以下での室温40Gbps動作）を達成
・量子ドットレ ザは現在試作中のさらに利得増大をはかった活性層のレ ザで中間目標（室温

10 ps/div駆動電流 49 mA駆動電流 50 mA 20 ps/div

・量子ドットレーザは現在試作中のさらに利得増大をはかった活性層のレーザで中間目標（室温
25Gbps動作）を達成の見込み

・今後の課題はともに低電流高温動作/温度安定動作で、デバイス構造の改良で実現してゆく。
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アンクールド動作可能な低駆動電流の高速直接変調レーザは、小型、低消費電力化の要請が強い
なか、実用化の期待は大きい。事業化については富士通グループ内の事業部門と議論中。
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公開

研究開発成果、実用化、事業化の見通し
５-２ (1)研究開発成果と実用化、事業化の見通し
Ⅱ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義、

（5）最終目標の達成可能性
Ⅱ－4－(1)成果の実用化可能性

ハイブリッド集積化超高速全光スイッチおよびOTDM NIC

空間光学系のモジュールでは
目標性能達成、年度内にハイブ
リッド集積

空間光学系のモジュールでは
目標性能達成、年度内にハイブ
リッド集積

空間光学系超高
速全光

40Gb/s

ハイブリッド集積化超高速全光スイッチおよびOTDM-NIC

リッド集積
160Gb/s→40Gb/sへの無エ

ラー全光多重分離動作に成功
（励起パルス1.5pJ）

リッド集積
160Gb/s→40Gb/sへの無エ

ラー全光多重分離動作に成功
（励起パルス1.5pJ）

VSR部

速全光スイッチ
モジュール

160Gb/s

ハイブリッド光集積部

VSR部

OTDM NICハイブリッド集OTDM NICハイブリッド集

集積型160G OTDM-NICモジュール
のイメ ジ図

イメージを表示できません。メモリ不足のためにイメージを開くことができないか、イメージが破損している可能性があります。コンピュー
タを再起動して再度ファイルを開いてください。それでも赤い x が表示される場合は、イメージを削除して挿入してください。160Gbps

信号

OTDM-NICハイブリッド集

積のためのシリコン光導波路
要素（多段光カップラー）

OTDM-NICハイブリッド集

積のためのシリコン光導波路
要素（多段光カップラー）

•中間目標（平成２１年度）
–ハイブリッド集積全光スイッチで窓幅2ps, 消光比20dBを実現、年度内に集積完了予定

のイメージ図 1×2 MMIカップラ

•最終目標（平成２３年度）
–ハイブリッド集積４チャンネル全光スイッチ、ハイブリッド集積OTDM-NICの実現

今後の実用化、事業化の見通し：

次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日) 3-19次世代高効率ネットワークデバイス技術開発 中間評価第１回分科会 (平成21年 11月12日)

今後の実用化、事業化の見通し：
超高速全光スイッチはまず単体デバイスとして実用化、OTDM-NICはデータセンターなど関連市場
への横展開を図りながら通信・放送融合市場への導入を図る。
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公開

高効率半導体光増幅器

研究開発成果、実用化、事業化の見通しⅡ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義、
（5）最終目標の達成可能性

Ⅱ－4－(1)成果の実用化可能性

５-２ (1)研究開発成果と実用化、事業化の見通し

高効率半導体光増幅器

量子ドット半導体光増幅器
50℃での利得飽和特性

50℃での40Gbps-NRZ変調光
増幅時のアイパターン

B-B

50℃での利得飽和特性 増幅時のアイパターン

25

30

B
)

SOA出力 (9.4 dBm)10

15

20

プ
利

得
　

（
ｄ
B

SOA出力 (9.4 dBm)

InAs/InP量子ドット
0

5

10

0 5 10 15 20

チ
ッ

プ

50℃にて利得20 dB以上、40 Gbps変調信号光のペナルティーフリー増幅を世界で
始め 実証 中 標を達成

InAs/InP量子ドット 0 5 10 15 20

チップ光出力　（ｄBm)

始めて実証し、中間目標を達成。
最終目標の4chアレイ素子実現に向けて、熱干渉による特性劣化防止、ハイブリッド
実装用光導波路との光結合損失低減、等の課題に取り組む。
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今後の実用化、事業化の見通し：市場動向によりQDレーザ社での製品化を検討。
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公開

入力ﾀﾞｲﾅﾐ ｸﾚﾝｼﾞ拡大波長変換器

研究開発成果、実用化、事業化の見通しⅡ-３-(1)中間目標の達成度、（2)成果の意義、
（5）最終目標の達成可能性

Ⅱ－4－(1)成果の実用化可能性

５-２ (1)研究開発成果と実用化、事業化の見通し

入力ﾀ ｲﾅﾐｯｸﾚﾝｼ 拡大波長変換器
開発成果

① 波長変換出力信号の消光比12dB以上を14dB（-4dBm～+10dBm）の入力信号レベルで実現

入力信号光パワー 波長変換波形
② 43GbpsNRZ信号までの波長変換を実現

プローブ光 (CW) SOA 1Port 1 Port 3
+10dBm

プ ブ光 (CW)

入力信号光
(On, Off switching)

SOA 2 

SOA 1Port 1 Port 3

出力信号光
（波長変換光）

レベル監視
PD

VOA 

電子 ドバ ク

レベル差
10dBを

-3dBm
（波長変換光）

電子フィードバック
10dBを

許容

入力ダイナミックレンジ拡大波長変換器 入力信号レベルを変えた
波長変換出力波形実験結果（43Gbps）

目標
①中間目標「４０Ｇｂｐｓ以上・許容入力レベル変動１０ｄＢ以上の実証」を達成
②最終目標「４チャンネル化」へ向けたシステム化を進める予定
実用化見通し

デバ
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波長変換器は全光ネットワークのキーデバイスであり、光信号フォーマットの異なるネッ
トワーク間をつなぐ光信号フォーマット変換器などへの適用の可能性がある。

事業原簿 P38-41

公開波及効果Ⅱ－4－(3) 波及効果

５-２ (1) 実用化、事業化の見通し

国内メ カの国際競争力強化・国内メーカの国際競争力強化

・省エネ効果

国際的なCO2削減へ寄与・国際的なCO2削減へ寄与
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公開５-３ プロジェクトの概要全体を通しての質疑

５． プロジェクトの概要説明

５－１ 事業化の位置付け・必要性、研究開発のマネージメントについて事業化の位置付け 必要性、研究開発の ネ ジ ントに て

（１）事業の位置付け・必要性

（２）研究開発マネ ジメント（２）研究開発マネージメント

５－２ 研究開発成果、実用化、事業化の見通しについて

（１）研究開発成果と実用化、事業化の見通し

５－３ プロジェクトの概要全体を通しての質疑
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公開

参考資料
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公開省エネ効果の算出

消費電力量、稼動台数から予測（2020年）

参考

kWh/年17.5万

１台あたりの省エネ化 対象となる台数

費 、稼動 数

kWh/年5.25万

改善

７０％に
万台36.4× ＝ kWh/年191億

kWh/年12.2万

改善

原油換算
2.36Ｅ-4ｋＬ/ｋＷｈ

電子ルータの平均消
費電力を20ｋＷ，光電

子ルータによって電子

2000年のルータ台数
を約6万台とし、年率
10％の増加と、光/電

ｋＬ/年451万ルータの30％の電力
削減ができるとした。

10％の増加と、光/電
子ルータの専用率を
95％とした。
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参考資料１ 評価の実施方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

参考資料 1-1 
 

 
 
本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

評価結果公開

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部 

研究評価委員会

推進部署
評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部 

研究評価委員会

推進部署 
評価結果の事業等への反映

国 民
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１．評価の目的 
 
評価の目的は「技術評価実施規程」において。 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 
としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 
 
２．評価者 
 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題その他社会的ニーズ

関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 
これらに基づき、分科会委員名簿にある 8 名を選任した。 
なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構研究評価広報部が担当した。 
 
３．評価対象 
 
平成 19 年度に開始された「次世代高効率ネットワークデバイス技術開発」プ

ロジェクトを評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ

ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 



 
 

参考資料 1-3 
 

 
４．評価方法 
 
分科会においては、当該事業の推進部署及び研究実施者からのヒアリングと、

それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実

施者側等との議論等により評価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、研究実施者と意見を交

換する形で審議を行うこととした。 
 
５．評価項目・評価基準 
 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、研究評価委員会による『各分科会における評価項目・評価基準は、被評

価プロジェクトの性格、中間・事後評価の別等に応じて、各分科会において判

断すべき者である。』との考え方に従い、第 1 回分科会において、事務局が、研

究評価委員会により示された「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-4 頁参

照）をもとに改定案を提示し、承認されたものである。 
プロジェクト全体に係わる評価においては、主に事業の目的、計画、運営、

達成度、成果の意義や実用化への見通し等について評価した。各個別テーマに

係る評価については、主にその目標に対する達成度等について評価した。 
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評価項目・評価基準 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

 
(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ IT イノベーションプログラムおよびエネルギーイノベーションプログラ

ムの目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 

(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
 
 
２．研究開発マネジメントについて 

 
(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
 

(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込んだうえ

で活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
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・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる 

環境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ

る体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に  

機敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
 
 
３．研究開発成果について 

 
(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の 

登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画
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に沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に   

成果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

(5)成果の最終目標の達成可能性 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 

 

 

 

４．実用化、事業化の見通しについて 

 
(1)成果の実用化可能性 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確に  

なっているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

 

(2)事業化までのシナリオ 

・ コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業化までの期間、事業化

とそれに伴う経済効果等の見通しは立っているか。 

 

(3)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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標準的評価項目・評価基準（中間評価） 

２００８．３．２７ 
【中間評価 標準的評価項目・評価基準の位置付け（基本的考え方）】 

 
標準的評価項目・評価基準は、第１７回研究評価委員会（平成２０年３月２

７日付）において以下のとおり定められている。（本文中の記載例による１･･･、

２･･･、３･･･、４･･･が標準的評価項目、それぞれの項目中の(1)･･･、(2)･･･が
標準的評価基準、それぞれの基準中の・ ･･･が視点） 
 
ただし、これらの標準的評価項目・評価基準は、研究開発プロジェクトの中

間評価における標準的な評価の視点であり、各分科会における評価項目・評価

基準は、被評価プロジェクトの性格等に応じて、各分科会において判断すべき

ものである。 
 
１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・

制度の目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 

(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
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(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
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・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 
 
４．実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 
・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)事業化までのシナリオ 
・ コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業化までの期間、事業化

とそれに伴う経済効果等の見通しは立っているか。 
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(3)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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※基礎的・基盤的研究及び知的基盤・標準整備等の研究開発の場合は、以下の

項目・基準による。 
 
＊基礎的・基盤的研究開発の場合 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
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４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 
・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
 
 
＊知的基盤・標準整備等の研究開発の場合 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は公開性が確保されているか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 研究内容に新規性がある場合、知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、

著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事

業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 
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・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 
 
４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られて

いるか。 
・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 
・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

 
(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
 



 
 

 

 

本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO 技術開発機構）研究評価部が委員会の事

務局として編集しています。 
 

平成 22 年 2 月 
 
 NEDO 技術開発機構 
 研究評価部 
 統括主幹 竹下  満 
 主幹 寺門  守 

 担当 峯元 克浩 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO 技術開発機構のホームページに

掲載しています。 

（http://www.nedo.go.jp/iinkai/kenkyuu/index.html） 

 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 
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